
特集
国際市場での販路拡大へ
日本産酒類輸出促進コンソーシアムを活用した 
事業者の海外進出事例

2026

9
No.730

S
eptem

ber 2
02

6

I
S
S
N
0
4
4
8̶

6
0
7
2

第
6
2
巻
第
6
号
・
令
和
八
年
九
月
十
八
日
発
行

9
月
号 財
務
省
広
報
誌 

令
和
八
年
九
月
号 

通
巻
七
三
〇
号

定価509円（本体463円＋税10％）

巻 頭 言
グラフィックデザイナー　佐藤  卓
デザインは、間を繋ぐこと。
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アジア・イニシアティブ第10回会合に出席する中谷副大臣（6月9日）

「日本－中南米・カリブ（LAC）地域ビジネスフォーラム2026」署名式でのゴールドファイン米州開発銀行総裁と片山大臣（8月24日）

PhotosPhotos
2026

Sep.

02_H2-P00a_Contents_01.indd   102_H2-P00a_Contents_01.indd   1 2026/09/09   10:04:492026/09/09   10:04:49



CONTENTS

■  本誌へのご意見・ご要望は 
 〒100-8940 東京都千代田区霞が関3-1-1「財務省広報室内ファイナンス編集部」あてにお送りください 

e-mail：�nance@mof.go.jp

《千葉県》亀岩の洞窟・ハート形の光芒

●本誌に掲載した論文等のうち、意見にわたる部分は、それぞれ著者の個人的見解であることをお断りしておきます。
●記事はホームページでもご覧いただけます。 https://www.mof.go.jp/public_relations/�nance/

財務省広報誌  令和8年9月号  通巻 第730号

今月の顔・巻頭言

01… デザインは、間を繋ぐこと。
 グラフィックデザイナー　佐藤 　卓

連　載

50	 コラム　経済トレンド147
 獣害から資源へ-ジビエが拓く地域循環 
 日比野 聡太／大関 雄太郎

52	 路線価でひもとく街の歴史
 第79回　群馬県桐生市
 産業革命が進めた地銀再編 鈴木 文彦

56	 海外ウォッチャー
 財務アタッシェから見たイギリス 林　 良樹

66	 令和8年度職員トップセミナー
 生命を捉えなおす 
 ～動的平衡の視点から～ 福岡 伸一

74	 PRI Open Campus
	 ～財務総研の研究・交流活動紹介～ 59
  「日本の所得分配・再分配に関する研究会」

報告書について 伊藤 秀則／松隈 拓人

86	 各地の話題
 公民連携による課題解決の取り組み 
 森合 朋美
  令和6年能登半島地震からの 

復旧・復興について 城光寺 えりか
  生成AIを活用した自治体DXの深化　 

那覇市の取組 金城 海斗

93	 編集後記

特　集

02	 国際市場での販路拡大へ
	  日本産酒類輸出促進コンソーシアムを活用した 
事業者の海外進出事例

SPOT

10	 令和9年度概算要求基準の概要 横山 好古／北村 　仁／渡邉 琉斗

12	  Smart and Secure Border Control：Customs Vision 2030 
税関中長期構想2030が描く次世代型税関 香川 里子

20	  我が国のアジア・イニシアティブ 
共同議長就任と第10回会合（於：東京）の模様について 三浦 大輔

25	 カストディアン入門―基礎編― 服部 孝洋

36	  AMRO事務局長兼CEOの視点（6） 
国境を越えるお金―G20の挑戦 渡部 康人

40	  5次のトリセツ―FATF第5次対日相互審査で示す官民のチカラ― 
―第5回：IO4（DNFBPsの監督・予防措置）― 土屋 淳史／三代 健太

今今月月のの表紙表紙

52

86

ライブラリー

49 藤木 秀明 著
 指定金融機関の未来 渡部 　晶

2026 Sep.

02_H2-P00a_Contents_01.indd   202_H2-P00a_Contents_01.indd   2 2026/09/09   10:04:552026/09/09   10:04:55

mailto:finance@mof.go.jp
https://www.mof.go.jp/public_relations/finance/


当該ページは冊子にてご覧いただけます。

今月の顔_非公開_2609.indd   2今月の顔_非公開_2609.indd   2 2026/09/09   10:12:232026/09/09   10:12:23



巻頭言
デザインは、間を繋ぐこと。

グラフィックデザイナー

佐藤  卓

デザインの仕事を長く続けてきて、つくづく思
います。それは、デザインとは「間を適切に

繋ぐこと」であるということ。この歳になって迷わ
ず言えるようになりました。新しい“繋ぎ方”を見
つける仕事と言っても過言ではありません。新しい
ものを生み出していると誤解されがちですが、生み
出すことと繋ぐことは異なります。よく「いつも新
しいものを生み出すのは大変じゃないですか？」と
質問を受けますが、自分は何も新しいものなど生み
出してはいません。すでに存在する価値と人をデザ
インによって繋いでいるだけなのです。
例えば牛乳のパッケージデザインは、中身の牛

乳と人を間で繋いでいます。紙のパックに入った
牛乳は、外から中身が見えないので、パッケージ
の表面で中身を的確に伝えないといけないわけで
す。そして他社の牛乳との違いや特徴、そしてそ
もそも口に入れるものなので牛乳として美味しそ
うな印象にもしなければいけません。清潔感や安
心感、メーカーらしさも必要です。もちろん限ら
れたコストの中にも収めなければいけない。この
ように牛乳のパッケージとしてあらゆる方向から
検証を重ね、中身の牛乳と生活者を繋ぐのが牛乳
パッケージデザインの仕事なのです。
また、例えば皆さんが座っている椅子については

どうでしょう。よく椅子のデザインといえば、見た
目の形や素材や機能、そして新しい考え方が語られ、
デザインが主役のように伝えられますが、椅子は座
るコトと人を間で繋いでいるモノなのです。間にあっ
て座り心地を提供しているので椅子が主役ではあり
ません。デザインされたすべてのモノの向こう側に
は必ずコトがあるのです。ここでもデザインが間に
あることに気づけることでしょう。
デザインはカッコいいもの、シンプルなもの、

現代的なもの、お洒落なものだけに施されている
と多くの人がいまだに誤解しています。そしてこ

こでデザインを大きく誤解に導いてしまうもっと
も厄介な言葉をご紹介しましょう。それは「付加
価値」という言葉です。この言葉がなぜか悪性の
ウイルスのように世間に蔓延してしまいました。
私は、価値は付け足すことではなくすでにあるも
の、あるいは関係の中から“見出すこと”である
と確信しています。成功した仕事は、一見付け加
えているように見えるものでも、実はそもそも人
との関係性の中でそのポテンシャルが見出された
ものであることがほとんどなのです。付加価値な
どという思考で、すでにある物事に外部から安易
なアイデアを付け加えるから余計なものが生み出
され、資源を使い大量の廃棄物も出る。つまり物
事をよく見もしないで外から付け足す。それが付
加価値という言葉で助長されてしまう。そしてそ
こにデザインが求められてしまうのです。すると、
デザインは表層を覆うカッコいい飾りのようなも
のというイメージになってしまいます。人の営み
にデザインと関わりのない物事は何ひとつありま
せん。目立つものだけにデザインが施されている
わけではなく、ほとんどのデザインが無意識の中
に存在しているのです。
現代のような資本主義社会では経済効率が最優先

され、即数字に出ることが求められます。ゆえに表
層的な飾りを付け加えて、一見新しく見えるものを
大量につくって売る。そこにデザインが便利な道具
として使われる。これが実は残念ながら世間のデザ
インに対する印象なのではないでしょうか。つまりデ
ザインの本質がいまだに誤解され続けています。
日常はあらゆるデザインが複合的に絡み合い、当

たり前の生活が成り立っています。これを読んでい
らっしゃるあなたも必ず何かと何かを繋いでいること
でしょう。それが実は大切なデザインであり、繋いで
いるあなたもある意味デザイナーであると自覚するこ
とで、それが少しでも励みになれば幸いです。
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問合せ先

令和8年度
日本産酒類輸出促進コンソーシアム 事務局
TEL:03-6633-3680
E-MAIL:sakeconso@pasona.co.jp
HP:https://sake-consortium.nta.go.jp/
営業時間:09:30～17:30／休業:土日祝日・年末年始

国際市場での販路拡大へ

日本産酒類輸出促進コンソーシアムを 

活用した事業者の海外進出事例

特集

日本産酒類の国内市場は少子高齢化や人口減少、消費者の低
価格志向、ライフスタイルの変化、嗜好の多様化等により、
全体として縮小傾向にある。一方で日本産酒類の輸出は、清
酒（日本酒）やウイスキー等の日本産酒類の国際的な評価の
高まり等を背景に、年々増加傾向にある。しかし、独自の販
路開拓や商習慣の違いなど、輸出へのハードルは決して低く
はない。本特集では、国税庁の事業として設立された「日本
産酒類輸出促進コンソーシアム（SAKE-CONSO）」の無料
支援メニューを活用し、国際市場での販路拡大を実現した酒
類製造者・卸売事業者の事例を紹介する。

取材・文　向山勇
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国際市場での販路拡大へ

日本産酒類輸出促進コンソーシアムを 

活用した事業者の海外進出事例

「日本産酒類輸出促進コンソーシアム（SAKE-CONSO）」は、政府の「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」
に基づき、国税庁の事業として令和2年度に設立された。

SAKE-CONSOでは、日本産酒類の輸出拡大のため、主に酒類業者を対象とした各種の支援メニューをすべて
無料で提供しており、酒類の輸出を検討している事業者に応じた支援を行っている。SAKE-CONSOで提供して
いる支援メニューは次の4つに分かれる。

1　情報提供
海外の市場動向や輸出の際のポイント等について、各

分野に特化した国内外の専門家等によるオンラインセミ
ナーの定期開催や、日本産酒類の輸出動向や各国・地域
の日本産酒類市場などを伝えるメールマガジンの定期配
信を行っている。オンラインセミナーはこれまでに78
回実施しており、定期メールマガジンは50本以上配信
されている。セミナー動画やメールマガジンのアーカイ
ブは、SAKE-CONSOのサイトで閲覧可能となっている。

2　専門家相談
酒類の輸出に知見のある専門家（26か国・地域に

対応）による、回数無制限の無料オンライン個別相談
を提供している。

3　国内事業者間マッチング
酒類製造者と海外に販路を持つ輸出商社・卸売事業

者とのマッチング（商談）支援をおこなっている。専
門家の同席によるサポートも可能。これまでに2,200
者以上の事業者が参加し、900件以上の商談に繋がっ
たほか、輸出商社・卸売事業者を通じて100件以上の
輸出に繋がっている（会員事業者へのアンケート結果
による）。

4　海外バイヤーとの商談支援
多くの海外バイヤーが集まる展示会に国税庁がジャ

パンパビリオンを設置し、出展を希望する酒類事業者
にブースを提供している。令和5～7年度合計でのべ 
1,100者以上の事業者が出展している。

SAKE-CONSOの登録事業者数は年々増加しており、令和8年3月末時点で2,268事業者に達するなど、多くの
事業者に活用されている。

・1,300超の酒類製造者・酒造組合、
500超の卸売事業者が登録

・登録事業者数は毎年度増加中

2,200者超 78回

26カ国 ・地域

2,200者超

1,100者超

登録者数 セミナー開催回数

個別相談の対応数・地域数 海外展示会・商談会の
参加事業者数

国内事業者間のマッチング 
（商談）参加者数

・国内外の酒類専門家が26カ国・地域
に関する相談に対応（令和8年度）

・海外現地の市場動向などをテーマに
計78回開催（令和2～7年度）

・同期間に、のべ5,900者超が参加

・SAKE-CONSOでの募集を通じて、
のべ1,100者超が海外展示会等に参
加（令和5～7年度）

・SAKE-CONSOを通じて、のべ
2,200者超の酒類事業者等がマッチ
ングに参加（令和2～7年度）

令和 2
年度

令和 3
年度

令和 4
年度

令和 5
年度

令和 6
年度

令和 7
年度

■：製造・組合
■：卸・商社
■：その他

617

1,426
1,668

1,940
2,114

2,268

数
字
で
見
る
S
A
K
E
‐
C
O
N
S
O

日本産酒類輸出促進コンソーシアムの目的とは

海外における日本産酒類の認知度向上、国際市場における 
販路開拓・拡大を支援

（
令
和
8
年
3
月
時
点
）
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事例

1

コロナ禍と若者の酒離れを契機に挑戦
千葉県に蔵を構える岩瀬酒造株式会社は、享保8年

の創業以来、300年にわたり酒造りの伝統を受け継い
できた老舗だ。長らく国内販売のみを行ってきた同社
が海外市場を目指すことになったのは、若者の酒離れ
やコロナ禍による売上減少がきっかけだった。しか
し、すでに多くの酒蔵が海外進出を進める中、後発で
ある同社にとって自社ブランドの認知度向上は大きな
課題だった。どの国に、どのようなアプローチを取る
べきか――。その道筋を探るためJETROに相談した
ことから「SAKE-CONSO」への登録に至る。

市場理解と商談会を通じてブラッシュアップ
海外展開の第一歩として、同社が着手したのは各国

の市場を理解することだった。セミナーを受講して最
新トレンドを学ぶ中で、日本酒が広く浸透している地
域がある一方で、まだ知名度が高くない国にこそ大き
な成長が期待できると実感したという。

並行して、国内事業者間マッチング商談会に何度も
参加することで、相手の視点に慣れ、資料の内容や伝
え方を大きくブラッシュアップしていった。
「全てが成果に結びつくわけではありませんが、商

談後のサンプル送付や丁寧なフォローを続けた結果、
受注に至ったケースもあります」という。

さらに、スペイン市場に関するセミナーで現地のリ
アルな情報を得たことが後押しとなり、海外商談会へ
思い切って参加し、現地バイヤーから高い評価を獲得
することに成功した。

輸出開始から約3年の時点で、同社の商品はフラン
ス、ベルギー、イギリス、ドイツ、米国、台湾など計
11か国・地域へ届けられるようになった。中でも継
続的な注文が寄せられているのがフランスをはじめと
する欧州圏だ。その成功の鍵は、主力銘柄「岩の井」
が持つ個性にある。硬度240度の地下水による「超硬
水仕込み」で造られる日本酒は、ワインでいうフルボ
ディに相当する深い味わいが特徴だ。
「当社の酒は欧州圏との相性が良く、料理とのペア

リングを提案できる点を強みとして活かしています」
食とのペアリング文化が根付く欧州のレストランで

この味わいが高く評価され、ブランド認知が着実に広
がっている。

次なる成長市場への挑戦
同社は、中南米など日本酒の認知がまだ十分に浸透

していない新興市場にも関心を寄せている。
「まだ浸透していない地域だからこそ、当社の商品

が受け入れられる余地もあるはずです」
これから輸出に取り組む事業者へ向けて、担当者は

こうアドバイスを送る。
「自身で海外現地に赴いて得られる情報には限りが

あるので、まずはSAKE-CONSOに登録し、セミナー
を視聴されることをお勧めします。支援メニューを活
用し、自ら積極的に発信することで、輸出への道を切
り拓くことができるのではないでしょうか」
※この事例は令和7年度の取材内容をもとに作成しています。

岩瀬酒造株式会社

製品のブランディングで顧客を取り込む

企業プロフィール

設立…………1723年
所在地………千葉県夷隅郡御宿町久保1916
従業員………12名
URL………… https://www.iwanoi.com/
事業種別……酒類製造者
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国際市場での販路拡大へ

日本産酒類輸出促進コンソーシアムを 

活用した事業者の海外進出事例

企業プロフィール

事例

2

ワインの陰で減少した地酒への「原点回帰」
大阪府東大阪市に拠点を置く株式会社モトックス

は、創業初期から地酒の卸売業に携わってきた。しか
し、1990年代以降にワインを中心に売上を伸ばした
一方で、ピーク時には約10億円あった地酒の売上は
2億円まで減少していた。
「原点に立ち返り、いま一度日本酒にも力を入れたい。

その方針のもと、自社ブランド『Craft Sake』の販路
を海外へ拡大するため、令和元年に輸出部門を立ち上
げました」 と語るのは、同部門を牽引する谷口氏だ。

しかし、同社にとって輸出は未経験の領域であり、
全く知識の無かった谷口氏が1名でのスタートだった。
何から始めて良いのかわからず、課題すら見つけられ
ない状態でJETROに相談したことがきっかけで、

「SAKE-CONSO」に登録することになった。

ミスマッチの苦悩と、徹底した情報収集
谷口氏はまず、SAKE-CONSOを活用して貿易実務

の基礎を学び、商談会に積極的に参加した。しかし、
そこで厳しい現実に直面する。
「最初は売上を伸ばすことを重視していましたが、

商談相手が求める大ロットのニーズに対応できないな
ど、ミスマッチが多く発生しました。思うように輸出
を増やすことができず、苦労しました」

そこで谷口氏はSAKE-CONSOやJETROの専門家に
相談し、マーケットに関するセミナーを受講して情報収
集を徹底した。そして、商談先国のニーズを踏まえた商
品開発へと戦略を転換した。今まで取引のなかった酒蔵
へ電話で営業をかけたり、ラベルのイメージを変えて
ローマ字表記を追加するほか、通常流通商品の扱いも開
始したりすることで、継続的な売上へと繋げていった。
ターゲット市場の徹底的な研究は、実際のビジネス現場

で大きな成果を生む。タイ市場を開拓する際には、商品
の価格帯や嗜好について事前に情報収集しつつ、現地の
ディストリビューターの動向を独自に研究した。
「その後、バンコクやチェンマイでの展示会に出展

したところ、ディストリビューター2社、料飲店12社
もの現地事業者と取引を開始することができました」

確かな手応えを掴んだ同社は、令和4年に輸出担当
者を増員。日本語が堪能な英語ネイティブのイギリス
人を採用したことで、ホームページやSNSの英語対
応、海外からの問い合わせフォームの刷新を行うな
ど、世界へ向けたビジネス拡大の基盤を確固たるもの
にしている。

輸出先は3か国から17か国へ拡大
輸出開始当初は3か国だった実績も、令和6年には

17か国にまで拡大した。現在注目している市場はブ
ラジル、ベトナム、カンボジア、UAEであり、成果
が出始めている韓国市場もさらに強化していく方針
だ。今後はインポーターの先にいるディストリビュー
ターとのダイレクトな関係を深め、さらなる販路拡大
を見込んでいる。また、税関手続きが簡素化される
AEO認定の取得も目指しているという。
「人員も多く割けず、知識もない状況から輸出を実

現するためには、信頼出来る組織に相談し、効率よく
情 報 収 集 を す る こ と が 近 道 で す。 ま ず はSAKE-
CONSOに登録することを強くお勧めします」
※取材後の令和8年4月24日にAEO特定輸出者認定を取得。
※この事例は令和7年度の取材内容をもとに作成しています。

株式会社モトックス

情報収集の徹底と戦略的活用で成功

設立…………1954年
所在地………大阪府東大阪市小阪本町1丁目6番20号
従業員………219名
URL………… https://www.mottox.co.jp/
事業種別……卸売事業者
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国内消費の減少を見据えた海外への挑戦
愛知県名古屋市に拠点を置く卸売事業者の株式会社

秋田屋。同社が海外販路の拡大を見据えて動き出した
のは2016年頃のことだった。国内消費の減少という
課題に直面する中、まずは世界的な卸売プラット
フォーム「Alibaba（アリババ）」に出店し、海外バ
イヤーとの接点を模索し始めた。
「当時は、海外の展示会参加者リストなどからお酒

を扱っている企業をリストアップし、ダイレクトメー
ルを送って反応をみるという地道な方法で、1件1件
連絡を取っていました」

しかし2020年頃、国内で主力として取引していた
蔵元の多くが海外においてすでに独占契約を結んでお
り、新たな展開が難しいという壁に直面する。そこで
新たな接点を求め、「SAKE-CONSO」への登録を決
意した。

既存・新規を問わない緻密なマッチングアプ
ローチ

SAKE-CONSO登録後、同社は海外展開の専門チー
ムを組織し、大学の留学生の採用などにより多言語対
応の体制を整えた。商談を重ねる中で、卸売業者なら
ではのアプローチも見えてきた。
「マッチングで商談させていただく蔵元さんのうち、

約3分の1はすでに国内で取引のあるお客様です。た
だ、お互いに国内担当と海外担当が分かれているた
め、弊社が輸出をしていることが伝わりづらいケース
がありました」

そこで同社は、既存の取引先であっても改めてマッ
チングを希望し、蔵元がまだ進出していない国をヒア

リング。自社が持つ海外の商流へ提案することで、ス
ムーズに輸出へ繋げることに成功している。

輸出が実現するまでの期間は、早くても3か月、長
いものでは2年ほどかかることもある。同社はこれま
で英国、フランス、台湾とのオンライン商談会に参加
してきたが、通訳を挟む商談では時間が限られるとい
う課題も感じていた。
「オンライン商談会はメリットがありますが、理想

としては、オンラインで反応が良かったお客様に対
し、実際に渡航してオフラインでの商談を実施するの
が効果的だと思います」

事実、台湾との商談では、オンライン時に先方の来
日タイミングを伺い、後日直接アポイントを取って対
面で商談したことが大きな成果に結びついた。また、
ベトナムへの渡航にあたってはSAKE-CONSOの専門
家相談を活用し、現地のアルコール事情のアドバイス
を事前に得たうえで商談に臨んでいる。

欧州やアジア新興国への商流拡大へ
着実にノウハウを蓄積してきた秋田屋が次に見据え

るのは、よりスケールの大きな市場だ。
「最終的には、市場が大きく洋食とも親和性がある

日本酒を中心に、ヨーロッパで商流を拡大していくこ
とが目標です。ある程度日本酒が浸透しているフラン
スあたりを足がかりにしたいと考えています」

さらに、同社がまだ販路を持たないベトナムやイン
ドといった、今後伸びていくであろうアジアの新興国
での新規開拓にも意欲を燃やしている。
※この事例は令和6年度の取材内容をもとに作成しています。

株式会社秋田屋

卸の強みを活かす緻密なマッチング戦略

事例

3

企業プロフィール

設立…………1855年
所在地………愛知県名古屋市東区東外堀町60 
従業員………164名
URL………… https://www.akita-ya.com/
事業種別……卸売事業者

ベトナムでの商談会の様子ベトナムでの商談会の様子
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国際市場での販路拡大へ

日本産酒類輸出促進コンソーシアムを 

活用した事業者の海外進出事例

情熱から始まった挑戦
国内市場の縮小が予想される中、「日本酒の魅力を

世界中の人々に届けたい」という強い願いを胸に、佐
賀県の天吹酒造合資会社は海外輸出への一歩を踏み出
した。しかし、単独での展示会出展や新規販路の開拓
は、想像以上に高いハードルであったという。
「そんな時、SAKE-CONSOを知り、『ぜひお力をお

借りしたい』との思いで参加を決意しました」

専任スタッフ不在を補う、徹底した「現地目線」
同社の規模では、現地に専任スタッフを常駐させて

営業活動を行うことは難しい。そこで彼らが重視した
のは、自ら足を運ぶ「フィールド調査」など、徹底し
た現地目線の戦略だった。
「現地の酒販店や飲食店を訪問し、商品の陳列状況

や他社製品との比較を観察することで市場の実態を把
握しています。また、販売代理店や現地スタッフから
顧客の声についてヒアリングを行い、商品選定に活か
しています」

さらに、ホームページの英語対応を行い、海外から
気軽に連絡できる問い合わせフォームを整備。インバ
ウンドを意識した酒蔵見学も定期的に開催し、SNS
を活用してパーソナルな繋がりを作ることで、一般の
消費者をもパートナーに変えていく地道なファン獲得
に努めている。

開拓市場での成功と、「焦らず築く」独自哲学
令和6年11月にはトルコでの商談会に初参加し、

関税の影響で大量輸出が難しいなどの課題がありなが
らも良いスタートを切ることができた。また、同年8
月の台湾・高雄での展示会では、未開拓だった地域で

の新たな卸先を見つけることに成功している。商談後
の連絡が途絶えることは珍しくないというが、担当者
は独自の考えを持っている。
「不思議なことに、忘れた頃に突然連絡が来ること

も少なくありません。急いで成約を目指そうとすると
かえって上手くいかないことが多く、焦らず、長期的
な視点で信頼関係を築くことが成功への鍵だと考えて
います」

また、日本の商品をそのまま持ち込むのではなく、
「各国のニーズに寄り添ったラベルデザインの工夫な
ど、現地のパートナーが扱いやすい商品を提供するこ
とが重要です」という。

同社は約20か国へ輸出を行っているが、今後は国
ごとの売上のばらつきをなくし、均等に一定量を確保
していく方針だ。
「現段階での目標としては、売上における国内と海

外の割合を50：50にすることを目指しています」
海外では日本酒ブームと言われることもあるが、現

地に足を運ぶと実際に飲んでいる人はまだ少ないとい
うのが率直な印象だという。
「この状況を打開するためには、自社商品を販売す

ることにとどまらず、日本酒業界全体が一丸となっ
て、日本酒を飲む人口そのものを増やす取り組みが必
要だと感じています」
※この事例は令和6年度の取材内容をもとに作成しています。

天吹酒造合資会社

専任不在を補う現地目線とファン作り

事例

4

企業プロフィール

設立…………1688年～1704年
所在地………佐賀県三養基郡みやき町東尾2894
従業員………18名
URL………… https://www.amabuki.co.jp/
事業種別……酒類製造者

酒蔵見学受入時の様子酒蔵見学受入時の様子
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事例

5

企業プロフィール

設立…………1878年
所在地………岡山県倉敷市玉島阿賀崎1212 
従業員………14名＋役員4名
URL………… https://kikuchishuzo.co.jp/
事業種別……酒類製造者

オーストラリアから始まった輸出への挑戦
菊池酒造の海外輸出の取り組みは2013年度にオース

トラリアのメルボルンで開催されたイベントへの出展
が始まりだった。この経験を活かし岡山県の酒蔵5蔵
や備前焼作家、農家らで集まって協同組合を設立。中
小企業庁の補助金を活用してオーストラリア、イギリ
ス、シンガポールでイベントを開催したほか、国税庁
の補助金を活用し岡山県酒造組合でフランスの「サロ
ン・デュ・サケ」に出展するなど、実績を重ねてきた。
「こうした経験を経て海外輸出の方法を知り、渡航慣

れすることによって輸出が増えていきました」という。

「SAKE-CONSO」に登録が転機に
転機となったのは2020年頃、税務署からの紹介で

「SAKE-CONSO」に登録したことだ。同サービスを
通じて国内事業者間マッチングを活用し、新規出荷国
への商流を持つ事業者との連携を深めていった。中で
も、フランス市場に強みを持つ卸問屋との出会いは大
きかった。
「弊社のフランス渡航の前に、この卸問屋様を通じ

て現地のお客様とのアポイントをとっていただき、現
地で商談をすることもできました」

単に商談会に参加するだけでなく、渡航前にあらか
じめ現地での商談を組み込むという戦略的なアプロー
チで新たな販路開拓の可能性を広げた。

その戦略が大きく結実したのが、2024年1月に韓
国・ソウルで開催された商談会だ。従来の展示会で

は、様々な人とは交流できるがインポーターに出会え
るかはわからず、具体的な商談に進展しないことが多
いとの課題を抱えていた。しかし、購入意欲の高いバ
イヤーがあらかじめ集められたこの商談会では状況が
違った。
「韓国・ソウルの商談会では、コンテナ1本分の受

注をいただき、弊社としてはとても大きなお取引に繋
がりました」

現地へ赴き、対面で商談を重ねることが、新規市場
開拓の壁を打破する原動力となったという。

品質へのこだわりと、海を越えた顧客との絆作り
同社は〝最低でも、今後3〜5年以内に5千万円く

らいを目標として海外での出荷量を増やしていく″と
いう明確な目標を掲げている。目標達成に向けた課題
の一つが、品質管理の徹底だ。
「近年では、日本側のコンテナから現地倉庫まで、

すべて冷蔵で商品を管理されている業者も増えてきて
いる印象です。酒蔵出荷時の品質が以前にも増して重
視されていると感じます」

さらに、現地を訪問したからこその気づきもあった。
「これまで反応が薄いと感じていた英語のニュース

レターやSNSが、実は現地の得意先に好意的に読ま
れていたことが分かりました。海外のお客様も意識し
たSNSでの情報発信を心掛けていきたいです」
※この事例は令和6年度の取材内容をもとに作成しています。

菊池酒造株式会社

事前アポと対面商談で掴んだ大口受注

韓国での商談会における自社PRの様子韓国での商談会における自社PRの様子
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国際市場での販路拡大へ

日本産酒類輸出促進コンソーシアムを 

活用した事業者の海外進出事例事例

6

企業プロフィール

立ちはだかった「独占契約」の壁
福岡県に拠点を置く卸売事業者、ヤマエ久野（株）

（現 ヤマエグローバル（株））。同社が海外事業部を立
ち上げたのは2016年のことだった。卸売という立場
上、国内の酒類メーカーとは太いパイプを築いていた
が、設立当初は海外の顧客が全くいない「ゼロからの
スタート」だった。
「JETROなどを通じて海外のお客様を増やす努力を

していましたが、酒業界特有の『独占契約』という壁
に直面しました。現地のバイヤーから新しい商品がほ
しいと要望を受けても、契約の都合上ご案内できない
ケースが多く、どうすればよいかと頭を抱えていたの
です」という。

SAKE-CONSOとの出会いと緻密なロジス
ティクス

転機が訪れたのは2020年頃。「SAKE-CONSO」の
存在を知り、登録したことが現状打破のきっかけと
なった。海外販路を開拓するうえで、同社は「バッ
ティングの回避」と「物流コストの最適化」という戦
略を重視している。
「ある商品をアジアの様々なインポーターに案内す

れば、必ず末端でバッティングが起き、価格競争を招
いてしまいます。一方で、一社に独占させると現地の
企業の力量次第で売上が大きく左右されます。だから
こそ、メーカー様とは事前にどういった方向性で販売
するかを綿密に打ち合わせることが不可欠なのです」

さらに、昨今の不安定な国際情勢による輸送コスト
の高騰にも現実的な解決策を講じている。
「すべてをリーファーコンテナ（温度を一定に保つ

コンテナ）で輸出するとコスト面で厳しくなります。
ドライコンテナでも可能な商品、そうでない商品を

メーカー様に線引きしていただくことで、現地へより
幅広い提案が可能になります」

そんな中で同社は2024年5月に欧州市場の開拓を目
指し、イギリスで開催された酒類展示会「London 
Wine Fair 2024」に参加した。日本酒だけでなく、宮
崎県産の梅酒や福岡県産のリキュール（40度）など、
ユニークな商材を揃えて臨んだ。現地では、既存のイン
ポーターの全面協力を得て、3人体制でブースに立った。
「インポーターが同席してくれたことで、『在庫があ

れば明日から納品できる』といった具体的でスピー
ディな商談が実現しました。輸出側の物量を増やすと
いう点では大成功でした」

確かな手応えを得る一方で、日本酒ならではの壁も
肌で感じたという。
「イギリスのお客様に日本酒の味を言葉で伝えるの

は想像以上に困難でした。10種類の日本酒を並べて
も、最終的には甘口か辛口かの二択での購買になって
しまう。時間をかけてレクチャー資料を作り、知識を
深めていただく地道な活動が必要だと痛感しました」

日本産酒類の海外展開を支援
インバウンド需要の増加に伴い、日本産酒類の認知

度は世界的に高まりつつある。
「海外の方は直接貿易を好むため、日本のメーカー

様に直接アプローチが来ることも増えるでしょう。し
かし、実務に不慣れで戸惑うケースも多いはずです。
私たちはこれまでの輸出経験から、実務上の疑問点や
現地企業の与信調査にも対応できます。お声がけいた
だければ、必ずお力になれます」
※この事例は令和6年度の取材内容をもとに作成しています。

ヤマエグローバル株式会社

独占契約の壁を越えるロジスティクス

London Wine Fair2024（ブースの様子）London Wine Fair2024（ブースの様子）

設立…………1950年
所在地………福岡県福岡市博多区博多駅東2丁目13番34号
従業員………13名
URL………… https://www.yamaehisano.co.jp/
事業種別……卸売事業者

  ファイナンスファイナンス　　20262026  Sep.Sep.	 9	 9

特集

05_P02-09_Tokushu_03.indd   905_P02-09_Tokushu_03.indd   9 2026/09/09   10:09:022026/09/09   10:09:02

https://www.yamaehisano.co.jp/


１．はじめに

政府としては、「責任ある積極財政」の考え方の下、
「強い経済」の構築と「財政の持続可能性」を一体的
に実現していくこととしており、令和9年度予算にお
いては、政府の予算の作り方を根本から改めることと
している。
まず、通常歳出とは別に、『「強く豊かな日本」投資

枠』を創設し、危機管理投資・成長投資をはじめ、真
に効果的な施策を重点的に措置する。この投資枠につ
いては、要求上限を設けず、所要額を適切に要求でき
る仕組みとしている。また、予算編成過程において、
「経済・物価動向等の的確な反映」を実現する。さら
に、補正予算依存から脱却し、恒常的な施策は当初予
算に計上するため、『「強く豊かな日本」投資枠』や、
必要に応じた事項のみの要求も活用しながら、適切に
要求・要望することを可能としている。このように、
令和9年度予算の概算要求基準＊1は、必要な予算要求
を十分に行える仕組みとなっている。
その上で、今後の予算編成課程においては、補助

金・基金の見直しをはじめ、歳出全般にわたり、施策
の優先順位を洗い直し、予算の中身を大胆に重点化さ
せていく。
今回の概算要求基準は、こうした方針を明確化して

いるものであり、この新しい仕組みの下で、予算編成
を実施していくこととしている。

２．令和9年度概算要求基準の概要

令和9年度予算の概算要求基準では、危機管理投
資・成長投資をはじめ、国内投資を通じた潜在成長率

＊1） 令和8年7月30日閣議了解

の引上げにつながる施策を予見可能性を持って実現で
きるよう、通常歳出とは別に、『「強く豊かな日本」投
資枠』を創設し、真に効果的な施策を重点的に措置で
きるようにしている。
また、要求・要望は賃金や調達価格の上昇を踏まえ
て行い、予算編成過程において、令和8年度予算から
実現した「経済・物価動向等の的確な反映」を実現す
ることとしている。
加えて、補正予算依存から脱却し、恒常的な施策を
当初予算に計上するため、適切に要求・要望すること
としている。
さらに、歳出全般にわたり、施策の優先順位を洗い
直し、予算の中身を大胆に重点化するとともに、補助
金・基金の自己点検結果を要求・要望に反映し、予算
編成過程において精査することとしている。
その上で、『「強く豊かな日本」投資枠』について
は、国内投資を通じた潜在成長率の引上げに向けて、
日本成長戦略や地域未来戦略などを踏まえた効果の高
い政策を推進することとし、また、補正予算依存の財
政運営から脱却する方針も踏まえ、要求上限を設け
ず、事項要求も含め、所要額を適切に要求できる仕組
みとしている。
このうち、経済安全保障上特に重要な分野などにつ
いては、複数年度で財源を確保した上で、特別会計に
おいて別枠で管理することとし、予算編成過程におい
て検討することとしている。
また、「年金・医療等」に係る経費について、要求
段階において前年度予算額にいわゆる自然増「3,900
億円」を加えた額の範囲内で要求した上で、予算編成
過程において、高齢化による増加分に相当する伸び
に、経済・物価動向等を踏まえた対応に相当する増加

令和9年度概算要求基準の概要
主計局総務課主計官　横山  好古

企画係長　北村  仁
企画係　渡邉  琉斗

	 10 ファイナンス　2026 Sep.

Ｓ
Ｐ
Ｏ
Ｔ

21_P10-11_SPOT_01.indd   1021_P10-11_SPOT_01.indd   10 2026/09/09   10:03:132026/09/09   10:03:13



分を加算することとしている。
次に、「防衛力整備計画対象経費」については、「防

衛力整備計画」を踏まえ、所要の額を要求することと
している。
さらに、「裁量的経費」については、前年度の「裁

量的経費」の20％まで要望できるようにしている。
また、「義務的経費」のうち人件費については、人

事院勧告を受けて予算編成過程で対応するとともに、
その他の義務的経費については、経済・物価動向等を
踏まえ、各経費ごとの義務的性格に基づき所要額を要
求する取り扱いとしている。
加えて、「地方交付税交付金等」については、「骨太

の方針2026」との整合性に留意しつつ要求すること
としている。
補正予算依存の財政運営から脱却するため、当初予
算で措置を要する恒常的な施策などの重要政策につい
ては、『「強く豊かな日本」投資枠』を活用するほか、
必要に応じて、事項のみの要求も含め、適切に要求・
要望を行い、予算編成過程において検討することとし
ている。
また、真に必要な財政需要に対応するため、制度改
革により恒久的な歳入増を確保する場合、歳出改革の
取組に当たって、その取扱いについては、予算編成過
程において検討することとしている。

（参考）令和9年度予算の概算要求基準の概要

       

令和９年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について 

◇ 危機管理投資・成長投資をはじめ、国内投資を通じた潜在成長率の引上げにつながる施
策を予見可能性を持って実施できるよう、通常歳出とは別に、『「強く豊かな日本」投資
枠』を創設。真に効果的な施策を重点的に措置。 

◇ 要求・要望は賃金や調達価格の上昇を踏まえて行い、予算編成過程において、令和８年
度予算から実現した「経済・物価動向等の的確な反映」を実現。 

◇ 補正予算依存から脱却し恒常的な施策は当初予算に計上するため、適切に要求・要望。 
◇ 歳出全般にわたり、施策の優先順位を洗い直し、予算の中身を大胆に重点化。補助金・
基金の自己点検結果を要求・要望に反映し、予算編成過程において精査。  

＊金額はＲ８一般会計当初予算（122.3 兆円） 

「強く豊かな日本」投資枠 
＊ＧＸ、ＡＩ・半導体： 「ＧＸ

2040 ビジョン」「ＡＩ・半導体

産業基盤強化フレーム」を踏ま

え、特別会計においても要求。 

－ 

国内投資を通じた潜在成長率の引上げに向けて、日本成長
戦略や地域未来戦略などを踏まえた効果の高い政策を推進 
補正予算依存の財政運営から脱却する方針も踏まえ、要求
上限を設けず、事項要求も含め、所要額を適切に要求 
このうち、経済安全保障上特に重要な分野などについては、
複数年度で財源を確保した上で、特別会計において別枠で
管理することとし、予算編成過程において検討 
＊予見可能性を高め、継続的な取組を後押しするため、複数年度の計画に基づ

くものを基本とする 

＊通常歳出（裁量的経費等）との関係について、予算編成過程において精査 
   

年金・医療等 
＊こども・子育て： 特別会計へ

の計上分も含め、「こども未来

戦略」に基づいて要求。 

37.0 

自然増（＋0.39兆円） 
＊予算編成過程で、高齢化による増加分に相当する伸びに、経済・物価動向等

を踏まえた対応に相当する増加分を加算 

防衛力整備計画対象経費 8.8 

「防衛力整備計画」を踏まえて要求 
「三文書」の改定に伴う対応について、予算編成過程におい
て検討 

裁量的経費 14.5 
＋20％要望可 
＊このほか、『「強く豊かな日本」投資枠』の活用、事項のみの要求も可 

義務的経費 9.9 

人件費は人事院勧告を踏まえ予算編成過程で対応 
その他、各経費ごとの義務的性格に基づき所要額を要求 
特殊要因を加減算（例：経済構造実態調査） 

地方交付税交付金等 20.9 「骨太の方針」との整合性に留意しつつ要求 

国債費 31.3  
 

予算編成過程における検討事項 

＊ 補正予算依存の財政運営から脱却するため当初予算での措置を要する恒常的な施策な
どの重要政策については、『「強く豊かな日本」投資枠』を活用するほか、必要に応じて、
事項のみの要求も含め、適切に要求・要望を行い、予算編成過程において検討。 

＊ 真に必要な財政需要に対応するため、制度改革により恒久的な歳入増を確保する場合、
歳出改革の取組に当たって、その取扱いについては、予算編成過程において検討。 
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１．はじめに

税関を取り巻く環境は、近年急激に変化している。
関税や輸出入規制等の国境措置を通じた保護主義的な
動き、経済安全保障リスクの増大、中東地域の不安定
化やウクライナ・ロシア情勢の長期化を背景とする地
政学的な変化など、国際情勢が不安定化しており、加
えて、越境Eコマース（電子商取引）の拡大に伴う輸
入貨物の急増や訪日外国人旅行者の増加など、国際的
な物流や人流が大きく変化している。また、不正薬物
の密輸に関わる国際犯罪組織の多国籍化・巧妙化、金
の密輸の深刻化、さらには経済安全保障に係る不正輸
出やマネー・ローンダリング（資金洗浄：マネロン）へ
の対応など、国の安全・安心を守る国境の法執行機関
として税関が向き合う課題は質・量ともに増している。

関税局・税関は、「安全・安心な社会の実現」「適正
かつ公平な関税等の徴収」「貿易円滑化の推進」とい
う三つの使命を掲げ、国民生活と経済発展を支えてき
た。しかし、急激に変化するモノ・ヒトの動きに対し
て、限られた物的・人的資源の下で、迅速な通関と厳
格な水際取締りを両立することは限界に近づきつつあ
る。変化の中で、いかに使命を果たし、国民の信頼に
応え続けていくか、税関行政は、大きな転換期を迎え
つつある。

大きな転換期を迎えているのは日本税関に限った話
ではない。外国税関も同様に、急激な環境変化に晒さ

＊1） Government of Canada （2025）, “G7 Finance Ministers and Central Bank Governors’ Communiqué”
＊2） WCO（2026.2.26）“World Customs Organization releases latest Illicit Trade Report”
＊3） Council of the European Union （2026）, “EU customs：Council and Parliament agree on landmark reform”

れており、国際的にも様々な場で議論がなされている。
たとえば、2025年5月にカナダ・バンフで開催さ

れたG7財務大臣・中央銀行総裁会議は、少額貨物
（low-value shipments）の急増が税関による取締り
や関税等の徴収業務を圧迫し、不正薬物や模倣品の密
輸に利用されるリスクを認識し、これらのリスクに対
応するための少額貨物の輸入システムの検討を進める
ことで一致した＊1。また、WCO（世界税関機構）が
2026年2月に公表したIllicit Trade Report 2024＊2

（2024年実績データを用いた分析）は、世界税関が直
面する課題として、不正薬物、知的財産侵害物品、武
器部品等の密輸が複雑化・巧妙化している実態を示
し、特に、越境Eコマースの拡大に伴い、小口貨物、
国際郵便及び急送貨物を利用した違法取引が増加し、
従来の取締手法では対応が難しくなっている点を指摘
している。これらの課題や変化に対応するため、
WCOは、データ分析やAIを活用したリスク管理、関
係機関との連携強化、国際的な情報共有を一層推進す
る必要性を強調している。

こうした状況を踏まえ、近年、主要国税関は制度の
包括的な見直しを次々に発表している。

まず、EUでは、2026年3月、EU理事会と欧州議
会が、EUの税関制度を全面的に見直すことで合意し
た。この改革により、EUの税関は、より近代的な手
段を備え、特に越境Eコマースを中心とした貿易量の
急増、国境で確認すべきEU基準の急速な増加、そし
て厳しさを増す地政学的状況といった動向に対応でき
るとしている＊3。さらに、米国では、2026年6月3日、
トランプ大統領が、急増する少額貨物の輸入や不正薬
物の密輸等への対応として、包括的な税関の改革を通

Smart and Secure Border Control：
Customs Vision 2030
税関中長期構想2030が描く次世代型税関

関税局関税課 税関調査室長　香川  里子
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じて執行を強化する大統領令に署名している＊4。
そして、我が国では、2026年6月23日に、財務省

関税局が「税関中長期構想2030（Smart and Secure 
Border Control：Customs Vision 2030）」を関税・
外国為替等審議会の関税分科会において報告し、同日
公表した＊5。本構想では、2030年に向けて、AI等の
最先端技術を業務全般に戦略的に活用しつつ、税関の
取締手法や体制についての抜本的な変革を進め、経済
活性化に資する一層迅速な物流と人流、安全・安心な
社会のための国境での検査強化に努めていくこととし
ている。本稿では、税関中長期構想2030の背景と主
要施策の概要をご紹介したい。

２．税関中長期構想2030の背景

（１）国際物流の変化
第二次世界大戦後、国際物流は、コンテナ化による

海上貨物の一貫輸送がBtoB（企業間取引）貨物の国
際輸送を支え、その後の国際航空輸送の発展により効
率化・高速化が進み、税関手続の円滑化とともにグ
ローバルサプライチェーンの拡大に貢献してきた。一
方、2010年代以降は越境Eコマースの急成長により
BtoC（企業対個人の取引）の航空小口貨物が急増し、
COVID-19を契機としたオンライン購買の急増によ
り、この傾向は一層加速している。従来の税関の制度
は、BtoB（企業間取引）貨物の大量一括輸送中心の
物流を念頭においたものとなっており、個人向けの低
価格・小口貨物が高頻度で大量に輸送されるという国
際物流のスピードやビジネスモデルの変化に追いつい
ていないことが課題となっている。

（２）急増する少額輸入貨物
2025年の輸入許可件数は約2億2,700万件（前年

比約20％増）と、6年で約5倍に急増しており、この
背景には、越境Eコマースなど中国・韓国からの
BtoC（企業対個人の取引）貨物等の少額輸入貨物の
件数の急増がある。

2026年1～3月における輸入許可件数のうち、通販
貨物の割合は9割を超え、うち1万円以下の貨物（少

＊4） White House （2026. 6.3）, “Strengthening Customs Enforcement （Executive Order 14411）”
＊5） 財務省関税局（2026）「税関中長期構想2030：Smart and Secure Border Control：Customs Vision 2030」（本文）

額貨物）は約98％であるため、少額貨物の問題は通
販貨物、つまり越境Eコマースの問題と言える。この
ように、衣類、化粧品・美容品、収納・家具関連、生
活雑貨、家庭用品やサプリメント・健康食品等の大量
の貨物が日常的に輸入される構造となっており、越境
Eコマースの拡大は、利用者の利便性向上や国際電子
商取引の発展に寄与する一方で、税関の水際における
取締りの難易度を高める要因ともなっている。
価格帯別の輸入許可件数の推移

少額輸入貨物の輸入件数の国別推移
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通販貨物の品目カテゴリ

（３）インバウンドの回復
円安の影響やコロナ禍後の世界的な渡航需要の回復

を背景に、訪日外国人旅行者数は急速に増加してお
り、2025年には推計4,268万人と過去最高を記録し
ている＊6。政府は、観光を成長戦略の柱、地域活性化
の切り札として、2030年に訪日外国人旅行者数6,000
万人を目指す目標を掲げて「観光立国」の実現に向け
て取り組んでいる。
訪日外国人旅行者の推移

税関中長期構想 2030
Smart and Secure Border Control: Customs Vision 2030

訪日外国人旅行者と貨物の急増に対応するため、AI等の最先端技術を活用し、
税関の取締手法や体制についての抜本的な変革を進め、次世代型の組織を構築します。
2030年に向けて、経済活性化に資する一層迅速な物流と人流、安全・安心な社会のための国境で
の検査強化を同時に実現するため、
・ 入国旅客の税関申告の完全電子化（先端技術の積極的な導入）
・ 全航空小口貨物の徹底検査（大規模空港内に航空貨物検査センターを設置）
・ 税関業務へのAIの戦略的活用に向けたデジタル基盤整備とサイバーセキュリティ対策
等の施策を実行します。
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税関中長期構想 2030の主要施策

コロナ禍後
約２倍

（目標）

入国旅客の税関申告の
完全電子化

全ての航空小口貨物の
徹底検査

海上コンテナ貨物のより迅速な通関と
検査強化を図るため、コンテナターミナ
ル等の物流動線上に大型X線検査装
置を増配備し、AIによる検査を実施し
ます。

越境Eコマースの拡大等による航空貨
物の急増に対応するため、大規模空港
内の物流動線上で全ての小口貨物を
徹底検査する、「航空貨物検査セン
ター」を設立します。

航空旅客の円滑な入国と厳格な水際
取締りの両立を実現するため、紙の申
告の廃止、有人検査台から電子申告
ゲートへの移行を進めます。

------
---------
---------
---------

EXIT

X線検査装置

旅客情報
AI

● ・・・・・

● ・・・・・

● ・・・・・

AIの戦略的活用に向けた
デジタル基盤の整備

インテリジェンス能力の高度化、水際
の体制強化等を通じ、経済安全保障
上のリスクに対する輸出時・出国時の
取締りを強化します。

AI

海上コンテナ貨物の
検査体制の高度化

官民一体となった
国際物流のリスク管理

より迅速で安全な通関・物流を目指
す事業者との協力関係を強化し、国
際物流全体のリスク管理を官民協働
で行うとともに、そのためのインセンティ
ブを強化します。

保税業者・通関業者

経済安全保障リスク
への対応

税関業務のあらゆる分野において、AI
等先端技術を戦略的に活用するため、
税関関連システムの最先端化を含む
デジタル基盤の整備に取り組みます。

資料：訪日外客統計（日本政府観光局（JNTO））から財務省関税局作成

外国船社運行の国際クルーズ船寄港回数の推移

＊6） 日本政府観光局（2026.1） 「訪日外客数（2025年12月推計値）（報道発表）」

また、外国船社が運航する国際クルーズ船の寄港回
数も、2025年にはコロナ禍前を上回る水準まで回復
している。国際クルーズ船の更なる寄港拡大が見込ま
れる中、数千人規模の旅客を短時間で対応するために
は、いかに迅速かつ効率的に検査を実施するかが大き
な課題である。

（４）不正薬物の摘発状況
税関は、覚醒剤、大麻、コカイン、ヘロイン、向精

神薬など、多様な不正薬物に対して水際での取締りを
行っている。2025年における税関による不正薬物の押
収量は3,211キログラムとなり、前年から約15％増加し
た。こうした不正薬物は、国民の生命・身体に重大な
被害を及ぼすだけでなく、犯罪組織の資金源にもなる。
税関における不正薬物の押収量等の推移

（５）金の密輸の深刻化
訪日外国人旅行者数の回復に加え、金価格の上昇に

より、2023年以降、金密輸の摘発件数・押収量は増
加傾向にある。金の密輸については、密輸した金を溶
解して形を変え、転売を繰り返すことで、国内の流通
経路の追跡を困難にする組織的な密輸スキームが用い
られている可能性があるなど、深刻な状況にある。

消費税の脱税や密輸した金の輸出による消費税の不
正還付を目的とした金密輸への緊急対策として、
2025年11月に開催された臨時税関長会議において、
片山財務大臣から税関長に対し、水際対策の強化、制
度面の対応、関係機関との連携強化を柱とした総合的
な対策が指示された。金については、組織的な密輸ス
キームが構築され、密輸の利益が犯罪組織の資金源に
なっている可能性も疑われることから、金密輸への更
なる対策を講じる必要がある。
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金の密輸入に関する摘発件数と押収量の推移

（６） 経済安全保障上のリスクと自由貿易体制
の先行きの不透明化

安全保障の裾野が経済分野に急速に拡大する中、中
国によるレアアース関連の輸出管理措置などにより、
サプライチェーンの不透明性が高まる等、経済安全保
障上の脅威への対処が重要な政策課題になっている。

また、旧来自由主義陣営とされてきた国々を含めて
関税や輸出入規制等の国境措置の実施といった保護主
義的な動きが見られるなど、世界の通商環境は大きく
変化している。こうした中、日本企業が自由貿易を促
進するEPA（経済連携協定）などを積極的に活用で
きるよう、一層支援していく必要がある。

３．税関中長期構想2030の概要

関税局・税関は、税関の中長期ビジョンとして、
2020年6月に「スマート税関構想2020」を策定し、
2022年11月には施策を拡充した「スマート税関の実
現に向けたアクションプラン2022」を公表し、AI活用
やDX推進などを進めてきた。

今般、環境変化や新たな課題を踏まえ、労働力人口
の減少が予想される中で、変化に的確に対応し、将来
にわたり、国境を越える貨物をスマートかつ厳格に適
切に管理していくためには、税関を次世代型の組織に
変革することが不可欠との考えの下、第二次税関中長
期ビジョンとして「税関中長期構想2030（Smart and 
Secure Border Control：Customs Vision 2030）」を
策定した。本構想では、国境管理の高度化、官民連携
の強化、AI・DXの戦略的活用、人材と次世代型組織
の4つの分野の変革を軸に、2030年に向けて、AI等
の最先端技術を活用し、官民連携により、税関の取締
手法や体制についての抜本的な変革を進めることとし
ている。

本稿ではそのうち、主要施策である、入国旅客の税
関申告の完全電子化、航空小口貨物の徹底検査を主眼
とした大規模空港内への航空検査センターの設立、AI
の戦略的活用及びその前提となるデジタル基盤の整備、
経済安全保障上のリスク等への対応、日本経済活性化
に向けた施策を中心に、その概要をご紹介したい。
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（１） 入国旅客の税関申告の完全電子化　税関
手続の「紙」の廃止

空港の税関申告書といえば、機内で配られる黄色い
紙だが、近年、紙の申告書に加えて、Visit Japan 
Webや電子申告端末、電子申告ゲートを活用するこ
とで、申告から本人確認、ゲート通過をより円滑に行
う仕組みが整備されている。

本構想では、2030年に向けて紙の申告書を廃止し
て完全に電子化するとともに、関税のキャッシュレス
納付手続の簡素化を進め、電子申告ゲート中心の体制

へ移行することで、ウォークスルーでの円滑な入国を
実現する。もっとも、電子化の目的は、単に手続の迅
速化だけではない。旅客情報等を活用したリスク分析
を高度化し、X線CTスキャン検査装置、監視カメラ
等の活用をAIも用いて進めることで、リスクの低い
旅客はスムーズに通過させ、リスクの高い旅客には厳
格な検査を行う。また、このためには持続可能な税関
の体制構築が不可欠である。深夜、早朝、土日祝日を
問わず勤務が必要となる当直勤務体制のスリム化、カ
プセルタイプの仮眠室など税関職員の勤務環境の改
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善、手当の増額要求を進める。国際クルーズ船の対応
についても、旅客予約情報（BRI）の電子的報告の義
務化に向けた検討や、港湾施設における検査機器の整
備を進めていく。

（２） 全ての航空小口貨物の徹底検査（大規模
空港内に航空貨物検査センターを設立）

かつての国際物流といえば、企業間取引や海上コン
テナ貨物による輸送が中心だったが、越境Eコマース
の急拡大により、個人向けの商品が怒涛のように空港
に押し寄せてきている。その中には、不正薬物、偽ブ
ランド品、健康を脅かす物品が紛れ込んでいる可能性
がある。1件当たりの金額や形状は小さいものの、件
数が膨大であるため、限られた人員でこれらの貨物を
的確に処理するためには、従来の分散的な検査体制を
抜本的に見直し、物流動線上で効率的に検査する仕組
みに再構築することが必要である。

本構想では、航空小口貨物に対する全量X線検査を
集中的に行うため、大規模空港内に「航空貨物検査セ
ンター（仮称）」の整備を進めることとしている。ベ
ルトコンベヤを活用したX線検査工程のオートメー
ション化、事前情報・輸入申告情報・X線検査画像の
審査や分析にAIを活用することで、「徹底検査」と

「迅速通関」を同時に実現する。

さらに官民連携の強化も重要な要素である。具体的に
は、AEO（Authorized Economic Operator：認定事業
者）制度を活用し、一定の要件を満たすAEO保税業者
やAEO通関業者等の信頼できるパートナーに対して、自
社施設でのX線検査を促すため、インセンティブを提示
していくことで、国際物流全体としてリスク管理を担う
体制を構築する。

（３）AI活用の前提となるデジタル基盤の整備
税関手続は、輸出入申告の99.9％超がNACCS（輸

出入・港湾関連情報処理システム）を通じて電子的に
行われている。NACCSは、税関手続だけでなく、関係
省庁手続、港湾関連手続、民間の物流手続と連携した
ワンストップの手続きを実現し、航空会社、船会社、
通関業者、保税蔵置場、港湾関係者、輸出入者、関係
省庁など、多数の主体をつなぐ情報基盤として、国際
物流全体の効率化を支えている。税関は、このNACCS
ネットワークを通じて得られる情報を活用し、貿易の
円滑化と適正な課税、水際取締りを実施している。

税関業務を高度化・効率化させ、かつ、利用者の利
便性を向上するためには、AIの活用により、申告デー
タを含む膨大なデータを迅速に処理し、異常値やリス
クの兆候を税関職員が高度に把握し、判断することが
必要不可欠である。通関時の書類審査、リスク分析、

全量X線検査のイメージ
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X線検査画像の解析など、税関業務においてAIが支
援し得る領域は広く、本構想では、あらゆる税関業務
にAI等先端技術を活用し、AIの業務補助により税関
職員の判断・決定を支援する環境を整備することとし
ている。さらに、税関独自の生成AI利用環境である

「税関生成AIプラットフォーム」を閉域で構築し、税
関業務の高度化に特化したナレッジシェア、業務処
理、データ解析を推進する。

また、AIを税関業務に本格的に活用する上で、高
度にセキュリティを確保した環境で、データを安全に
収集・蓄積し大量のデータ分析を高性能かつ迅速に行
うためのデジタル基盤の整備が不可欠である。本構想
では、税関関連システムの刷新・最先端化を含むAI
等先端技術の戦略的活用に向けたデジタル基盤を
2030年代初頭までに整備し、また、サイバーセキュ
リティ対策を強化することとしている。官民連携の強

化もこの基盤整備の重要な要素であり、その検討段階
から様々な能力やアイデアを持つITベンダーやコン
サルタント等の様々な事業者と積極的に協働し、その
知見を活用するとともに、複数者入札の実現に向けた
競争環境の整備を進める。

（４） 輸出や出国など「出ていくモノ」に対す
る水際での取締り

国境管理といえば、輸入時の検査が注目されがちで
あるが、近年、輸出時の取締りの重要性も増してい
る。経済安全保障に係る不正輸出、消費税の不正還
付、盗難自動車の不正輸出、フェンタニル原料の第三
国への拡散防止など、輸出貨物に関連するリスクは多
様化している。

本構想では、輸出時の取締強化に向け、関係機関や
通関業者等の民間事業者との連携、インテリジェンス

NACCSによる業務処理

	 18 ファイナンス　2026 Sep.

Ｓ
Ｐ
Ｏ
Ｔ

07_P12-19_SPOT_05.indd   1807_P12-19_SPOT_05.indd   18 2026/09/09   9:52:462026/09/09   9:52:46



能力の強化、関連書類の電子的提出・集約、輸出事後
調査の情報収集・分析強化や輸出貨物の検査強化を進
めることとしている。また、経済安全保障やTBML

（Trade Based Money Laundering＊7）等の関税政策・
税関行政に資するデータ解析も進めていく。

出国旅客の取締りについても、外国人旅行者向け消
費税免税制度（リファンド方式）の厳格な執行や、国
際犯罪組織やテロ組織への資金の流れを断つマネロン
対策の観点から重要である。FATF（金融活動作業部
会）では、各国がとるべきマネロンやテロ資金供与対
策の一つとして、キャッシュクーリエに関し、権限の
ある当局がマネロン等に関連していると疑われる現金
等を留め置く法的権限を確保すること等が勧告されて
いる。本構想では、出国時の携帯品検査の強化、紙幣
探知犬の活用、民間事業者や関係機関との情報共有、
出港前の旅客予約記録（PNR）の拡充などにより、
効率的かつ効果的な出国時取締りを目指すこととして
いる。

（５） 日本経済活性化に向けた官民協働や国際
連携

貿易の円滑化を通じ、日本企業の海外展開や経済活
動を支えることも税関の重要な使命である。

世界の通商環境が大きく変化する中、日本企業が
EPAなどを戦略的に活用できるよう支援することは、
国際競争力の確保にもつながる。本構想では2025年
1月に関税局がとりまとめた「EPA有識者勉強会報告
書」を踏まえて創設された、「EPA関税認定アドバイ
ザー」＊8 をはじめとする、通関業者・通関士を通じた
後方支援、JETRO（日本貿易振興機構）や商工会議
所等との連携強化等を通じ、輸出入者がEPAを活用
するための支援を掲げている。原産地規則や関税分類
といった関税ルールの専門家である通関士との連携を
強化することで、全国各地の中小企業を含む輸出入者
がEPAを活用しやすい環境を整える。

また、保税地域の活用も経済活性化の一つの手段で
ある。保税地域におけるアートフェアの開催など、新
たなビジネスの展開を支援し、多様な形での制度活用

＊7） 犯罪によって得られた収益の違法な出所を正当なものに見せかける目的で、貿易取引を利用して価値を移転させることで、犯罪収益を偽装する試み。（” 
the process of disguising the proceeds of crime and moving value through the use of trade transactions in an attempt to legitimise 
their illicit origins “ （FATF『Trade-Based Money Laundering』）

＊8） 財務省税関HP：EPA関税認定アドバイザー制度

を図る。
国際関係では、ASEAN諸国、太平洋島嶼国や、ま

たEPA締結国等の税関当局のニーズに合わせた技術
支援及び国際標準の策定への貢献が重要となる。税関
は、国内の制度運用にとどまらず、国際貿易の円滑化
に向けて積極的に役割を果たしていく必要がある。

４．おわりに

世界的に関税政策・税関行政は、転換点を迎えてお
り、本構想と同様に、各国税関も抜本的な改革を進め
ていることは前述のとおりである。税関は、外国との
玄関口となる機関でもあることから、国際情勢への目
配りや技術協力による技術伝授のみならず、税関中長
期構想2030に基づく次世代の税関を目指し、世界の
税関当局との意見交換や連携を更に深めることで、先
進的な取組みを積極的に取り入れながら、税関行政を
発展させるとともに、その経験を通じて国際標準の策
定に貢献していくことも重要である。

また、国際貿易を取り巻く情勢は急激に大きく変化
しており、今後も様々な環境変化が予想される。本構
想の実現には、関税局・税関自体が変化に的確に対応
し、一体となって不断に進化していくことのみなら
ず、貿易・通関に携わるすべての関係者に本構想の必
要性と方向性を共有し、その変革プロセスに積極的に
参画していただくことが重要であり、そのためには、
意見交換や協働等を通じた相互理解と信頼関係の構築
が不可欠である。

本構想の実現のプロセスを通じて、日本税関が国際
連携や官民連携を推進しつつ、20年後、30年後も国
民からの信頼に継続的に応えていくために、進化し続
ける魅力的な税関をつくっていく組織文化が一層醸成
されることを目指していきたいと考えている。
（本稿は、2026年6月に財務省関税局が公表した

「税関中長期構想2030」をもとにその概要を執筆した
もので、意見にわたる部分については、筆者の個人的
見解であることをお断りします。）
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０．はじめに＊1

本年6月9日及び10日に、日本（江島一彦国税庁
長官）が共同議長国を務める、経済協力開発機構

（OECD：Organisation for Economic, Cooperation 
and Development）の「税の透明性と情報交換に関
するグローバル・フォーラム（GF：Global Forum 
on Transparency and Exchange of Information for 
Tax Purposes）」の地域取組である「アジア・イニシ
アティブ（AsI：Asia Initiative）」の第10回会合が都
内で開催された。各国国税当局の長官・次長級ほか
100名以上が参加するこのような本格的な国際会議を
国税庁がホストするのは、実に約16年振りとなる。

本稿では、GF及びAsIの概要や、第10回会合の概
要をお示しすることを通じて、税務行政全般の国際協
力・連携における国税庁のリーダーシップをご紹介し
たい。なお、本文中の意見は筆者の個人の見解を示し
たものである＊2。

１．GFの概要

GFは、すべての国・地域間で公正な競争を可能に
するための税の透明性と情報交換を実現することを目
的として、OECD加盟国・非加盟国の32か国・地域
が参加する形で、2000年に創設された。2009年9月
のGFメキシコ会合では、GFを改組して参加国・地
域を拡大するとともに、各国・地域の法制度や執行状
況に関する「相互審査（ピアレビュー）」を実施する
ことなどが合意された＊3。2026年7月末現在では174

＊1） 執筆者の肩書は、令和8年6月30日現在
＊2） 本稿を執筆するに当たり、国際業務課の勝山慎也氏に大きな助力をいただいた。この場を借りて感謝申し上げる。
＊3） 中島隆仁「OECDのタックス・ヘイブン対策－租税目的の情報交換に関する最近の動向」税大ジャーナル14号（2010年6月）141頁
＊4） 共通報告基準（CRS：Common Reporting Standard）とは、外国の金融機関等を利用した国際的な脱税及び租税回避に対処するため、2014年に

OECDにおいて、非居住者の金融口座情報を税務当局間で定期的に交換するための国際基準として策定・公表されたものである。2026年6月現在、
100を超える国・地域の税務当局がこれに基づく情報交換を実施している。

＊5） 当該地域取組は、アフリカ、中南米、パシフィック及びアジアにおいて既に発足しており、現在、中東及びカリブ海でも同様の気運が高まっている。

か国・地域（うちアジアは24か国・地域）にまで拡
大し、共通報告基準＊4（CRS：Common Reporting 
Standard）に基づく自動的情報交換を含む「国際的
に合意された租税基準（OECD基準）」に基づく情報
交換の実効性ある運用の確保及び国際的な展開を目的
に、上記の相互審査に加えて、途上国の能力強化支援
や租税条約等締結のための支援に取り組んでいる。

上記GFの取組のうち、途上国の能力強化支援に関
しては、途上国がOECD基準の実施を通じて脱税

（tax evasion）や不正な資金の流れ（illicit financial 
flows）に対抗すること及び自国の開発資金を賄うた
めに国内資金をより積極的に動員することを目的に、
2011年からキャパシティ・ビルディング・プログラ
ムが開始された。当該プログラムでは、新規参加国に
対する包括的な支援プログラムや途上国のニーズに即
した技術支援の提供、及び、途上国職員のOECD基
準の実施支援のための研修や自己学習ツールの開発を
実施している。その一環として、キャパシティ・ビル
ディングの効果をより高めるために、2014年以降、
開発パートナー等と連携して、地域ごとに税の透明性
と情報交換の取組を推進させる地域取組＊5を順次開始
してきた。

２．AsIの歩み

AsIは、上記地域取組の一つとして、2021年11月
のGF総会において、その立上げが発表された。本イ
ニシアティブ立上げの機運が高まった背景には、新型
コロナウイルスの発生に起因する世界が過去に経験し

我が国のアジア・イニシアティブ
共同議長就任と第10回会合 

（於：東京）の模様について
国税庁長官官房国際業務課 主査　三浦  大輔＊1
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たことのない公衆衛生上の危機とその移動制限に伴う
景気後退によって、各国において脱税や不正資金の流
れが財政基盤や持続可能な開発に与える影響が再認識
されたことと関係する。加えて、先行して立上げ・活
動しているアフリカ及び中南米の地域取組が、各地域
の税の透明性と情報交換に関する課題やキャパシ
ティ・ビルディングに関するニーズをくみ取りつつ、
各地域の開発パートナーも巻き込みながらOECD基
準の実施を効率的・効果的に進められることを証明し
てきたことも、AsI立上げの大きな後押しとなった。

2022年7月にインドネシア・バリで行われたG20
財務大臣・中央銀行総裁会議のマージンにおいて、日
本の鈴木俊一財務大臣（当時）を含むアジア地域の閣
僚級が出席した「アジア・イニシアティブ宣言（通
称：バリ宣言）」の署名式が開催された。バリ宣言は、
持 続 可 能 な 国 内 資 金 動 員（DRM：Domestic 
Resource Mobilization）に向けて税の透明性（すな
わちOECD基準）の利用を強化することを宣言する
ものであり、13か国・地域が署名した。その後、
2026年6月現在、18か国・地域＊6まで拡大している。
GFやADBをはじめとした開発パートナーの協力に
よって、GFに参加しているがバリ宣言は未署名のま
まのアジアの国（ノンメンバー）＊7やGFに参加してい
ないアジアの国（オブザーバー）＊8 を巻き込んで、ま
すます発展の途を辿っている。

AsIは、参加国・地域の中から、2年間の任期＊9 で
共同議長国を選出する。2022年はインドネシアが臨
時的に単独で議長を務めていたが、2023年からイン
ドネシアとインドが共同議長となった。その後、アル
メニア（2024-2025年）、モルディブ（2025-2026年）
と続き、2026年1月から日本がモルディブと共に共
同議長国を務めている＊10。

また、AsIは、2022年から年2回＊11、参加国・地域
や開発パートナーが一同に会する会合を開催してお
り、本イニシアティブの活動方針や参加国・地域の情

＊6） 日本、アルメニア、ブルネイ・ダルサラーム、中国、香港、インド、インドネシア、カザフスタン、韓国、マカオ、マレーシア、モルディブ、モンゴ
ル、パキスタン、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの18か国・地域。

＊7） アゼルバイジャン、カンボジア、ジョージア、スリランカ、ウズベキスタン及びネパールの6か国（2026年6月現在）。
＊8） バングラデシュ、ブータン、ラオス人民共和国、キルギス、タジキスタン、東ティモール及びトルクメニスタンの6か国（同上）。
＊9） 開始時期を1年間ずらす形を採用している。したがって、2023年はインドネシアとインドが共同議長、2024年はインドとアルメニアが共同議長とい

う体制であった。
＊10） 2027年には、モルディブに代わりマレーシアが共同議長国となる予定。
＊11） 2022年のみ年3回開催した。
＊12） 日本、アルメニア、ブルネイ・ダルサラーム、インドネシア、韓国、マレーシア、モルディブ、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの11か国。
＊13） ブータン、ラオス、タジキスタン、東ティモール、ウズベキスタンの5か国。

報交換の実施に関する知見共有・技術支援の実施計画
等を議論している。当該会合には、ノンメンバーやオ
ブザーバーを含む本イニシアティブの参加国・地域の
長官・審議官級を含む税務当局関係者及び、アジア開
発銀行や世界銀行などの開発パートナーの職員が参加
する。日本が本年1月から共同議長国に就任したこと
によって、今般、第10回会合を東京にて開催する運
びとなった。

３．AsI第10回会合の概要

アジア・イニシアティブ第10回会合は、6月9日・
10日の2日間に渡って都内で開催された。国税庁から
は江島長官（共同議長）、武田審議官ほかが参加した。

本会合には、本イニシアティブに参加する11か
国＊12 及び本イニシアティブに招待されたオブザー
バーやノンメンバーの5か国＊13 の長官・次長級を含
む税務当局関係者や、本イニシアティブのドナーや開
発パートナーの職員など100名以上が出席した。

本会合初日の冒頭、中谷財務副大臣による、税の透
明性の重要性及び本イニシアティブやGFにおける日
本の貢献に関する基調講演が行われた。中谷財務副大
臣の基調講演では、世界経済の分断が進みかねない状
況下において、各国・地域が連携・協調の努力を続け

（写真1）会合冒頭、基調講演を行う中谷財務副大臣
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ていくことの重要性は増しており、税の分野において
も税の透明性向上という共通目標の下で、税務当局間
で連携を深めていくことがより一層求められることが
強調された。

その後の本会合は、今回の第10回会合が本イニシ
アティブの設立5周年の節目に該当することを踏まえ、
設立以来の成果を振り返るとともに、本イニシアティ
ブの今後の優先取組を再点検する議論が行われた。ま
た、2025年の一年間に本イニシアティブの下で行わ
れた具体的な活動や情報交換による成果等を取りまと
めた年次報告書＊14が承認され、公表された。
（写真2）年次報告書の発表の様子

長官・次長級の出席者によるパネル・セッションで
は、我が国から江島長官が登壇し、本イニシアティブ
に参加する国・地域が13から18まで拡大したことは

＊14） OECD （2026）, Tax Transparency in Asia 2026 Asia Initiative Progress Report , Global Forum on Transparency and Exchange of 
Information for Tax Purposes, OECD, Paris, https://www.oecd.org/content/dam/oecd/en/networks/global-forum-tax-
transparency/tax-transparency-in-asia-2026.pdf.

＊15） 徴収共助とは、執行管轄権という制約がある中で、各国の税務当局が、相互主義の下、条約相手国の租税債権を徴収する枠組みである。
＊16） 国税庁における徴収共助の実施状況については、「特集　本格的な取組開始から10年　国税庁の徴収共助の実施状況」（同誌令和5年11月号）を参照。

https://www.mof.go.jp/public_relations/�nance/202311/index.html.
＊17） OECD （2026）, Statement of outcomes of the 10thmeeting of the Asia Initiative https://www.oecd.org/content/dam/oecd/en/

networks/global-forum-tax-transparency/10th-meeting-asia-initiative-outcomes.pdf.

この5年間の成果であり、言語や文化的背景が多様な
アジア地域において税の透明性や情報交換の促進・強
化という共通の目標の下に協力・協調することが本イ
ニシアティブの特徴であることが強調された。

個別の議論の詳細等については本稿では触れない
が、今回の会合では、CRS情報の効果的活用、VAT/
GST目的の情報交換の活用、徴収共助＊15、情報交換の
効果測定、及び、オブザーバーやノンメンバーの国・
地域に対する継続的なアウトリーチの重要性等につい
て議論が行われた。

このうち徴収共助に関するセッションでは、日本から、
国境を越えた取引の拡大やデジタル化の進展などによ
り、国際的な税の徴収回避は一国だけの問題ではなく
各国共通の問題であることを指摘した上で、アジア地
域における徴収共助ネットワークの拡大は相互利益を
一層高めるものである旨主張し、各国の賛同を得た＊16。

また本会合では、本イニシアティブ設立5周年を記
念して、第10回会合のホスト国であり共同議長国で
ある日本からの提案を受けて、「アジア・イニシア
ティブアワード」が創設・導入された。本アワードは
3つの部門で構成され、本イニシアティブの参加国・
地域の意見等に基づいて選出された、各部門の受賞国
に対し、本会合で表彰が行われた。本アワードを通じ
て、各国・地域の情報交換の活用がより活性化するこ
とが期待される。

閉会に当たっては、共同議長である江島長官から、
アジア地域の税務当局間で問題意識や経験・知恵を共
有し、率直な意見交換を実施することが重要である旨
がアピールされた。

そして、会合最終日には、本会合の成果に係る声
明＊17が取りまとめられ、発表された。

４．第10回会合（東京開催）を通じて

第10回会合では、サブスタンス面で非常に有意義
な議論が行われたほか、ロジスティクス面でも、日本

（写真3）共同議長として議事進行を務める江島長官
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の会議運営についてGF事務局や多数の出席者から
「とてもオーガナイズされた素晴らしい会合であった」
との賞賛の声があがるなど、日本はホスト国として高
いプレゼンスを発揮することができたと思う。

ホスト国としては、2025年夏以降、会合準備を本
格化させ、GF事務局と密にコミュニケーションを取
りながら準備を進めてきた。特に本年の年明け以降
は、ロジ面だけでなくサブ面でも議長国としての役割
を的確に果たすため、共同議長国やGF事務局とオン
ライン会合を随時開催し、また、メールでも頻繁にや
り取りを行い、本会合の開始直前まで調整を重ねた上
で、本番に至った。国税庁として本格的な国際会議を
ホストするのは約16年振りであったが、準備から本
番に至るまで、武田一彦国際等担当審議官、磯見竜太
国際業務課長及び石崎靖浩国際企画官のリーダーシッ
プの下、国際業務課職員を中心に一丸となって取り組
むことで、国税組織のチーム力をいかんなく発揮する

ことができたのではないかと思う。また本会合の東京
開催を通じ、国際会議をホストするという貴重なノウ
ハウや経験を国税庁内に蓄積することができたのでは
ないかとも思う。本会合が成功裡に終わるためにご尽
力いただいた全ての方々に、この場を借りて御礼を申
し上げたい。

また本会合では、国税庁や税務大学校の職員が、各
国・機関の代表団との連絡・調整役（リエゾン）とし
て従事することを通じ、各代表団をロジ面でサポート
しつつ、各税務当局や開発パートナーとの人的ネット
ワークを構築することもできたと思う。各国・機関の
出席者から、リエゾンによる手厚いサポートに対し、
多くの謝辞が寄せられたところである。

５．終わりに：今後の展望

アジア地域は、その多様性の度合いに特徴があり、
言語や文化的背景はもとより、税の透明性に関する成
熟度なども大きく異なる。そのような状況を踏まえる
と、本イニシアティブのような地域取組は、キャパシ
ティ・ビルディングを含め、各国固有の状況やニーズ
を考慮したきめ細やかな協力などが容易であり、地域
における税の透明性の向上や情報交換ネットワークの
拡大に効果的と言えるだろう。税の透明性の向上など
は、国境を越える租税回避や租税犯罪に効果的に対処
するだけでなく、国内資金動員（DRM：Domestic 
Resource Mobilization）の強化にも寄与するもので
ある。

（写真4）第10回会合出席者との集合写真 

（写真5）第10回会合の様子
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また、グローバルな取組と地域取組はそれぞれ相互
補完の関係にあり、グローバルな動きや議論の流れを
タイムリーに地域内で共有するとともに、地域の声を
取りまとめてグローバルな議論の場に的確に伝えるこ
とで、グローバル・地域取組のそれぞれの効果を高め
ることが期待される。

日本としては、税の透明性の重要性を踏まえ、引き
続きAsI及びGFの双方の活動に積極的に貢献するこ
とが重要と考えられる。

最後に、国税庁は、AsIやGFだけでなく、税務行
政分野全般の国際協力・連携において、特にここ数年
国際的なリーダーシップを積極的に発揮しているとこ
ろであり、長官・審議官クラスの会議を中心に、その
取組を簡単にご紹介しておきたい＊18。

国税庁長官クラスが参加する主な国際会議として、
グローバルな「OECD税務長官会議（FTA：Forum 
on Tax Administration）」、リージョナルな「アジア
税務長官会合（SGATAR：Study Group on Asia-
Pacific Tax Administration and Research）」などが
ある。

また、審議官・部長クラスが参加する主な国際会議
として、グローバルな「租税犯罪等タスクフォース

（TFTC：Task Force on Tax Crimes and Other 
Financial Crimes）」やGF年次総会などがある。

FTAは、OECD加盟国及び非加盟国・地域の税務
長官クラスが参加するグローバルな国際会議として、
税務行政の幅広い分野における各国の知見・経験の共
有や意見交換を行うことを目的としており、既存の協
力関係を維持・発展させつつ、各国の抱える課題やベ
ストプラクティス等を共有し更なる連携の可能性を探
る場として機能している＊19。日本の国税庁長官は、
FTAの全体会合への参加のほか、FTAの運営方針な
どを議論するビューロ会合のメンバーとして、積極的
にFTAの活動に貢献している。

SGATARは、アジア・太平洋地域の国・地域が参
加するリージョナルな国際会議として、各当局が直面
する税務行政上の共通の諸課題について意見交換を行

＊18） 国税庁が国際協調・協力において果たすリーダーシップの詳細に関しては、武田一彦「税務執行当局間の国際協調・協力と日本のリーダーシップにつ
いて」（租税研究第920号4頁）を参照。

＊19） OECD税務長官会議等の概要は、橘高秀「第18回OECD税務長官会議について（於：南アフリカ）」（同誌令和8年1月号）などを参照。
 https://www.mof.go.jp/public_relations/�nance/202601/202601g.pdf
＊20） TFTCの概要は、木村元気「租税犯罪等タスクフォース（TFTC）の概要と国際租税犯罪対策の展望」（同誌令和6年9月号）などを参照。
 https://www.mof.go.jp/public_relations/�nance/202409/202409d.pdf

うほか、税務執行面での国際協力の促進などを図る場
として機能している。日本は、毎年開催される長官級
の全体会合に国税庁長官や審議官らが参加しているほ
か、SGATARの参加国・地域の税務職員を対象とす
る「SGATARワークショップ」というキャパシティ・
ビルディング会合を毎年日本でホストするなど、積極
的に活動に貢献している。

TFTCは、OECD加盟国のほか約70か国の租税犯
罪等調査当局のハイレベルが参加する国際会議体であ
り、租税犯罪やその他金融犯罪について各国当局が執
行面から戦略的に議論する多国間枠組みとして機能し
ている。このTFTCの議長に、2024年5月、武田審
議官（当時国税庁調査査察部長）が非欧米から初めて
選出され、暗号資産を用いた租税犯罪などの動向や
AIを活用した有効な調査手法に関する情報共有・意
見交換のほか、各国当局間のネットワーク・連携の強
化やキャパシティ・ビルディングなどについて、グ
ローバルなリーダーシップを発揮している＊20。また
TFTCに関連し、日本の国税庁は、2019年に開講し
た「OECDアジア・太平洋租税・金融犯罪調査アカ
デミー」を通じ、OECDと協力しながらアジア・太
平洋地域の税務職員を対象としたキャパシティ・ビル
ディングなども積極的に実施している。

GFの概要は上記1のとおりであるが、年次総会に
日本から財務省や国税庁のハイレベルが出席するほ
か、各国の税の透明性向上などの取組状況に関する

「相互審査（ピアレビュー）」の審査官を国税庁職員が
担当するなど、日本は様々なレベルでGFの取組を
リードしている。

今回の国税庁によるアジア・イニシアティブ第10
回会合のホスト及び本イニシアティブの共同議長国と
しての活動が、上記の様々な国際会議体などにおける
国税庁のリーダーシップとも相まって、税務行政上の
国際協力・連携における日本のプレゼンスを一層高め
るとともに、グローバル及びリージョナルの双方での
各税務当局間の協調・連携の強化・進展に貢献してい
くことが期待される。

	 24 ファイナンス　2026 Sep.

Ｓ
Ｐ
Ｏ
Ｔ

08_P20-24_SPOT_03.indd   2408_P20-24_SPOT_03.indd   24 2026/09/09   9:53:192026/09/09   9:53:19

https://www.mof.go.jp/public_relations/finance/202601/202601g.pdf
https://www.mof.go.jp/public_relations/finance/202409/202409d.pdf


１．はじめに＊1

本稿は、カストディアンについて説明することを目
的としています。カストディアンとは、主に証券決済
や資産の管理等、証券ビジネスのバックオフィス

（バック業務）のサービス（カストディ業務）を担う
金融機関です。カストディアンという表現そのものは、
証券決済の領域で広く用いられていますが、カスト
ディアンに関し、理解がしにくい（手触り感がない）
という意見も少なくありません。その一方、近年では
デジタル証券の議論が進むなど、証券決済は金融の中
でも、最も発展が著しい領域の一つでもあります。

そこで本稿では、できるだけ身近な例を用いること
で、カストディアンが果たしている役割を多くの方が
理解できるよう説明します。本稿では具体的に議論を
進めるため、日本市場におけるカストディアンを前提
にします。その理由は、カストディアンの役割を幅広
い読者に理解してもらうという観点では、日本の事例
に絞ることが有効であると考えるためです（日本にお
けるカストディアンが理解できれば海外におけるカス
トディアンについてもその違いを考えることで理解す
ることが可能です）。カストディ業務や証券決済その
ものの文献が少ないことから、一部、筆者の解釈を踏
まえた説明もありますが、カストディアン業界全体の
見通しのよさを上げるための工夫です＊2。なお、カス
トディアンの果たす重要な役割に議決権行使などコー
ポレート・アクションもありますが、これについては
次回の論文以降で議論します。

＊1） 本稿の作成にあたって、様々な方に有益な助言や示唆をいただきました。本稿の意見に係る部分は筆者の個人的見解であり、筆者の所属する組織の見
解を表すものではありません。本稿の記述における誤りは全て筆者によるものです。

＊2） 本稿における用語の使い方等について違和感を持たれる方がいることはある程度想定している点にご留意ください（にもかかわらず、思い切って筆者
の理解を記載することがこの業界の発展に寄与すると感じているため、本稿のような形をとっています）。

＊3） https://sites.google.com/site/hattori0819/takahiro-hattoris-site
＊4） その他に野村信託銀行等が存在しています（野村信託銀行は、野村アセットマネジメント向けに加え、一部の運用会社にカストディ・サービスを提供

しています）。
＊5） カストディアンのわかりにくさを解消するため、本稿では具体的な社名を出しています。

本稿でも「証券保管振替機構入門―基礎編―」（以
下、「基礎編」）と同様、社債をベースに議論を進めて
いきます。社債という形をとることで、クリアリング
や議決権等の問題を捨象できるためです。また、本稿
は「基礎編」や「日本国債決済入門」、および社債・
有価証券に関する基本的な知識を前提にします。拙著

「マネー・マーケット入門」、さらに、筆者のウェブサ
イトに掲載されている文献＊3もご参照いただければ幸
いです。

２．カストディアン

２ .１　日本市場におけるカストディアンとは
二種類のカストディアン

カストディアンとは、冒頭で説明したとおり、証券
決済のバックオフィスのサービスを提供する金融機関
を指します。初学者はカストディアンをイメージしに
くい傾向があるため、最初にできるだけ具体的に説明
しようと思います。筆者の理解では、日本では主に二
つのタイプのカストディアンが存在します。一つは主に
本邦所在の運用会社や年金基金等に対して、証券の
バックオフィスサービスを提供するカストディアンです。
具体的なプレイヤーとして日本マスタートラスト信託銀
行や日本カストディ銀行等＊4が存在しています＊5。

例えば、運用会社（アセットマネジメント会社）は
実際に有価証券を保有して運用しているというイメー
ジを持たれる傾向にありますが、厳密にいえば、「〇
〇アセットマネジメント」と呼ばれる運用会社が商

カストディアン入門
―基礎編―

東京大学　服部  孝洋＊1
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品・ファンドの設計・企画や資産運用の指示・ポート
フォリオ管理等の仕事をする一方、（日本カストディ
銀行や日本マスタートラスト信託銀行等の）カスト
ディアンである信託銀行が有価証券の管理や約定・決
済、報告書作成等の代行サービスを生業としていま
す。運用会社はその運用財産の委託を行うという意味
で委託会社である一方、信託銀行は運用会社の指示に
基づいて資産管理をしているという観点で受託会社と
いいます＊6（この具体例は後述します）。

2つのタイプのカストディアンが存在すると説明し
ましたが、もう一つは海外投資家が日本国債や日本の
社債等、日本の有価証券に投資する際に利用するカス
トディ・サービスです。海外投資家が自ら、日本国内
で有価証券を保管・管理し、発行会社や当局等との手
続きを行うことは、言葉の壁や日本独自の制度・市場
慣行があるため容易ではありません。そこで、海外投
資家に代わって、有価証券の保管・管理、現地関係者
との各種手続き、現地制度に沿った事務処理を行う金
融機関が必要になります。このような主体を特定の地
域でカストディ・サービスを提供することから、ロー
カル・カストディアン（または、常任代理人）などと
呼びます。日本市場での具体的なプレイヤーとして、
主に日本の3メガバンクに加え、シティバンクや香港
上海銀行（HSBC）等が存在しています（ローカル・
カストディアンの詳細は次節で説明します）。

上述のとおり、日本における金融業界のカストディ
アンは、国内の機関投資家が国内外に投資する際の
バックオフィスサービスを提供するカストディアン

（前者のカストディアン）と、海外の投資家が日本の
有価証券に投資する際にサービスを提供するカスト
ディアン（後者のカストディアン）が存在していると
いう形でカストディアンを理解すると、カストディア
ン及びこの業界のイメージがしやすくなると思います

（あくまでもカストディアンのイメージをしやすくする
ための分類であり、例外もある点に注意してください）。

＊6） 投資信託等を購入する場合、証券会社等で購入しますが、証券会社は販売会社になります。証券会社を介さずに投資信託を販売する形もあります。

資産管理専門銀行
本稿では、カストディやカストディアンを、証券決

済関係のバックオフィスを担うサービスという意味合
いで使いますが、「資産管理専門銀行」という表現も
普及しています。資産管理専門銀行という表現が用い
られる場合、筆者の理解では日本マスタートラスト信
託銀行と日本カストディ銀行等（前述の二分類のうち
前者のカストディアン）を指す傾向にあります。後述
するとおり、信託銀行等の付随業務であるカストディ
業務をスピンアウトしてカストディ専業の銀行ができ
たことが一因です。また、運用会社・年金基金向けの
サービスに特化していることから基準価額の計算等、
これらの業態に特有のサービスも含む印象です。

一方、カストディアンという表現を使う場合、資産
の保管や決済・権利処理といったバックオフィスサー
ビス全体を指す業務を行う金融機関というニュアンス
になります。前述の通り、メガバンクもカストディ業
務を提供していますが、メガバンクは貸出等の業務に
加えて、カストディ業務も行っており、資産管理「専
門」銀行ではないため、メガバンクが資産管理専門銀
行と呼ばれることはありません。

フロント業務とバック業務とは
先ほどカストディアンを説明するうえでバックオ

フィスという表現を使いましたが、バック業務という
表現も金融市場の実務家が頻繁に使う用語ですが、説
明が難しい用語の一つです。バック業務とは、フロン
ト業務に対する表現ですが、私の理解では、その金融
機関の収益への近さを表現した表現です。証券会社で
いえば、取引から得られる収益に近いトレーダーや
セールスがフロント業務とされます。一方、決済等は
直接の取引からは距離があることからバック業務と分
類されます。フロントは、投資判断・顧客獲得・売買
執行等、取引収益や運用成果を直接左右する機能に対
して、バックは、その取引を正確に決済・記録・保全
し、収益を確定可能な状態にする機能です。収益の距
離について、バック業務とフロント業務の中間という
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意味で、ミドル業務＊7という表現が使われることもあ
ります＊8。

２ .２　 証券決済の類型とカストディアン：二
者間と三者間の決済

「基礎編」では筆者がソニーの社債を証券会社から
買う、という形での二者の決済を考えました。もっと
も、証券決済ではこのように二者間の決済に加え、三
者間決済という二類型で考えるのが基本です。そこ
で、ここから三者間の決済について具体的に考えてい
きます。

まず、読者が投資信託を買う事例を考えてみましょ
う。投資信託は「〇〇アセットマネジメント」と呼ば
れる運用会社が商品を企画・組成していますが、運用
会社が行うことは運用に伴う指示であり、実際に株式
や社債等の有価証券を振替・管理しているのはカスト
ディアンです。したがって、投資信託の場合、証券会
社に加え、運用会社とカストディアンという三者の決
済になります（図表1の右側）。
「基礎編」で説明したとおり、証券決済の基本は、

「約定」→「照合」→「決済」というプロセスで進み
ます（ここでは社債のケースなので「クリアリング」
は捨象しています）。ここではこのプロセスを具体的
に考えてみましょう。ファンド・マネージャーの意思
決定により、ある投資信託ではトヨタの社債を100円

＊7） 人によって分類が分かれますが、例えば、金融機関におけるリスク管理部署等はミドル業務と分類される印象です。
＊8） もっとも、カストディアンにとっては資産管理そのものがメインとなるビジネス（＝収益源）のため、フロントとバックという表現に違和感を有する

人もいるかもしれません。後述するとおり、日本のカストディアン（前者のカストディアン）の場合、基準価額の計算など運用会社等における運用以
外の業務を総合的に担うこともあり、筆者の経験では、カストディアンをバック業務のサービスを担う主体という表現がわかりやすいと感じているた
め、本稿ではそのように表現しています。

＊9） 運用会社ではファンド・マネージャーが意思決定をした後、その執行をする部隊をトレーダーと表現します。証券会社のトレーダーの場合、マーケッ
トメイクする主体と表現する傾向にあります。証券会社のトレーダーについては服部（2023,2025）を参照。

買うことになったとします。運用会社ではその実際の
執行を行うため、トレーダーと呼ばれる業務を担う人
が証券会社に連絡をして約定したとします＊9。

運用会社と証券会社それぞれが、約定の内容につい
て、保振にその情報を送ることで約定照合します。そ
のうえで、保振がその情報を、カストディアン（信託
銀行、前述の2分類のうち前者のカストディアン）に
送ります。カストディアンがそれを承認したら、その
情報がSSIと呼ばれるデータベースに送られ、決済指
図データの自動作成および決済照合が自動的に行わ
れ、その結果についてカストディアンおよび証券会社
に通知されます。決済指図データに従い、日銀当座預
金等を使って、カストディアンが証券会社に100円を
払うと同時に、トヨタの社債を受け取るという形で決
済をします（日銀当座預金を有していない事例やSSI
については「基礎編」を参照）。これで「約定」→

「照合」→「決済」が確認できました。

２ .３　複数存在する照合
決済照合の説明をしましたが、実務的には、照合に

はかなり多くのバリエーションがあります。筆者の認識
では、このように照合のバリエーションが多いことが証
券決済の理解を難しくしている一因になっています。
この背景には、運用会社のバックオフィス業務の負担
を軽減するため、顧客の状況に合わせた照合を作るな

図表1　二者間決済と三者間決済のイメージ

社債 社債

資金

証券会社証券会社

運用会社

約定
有価証券の
管理を依頼

カストディアン

運用会社

社債 社債

＜三者間決済＞＜二者間決済＞

（出所）筆者作成
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ど、日本のカストディアンが企業努力をしてきたなど
の歴史的な経緯があります。一方で、カストディアン
としては照合がシンプルになると業務の効率化もでき
るという側面もあります。

両側照合と片側照合＊10

照合の類型の詳細については日本カストディ銀行
（2025）に譲りますが、大枠では両側照合と片側照合
という分類で理解することが大切です。両側照合とは
約定した両者で照合をする方法です。例えば、筆者が
証券会社Aからトヨタの社債を購入するうえで100円
で約定したとしましょう。この場合、筆者が100円の
トヨタの社債を購入したという情報を保振に送る一
方、証券会社Aも保振に100円のトヨタの社債を売却
したという情報を送り、保振がその情報が一致してい
るかを確認するのが両側照合です。

その一方、片側照合とは約定した一方が照合を行う

＊10） https://www.jasdec.com/system/�nance/outline/dealings/

という方法です。例えば、筆者が保振に100円のトヨ
タの社債を購入したという情報を保振に送り、それで
照合が終わりということです。なお、証券会社同士な
ど二者間決済では両側照合が一般的ですが、三者間決
済では片側照合も使われています。

２ .４　日本では信託形式が普及
日本マスタートラスト信託銀行と日本カストディ銀

行を中心に、日本のカストディアンは信託という形式
を活用している点も特徴であると指摘されます。日本
では、1990年以降、日本の金融業界がM&A等で再編
成される中で、信託銀行業界の再編成もなされました。
グローバルで、JPモルガン、ステート・ストリート、
BNY等のカストディアンが巨大化する中、わが国でも
カストディ業務の合併・再編成の必要性が認識されま
した。当時複数存在していた信託銀行が、年金基金や
運用会社向けにそれぞれカストディ業務のサービスを

図表2　三者照合の詳細

（出所）保振＊10
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提供していましたが、資産運用と管理を分離し、資産
管理に関し、少数のカストディアンに集約するという

「日本版マスタートラスト」の議論が政府主導で進みま
した。その結果、多くの信託銀行が担っていたカスト
ディ業務を集約させる形で生まれたのが日本マスター
トラスト信託銀行と日本カストディ銀行です＊11。

これらの銀行は、資産を管理するうえで、再信託と
いう形が用いられている点も重要な特徴です＊12＊13。再
信託のイメージは、年金基金等が委託者から信託銀行
に委託された資産を、さらに、日本マスタートラスト
信託銀行や日本カストディ銀行等へ委託する方式です。
図表3がそのイメージです。

再信託が用いられている背景には、年金資産の運用
と管理の分離を可能にするうえで、法改正の必要性に
ついて議論がなされていたところ、当時の厚生省が再
信託という形をとることで、法律を変えず、年金資産
の運用と管理の分離をスムーズに実施できるという判
断を行ったことがあります＊14。これに伴い、運用会社、
生命保険会社等の出資等を受ける形で、当時存在して
いた信託銀行がカストディ業務を切り離すことで複数
のカストディアンが生まれました（通常の信託銀行が
商品の企画機能や営業等、カストディ・サービス以外
に集約したとみることもできます）。

＊11） 2020年に日本トラスティ・サービス信託銀行、資産管理サービス信託銀行、JTCホールディングスが合併することで日本カストディ銀行が生まれた
という経緯があります。

＊12） なお、再信託方式以外には、直接受託方式と共同受託方式がありますが、詳細は日本カストディ銀行（2025）を参照してください。
＊13） 日本金融新聞（2000/10/4）「日本版マスタートラスト始動、「再信託」決着に残る異論」では下記のような流れで整理しています。
 1999年3月　政府の規制緩和推進3カ年計画で年金資金の運用と管理の分離について検討し結論を得ると明示
 1999年4月　信託業界が厚生省立案の再信託方式を軸に本格的な検討を開始する
 2000年3月　政府の規制緩和推進3カ年計画で再信託方式による年金資産の一元管理（運用と管理の分離）が可能と明示
 2000年5月　三菱信託、日本生命など5社が日本マスタートラスト信託銀行を立ち上げ、営業を始める
 2000年7月　厚生省が厚生年金基金に対して年金資産の一元管理による運用と管理の分離が可能と通知
 2000年10月　大和銀行と住友信託が設立した日本トラスティ・サービス信託銀行が営業開始。年金資産の統合に乗り出す
＊14） 日本金融新聞（2000/10/4）「日本版マスタートラスト始動、「再信託」決着に残る異論」では「焦点だった年金資産の運用と管理の分離については、

行政当局が「再信託方式」を使うことで法改正をしなくても可能とする見解を正式に表明。行政や年金基金を巻き込んだ制度論議がようやく決着し
た」としています。

証券決済以外の業務も担う
有価証券のバック業務をサポートするという意味で

カストディアンという表現を使いましたが、日本マス
タートラスト信託銀行や日本カストディ銀行等のカスト
ディアン（前述の二分類のうち前者のカストディアン）
は、証券決済以外のサービスも行っているという点も重
要な特徴です。もともと年金基金等向けに各信託銀行
がサービスを提供していたところ、そのカストディ業務
を日本マスタートラスト信託銀行と日本カストディ銀行
に集約化する形で生まれたため、運用会社や年金等へ
の総合的なサービスを含む形になったわけです。例え
ば、このカストディアンは、投資信託の基準価額の計
算等も担っています。一方、前述のとおり、メガバンク
等が担うカストディアン（前述の二分類のうち後者のカ
ストディアン）は基本的には海外の投資家が保有する
日本の株式や債券等の保護預かり・決済サービス（常
任代理人業務）に特化しているという特徴を有してい
ます（こちらの詳細については後述します）。

なお、日本ではカストディアン（前述の二分類のう
ち前者のカストディアン）が信託という形をとること
が普及しているため、所有権が変更される点も重要な
特徴です。先ほどの投資信託の事例の場合、トヨタの
社債の所有権は形式的にカストディアンに移っていま
す。このように所有権が変更するため、投資信託が株
式を保有している場合、上場企業の大株主として日本

図表3　再信託方式

投資家
（委託者）

三者間協定

資産管理業務を担う
信託銀行

（再信託受託者）

営業等を担う信託銀行
（原受託者）

原信託契約
再信託契約

（特定包括信託契約）

（出所）日本カストディ銀行（2025）
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マスタートラスト信託銀行や日本カストディ銀行等が
出てくるということが起こりえますが、この詳細は次
回以降の論文で議論します（本稿では株主や議決権等
の議論を捨象したいため、よりキャッシュに近い社債
に絞って議論を進めています）。

２ .５　具体例
本節の最後に、振替決済制度との対応で、カスト

ディアンの役割を考えます。例えば、アセットマネジ
メントAが投資信託を設定し、その投資信託がトヨタ
の社債のみで運用しているとします（これはあくまで
簡単化のための想定です＊15）。「基礎編」と同様、筆
者は証券会社Aに口座を持っているとします。筆者
は、この投資信託を100円分買う注文を出したとしま
す＊16。この取引には社債の決済と投資信託受益権の決
済の二つが含まれるため、それぞれ説明します。な
お、アセットマネジメントAは本邦居住者とし、本稿
におけるカストディアンは前述の二分類のうち前者の
カストディアンを指します。

投資信託受益権の決済
筆者が投資信託を買うため、100円を証券会社Aの

口座に入金します。投資信託の販売会社である証券会
社AがアセットマネジメントAに対して、投資信託受
益権の設定を連絡します。アセットマネジメントAは、
保振に対して、投資信託の新規記録申請を行い、証券
会社Aがカストディアンに100円を渡し、証券会社A
が投資信託受益権の設定を受けるという形でDVP決済
を行います＊17（DVP決済については「基礎編」を参照）。

社債の決済
アセットマネジメントAの運用方針は、この事例で

はトヨタの社債にのみ投資するということなので、この
方針に基づき、運用会社のトレーダーが、証券会社Aに
電話をして、100円でトヨタの社債を約定したとします。
その後、照合を経て、証券会社Aがカストディアンにト
ヨタの社債を出すと同時に、証券会社Aがカストディア
ンから100円を受け取るというDVP決済を行います。

＊15） わかりやすさの観点から具体例を用いています。特定の銘柄を推奨しているわけではない点に注意してください。
＊16） 実際には100円で投資信託は買えませんが簡単化のため、100円としています。
＊17） ここでは筆者が証券会社Aに振り込むという例にしていますが、実際にはMRF（Money Reserve Fund）という形で事前に購買余力を置いている

ケースが少なくありません。この場合、証券会社AはMRFを売却し、その代金を証券会社Aが受け取るという形でキャッシュを得ます。

保振の口座での整理
次に、上述の取引を保振の口座を用いて考えます。

トヨタの社債は、当初、証券会社Aが保有しているの
で、保振の直接参加者である証券会社Aの自己口に保
管されています。図表4の通りです。

図表4　保振と振替決済のイメージ（1）

保振機関（保振）

証券会社A

自己口 顧客口 自己口 信託口

カストディアン ・・・

トヨタの
社債

（出所）筆者作成

この状態から日本マスタートラスト信託銀行や日本
カストディ銀行等のカストディアンが保振に有する

「信託口」にその他の社債を振り替えることで決済を
します。一方、運用会社は投資信託受益権を発行し、
それを証券会社Aの顧客口（筆者の口座）で管理する
ことで筆者が証券口座の中に投資信託を有するという
形で投資信託の決済がなされます（信託口は自己口の
中にあります）。

図表5　保振と振替決済のイメージ（2）

保振機関（保振）

証券会社A

自己口 顧客口

カストディアン ・・・

トヨタの
社債

筆者の口座
投資信託
受益権

・・・

自己口 信託口

（出所）筆者作成

３． グローバル・カストディアンとローカ
ル・カストディアン

３ .１　 グローバル・カストディアンとローカ
ル・カストディアンとは

前述のとおり、日本市場におけるカストディアンに
は、海外の投資家が日本国債や日本企業が発行した株
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式・社債等を購入するためのバックオフィスサービス
を提供している金融機関もあります（前述の二分類の
うち後者のカストディアンに該当します）。そもそも、
カストディアンは、ローカル・カストディアン（サ
ブ・カストディアン）＊18とグローバル・カストディア
ンという二つに分かれます。ローカル・カストディア
ンとは、顧客から委託契約の下、その地域の決済等の
各種事務手続きを実施するカストディアンを指しま
す。様々な国で、証券決済の制度や法律等が異なりま
す。そのため、その地域におけるカストディ・サービ
スの専門性を有する主体がローカル・カストディアン
です。前述のとおり、本邦におけるローカル・カスト
ディアンとしては、3メガバンクに加え、シティバン
クや香港上海銀行（HSBC）等の外資系の金融機関が
この役割を担っています。

一方、グローバル・カストディアンとは、各市場に
存在するローカル・カストディアンとのネットワーク
を構築することで、投資家に対し各国・他通貨の証券
管理を一括して行うサービスを提供しています。世界

＊18） サブ・カストディアンという表現も普及していますが、その地域のローカルの決済を担う主体という観点で本稿ではローカル・カストディアンという
表現を主に用います。

＊19） 実際にはペーパーレスですが、「基礎編」と同様、わかりやすさの観点で紙があるイメージで説明します。

各国に投資を行う投資家にとって、グローバル・カス
トディアン一社との契約により、各市場におけるロー
カル・カストディアンと個別に契約を行う負荷を回避
することができます。例えば、米国の証券会社がソ
ニーの社債を購入したいと考えているとします。もっ
とも、その証券会社は保振の直接参加者ではないとし
ます。「基礎編」で議論したとおり、ソニーの社債は
保振に置いて管理されています＊19。そのため、例えば、
JPモルガンやステート・ストリート、BNYといった
グローバル・カストディアン（外国間接口座管理機関
と呼ばれる間接参加者）が、メガバンク等の直接参加
者（直接口座管理機関）の顧客口座を間借りさせても
らう形で、米国の証券会社がソニーの社債を保有する
ことを可能にしています。このように様々な国の決済
をつなぐ存在がグローバル・カストディアンです。

日本のメガバンクはローカル・カストディアンの役
割を果たしていると説明しましたが、メガバンクの中
にはグループ内の信託銀行がグローバル・カストディ
アンの機能も有している先もあります。この場合、主

図表6　グローバル・カストディアンとローカル・カストディアン

サブ・カストディアン

グローバル・カストディアン

再信託受託者
（資産管理銀行）

原信託の受託者

原信託の委託者

原信託契約

再信託契約

カストディ契約
（グローバル・カストディ契約）

現地の保管振替決済機関

サブ・カストディアン

カストディ契約
（サブ・カストディ契約）

カストディ契約
（サブ・カストディ契約）

現地の保管振替決済機関

（出所）日本カストディ銀行（2025）
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に世界各国に投資する本邦機関投資家に対しグローバ
ル・カストディアンの機能を提供するものです。

３ .２　社債のケース
グローバル・カストディアンとローカル・カスト

ディアンの理解を深めるため、再び具体的に考えま
す。現在、日本で活動をしている証券会社Aがソニー
の社債を在庫として持っており、（保振における直接
口座管理機関である）証券会社Aの自己口で管理して
いるとします。そのうえで、米国に拠点を有する証券
会社Bがソニーの社債を買いたいと考えています。

図表7　保振とグローバル・カストディアンの関係（1）

保振機関（保振）

証券会社A

自己口 顧客口

・・・

ソニーの
社債

顧客口自己口

メガバンク
（ローカル・カストディアン）

（出所）筆者作成

そこで、証券会社Bのトレーダーは、証券会社Aに
コンタクトを取り、ソニーの社債を100円で約定した
とします。もし証券会社Bが保振の直接参加者（直接
口座管理機関）であれば、証券会社Aの自己口にある
ソニーの社債を、証券会社Bの自己口に振り替えるこ
とで決済ができます。もっとも、証券会社Bは米国に
拠点を置いており、保振の直接参加者ではありません。

一方、証券会社Bは、グローバル・カストディアン
に口座を有しています。そこで、証券会社Bは、ソニー
の社債を管理するうえで、グローバル・カストディア
ンを経由し、ローカル・カストディアンであるメガバ
ンクの顧客口を間借りさせてもらうことでソニーの社
債を保有することが可能です（グローバル・カストディ
アンは保振に関し、外国間接口座管理機関（外国の間
接参加者）です）。図表8のような形で、メガバンクの
顧客口の中にはグローバル・カストディアンの口座が
あります。

図表8　保振とグローバル・カストディアンの関係（2）

保振機関（保振）

証券会社A

自己口 顧客口

グローバル
カストディアン

の口座

・・・

ソニーの
社債

・・・

顧客口自己口

メガバンク
（ローカル・カストディアン）

（出所）筆者作成

メガバンクの顧客口をグローバル・カストディアン
が間借りしているということですが、グローバル・カ
ストディアンは自分の口座の中で、証券会社Bの口座
を有しており、そこでソニーの社債を管理します。図
表9のとおり、グローバル・カストディアンの口座の
中に、証券会社Bの口座があり、そこに振り替えるこ
とでソニーの社債が管理されているということです。
図表9をみると、階層構造になっていることがわかり
ます。

図表9　保振とグローバル・カストディアンの関係（3）

保振機関（保振）

証券会社A

自己口 顧客口 顧客口自己口

階層
構造
になる

メガバンク
（ローカル・カストディアン）

グローバル
カストディアン

の口座

・・・

・・・

証券会社B
の口座 ・・・・・・
ソニーの
社債

（出所）筆者作成

「基礎編」では振替決済制度を保振の建物を用いて
喩えましたが、イメージとしては、保振の1Fにメガ
バンクの自己口と顧客口のスペースが区分されてそれ
ぞれ存在しており、その顧客口のスペースの中に、グ
ローバル・カストディアンのスペースがあります。グ
ローバル・カストディアンのスペースの中に、さら
に、証券会社Bのスペースがあり、そこにソニーの社
債が置いてあるということです。非常に重要なのは、
ソニーの社債はあくまで保振の建物に置いてあり、カ
ストディアンのスペースを間借りするということを二
段階で行っている構造を理解することです（図表10
がそのイメージを示しています）。
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図表10　保振のスペースを用いたイメージ図（1）
振替機関（保振）

保振の1F ：
メガバンク
のスペース

自己口 顧客口

・
・
・

・
・
・

グローバル・カストディア
ンの管理する中で、証券会
社Bが有する証券を管理す
るスペース

グローバル・カストディアン
が管理する証券のスペース

ソニーの
社債

（出所）筆者作成

資金の動き
ここまで証券の動きの議論をしてきましたが、次は

資金の動きについて説明します。資金については、グ
ローバル・カストディアンに証券口座を有する投資家
は、グローバル・カストディアンに資金口座を合わせ
て開設し、その一方、グローバル・カストディアンは
ローカル・カストディアンに証券口座と合わせて資金
口座も開設することが一般的です。資金の決済につい
てはこれらの口座を通じて行います。

前述の例を用いると、米国に拠点を置く証券会社B
は、グローバル・カストディアンに資金の口座を開設
しています。また、グローバル・カストディアンは
ローカル・カストディアンであるメガバンクに口座を
開設しており、「証券会社B→グローバル・カスト
ディアンへ送金」、「グローバル・カストディアン→メ
ガバンクへ送金」、さらに、「メガバンク→証券会社A
へ送金」という形で、証券会社Bが証券会社Aのソ
ニーの社債を買う上で必要な資金が流れていきます

（決済の都度の送金ではなく、決済用資金の指定口座
からの引き落としでの処理が一般的ですが、ここでは
簡略化のために都度送金と記載します）。

DVP決済を実施する場合、資金の動きと証券の動
きが連動しなければなりません。したがって、証券の
動きである「証券会社A→メガバンク→グローバル・
カストディアン→証券会社B」と同時に、資金の動き
である「証券会社B→グローバル・カストディアン→
メガバンク→証券会社A」が同時に動く必要がありま
す。なお、日本のマーケット慣行では、顧客等の取り
決めにより、DVP決済かFOP（Free of Payment）
決済かを指定する形になっており、その決済指図に基
づき、グローバル・カストディアンおよびローカル・

カストディアンが証券決済および資金決済を履行して
います。

グローバル・カストディアン内で有価証券が動いた場
合、保振やローカル・カストディアンから把握するこ
とができない

グローバル・カストディアンの口座を経由してソ
ニーの社債が管理されていることですが、大切な点
は、その詳細は保振からも、メガバンクからも見えな
いことが起こりえるということです。「基礎編」でも
議論したとおり、保振からみると、上記におけるメガ
バンクの顧客口の中身を把握することはできません。
さらに、メガバンクから見ても、グローバル・カスト
ディアンの口座体系等により顧客口の中でどのように
管理されているかは見ることができないケースがあり
ます。

このような構図があるため、グローバル・カストディ
アンの口座内で売買がなされた場合、保振やメガバン
クからみてもわからないということが起こりえます。
例えば、先ほどと同様、米国に拠点を持つ証券会社B
は、あるグローバル・カストディアンを利用する一方、
ローカル・カストディアンとしてメガバンクを利用す
ることで、ソニーの社債を保有しているとしましょう。
そのうえで、証券会社Bがソニーの社債を、同じく米
国に拠点を置く証券会社Cに売却したとします。その
際、証券会社Cも、証券会社Bと同じグローバル・カ
ストディアンを利用しているとします。この場合、証
券会社Bから証券会社Cにソニーの社債は売却されま
すが、この証券の決済はグローバル・カストディアン
の口座内の振替で完結するため、保振の直接参加者で
あるメガバンクの口座では動きはありません。したがっ
て、保振やメガバンクから、このような売買があった
こと自体を把握することができないということです（日
本国債のケースはBOXで議論します）。

３ .３　 ローカル・カストディアンとグローバ
ル・カストディアンの関係

上記では、米国に拠点を置く証券会社Bがグローバ
ル・カストディアンに直接口座を有する設定でした。
しかし、グローバル・カストディアンに直接口座を持
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つことができる金融機関は、一定の要件を有する大き
な金融機関であることが典型であり＊20、グローバル・
カストディアンに口座を持たない海外の主体が、例え
ば、日本の社債や株式に投資したいというケースはあ
ります。

例えば、筆者がオーストラリアにおけるアセットマ
ネジメント会社のファンド・マネージャーだとしてソ
ニーの社債を購入したいとします。このアセットマネ
ジメントはグローバル・カストディアンに口座を持た
ず、普段、オーストラリアのローカル・カストディア
ンに有価証券を管理してもらっているとしましょう。

この事例において、筆者がソニーの社債を保有しよ
うとする場合はどうなるでしょうか。前述の通り、ソ
ニーの社債は保振に置いてあり、これを振り替えるこ
とで証券決済をします。オーストラリアに拠点を置く
筆者が所属する運用会社がソニーの社債に投資するに
は、まず、自社が用いているローカル・カストディア
ンがグローバル・カストディアンを経由して、保振に
直接参加できるメガバンク（ローカル・カストディア
ン）に保振のスペースを間借りさせてもらうというこ
とが考えられます。前述のケースでは、「グローバ
ル・カストディアンが日本のローカル・カストディア
ン（メガバンク）のスペースを間借りさせてもらう」
という構図だったところ、今回のケースでは、「オー
ストラリアのローカル・カストディアンが、グローバ
ル・カストディアンのスペースを間借りさせてもら
い、さらに、グローバル・カストディアンが日本の
ローカル・カストディアン（メガバンク）のスペース
を間借りさせてもらう」という形になり、階層構造が

＊20） 日本の運用会社や年金は規模が大きくても、グローバル・カストディアンを使わず、ローカル・カストディアン（典型的には日本マスタートラスト信
託銀行、日本カストディ銀行、野村信託銀行等）を使う傾向があります。

より複雑化していきます。
先ほどの保振の建物の例を用いれば、保振の1Fに

メガバンクの自己口と顧客口があり、その顧客口のス
ペースの中に、グローバル・カストディアンのスペー
スがあります。グローバル・カストディアンのスペー
スの中に、さらに、オーストラリアのローカル・カス
トディアンのスペースがあります。さらに、そのロー
カル・カストディアンのスペースの中に、筆者の運用
会社のスペースがあり、そこにソニーの社債が置いて
あるということです（図表11）。大切な点は複雑化し
ているものの、あくまで間借りを繰り返しているこ
と、さらに、ソニーの社債はあくまで保振の1Fにお
けるメガバンクのスペースに置いてあるという点に注
意してください。

図表11　保振のスペースを用いたイメージ図（2）
振替機関（保振）

保振の1F ：
メガバンク
のスペース

自己口 顧客口

・
・
・

・
・
・

筆者の運用会社の
スペース

オーストラリアの
ローカル・カスト
ディアンが管理す
るスペース

グローバル・カストディアン
が管理する証券のスペース

ソニーの
社債

（出所）筆者作成

このような視点でみれば、グローバル・カストディ
アンを軸に、各国の制度に特化したローカル・カスト
ディアンが各国の決済の事務を担うという形で、グ
ローバルの証券決済システムが機能しているというイ
メージを抱くことができます。

本稿では、社債をベースに考えたため、社債の管理
を担う保振を軸に説明しましたが、日本国債の場合、
保振を日本銀行（日銀）と読み替える形で、同様の議
論ができます。再び、紙ベースの有価証券を考える
と、ソニーの社債は保振に置かれることで管理されて
いますが、日本国債は日銀に置いておくことで管理さ
れています（「日本国債決済入門」と同様、あくまで

わかりやすさの観点で紙の国債を考えています）。
したがって、米国に拠点を置く証券会社同士など外

国人投資家が国債を売買した場合、もしそれがグロー
バル・カストディアンの口座のなかで振替された場
合、その売買は日銀やその直接参加者である（メガバ
ンク等の）ローカル・カストディアンからもみること
ができない、という点に注意が必要です。

BOX　日本国債のケース
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４．おわりに

本稿ではカストディアンについて基礎的な内容を触
れました。本稿では、あくまで日本を軸にカストディ
アンについて具体的に考えてきました。もっとも、最
後のグローバル・カストディアンの議論から想像でき
るとおり、本稿はあくまで日本というローカルな視点
で記載しているという側面もあります。グローバル・
カストディアンからみれば、あくまで日本拠点の話で
あり、より広い視点でグローバルにカストディビジネ
スを展開しているとも言えます。そのため、グローバ
ル・カストディアンからみたカストディアンの議論は
別の機会で記載しようと考えています。

また、冒頭で述べたとおり、カストディアンの業務
として、議決権行使等のコーポレート・アクションも
重要です。実務的にはコーポレート・アクションに係
る業務も看過できない大きさになっています。これに
ついても別の機会に記載します。

参考文献
［1］． 日本カストディ銀行（2025）「THE資産管理専門銀行［第5

版］：その実務のすべて」金融財政事情研究会
［2］．服部孝洋（2023）「日本国債入門」金融財政事情研究会
［3］．服部孝洋（2025）「はじめての日本国債」集英社新書
［4］．服部孝洋（2026a）「マネー・マーケット入門」日本評論社
［5］． 服部孝洋（2026b）「証券決済と証券保管振替機構―基礎編―」

『ファイナンス』, 17-27.
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著者プロフィール
東京大学卒。イエール大学修士。1992年に
大蔵省に入省し、アジア開発銀行理事代理、
AMRO次長、アジア開発銀行予算人事局長、
財務省国際局次長等を経て、2025年5月か
ら現職。

はじめに

前回は、クロスボーダー決済の基本的な仕組みにつ
いてご紹介しました。国内決済とは異なり、クロス
ボーダー決済では、複数の金融機関や決済インフラ、
異なる法域や規制が関わるため、その仕組みは複雑に
なります。こうした複雑さが、送金コストや処理時
間、透明性などの課題につながっています。

こうした課題を改善するため、現在、G20を中心
として国際的な取組が進められています。今回は、ク
ロスボーダー決済がどのような経緯でG20の重要な
政策課題となり、どのような改善が進められているの
かについて見ていきます。

G20における議論の始まり

G20におけるクロスボーダー決済の議論を振り返
る際に鍵となるのは、2020年に策定された「クロス
ボーダー決済の改善に向けたG20ロードマップ」で
す。しかし、クロスボーダー決済をめぐる議論は
2020年に突然始まったものではありません。

G20は、1997年のアジア通貨危機などを背景に、
1999年に財務大臣・中央銀行総裁の会議体として発
足しました。その後、2008年の世界金融危機を受け
て首脳レベルに格上げされ、危機対応や金融規制改革
に中心的な役割を果たしました。

世界金融危機への対応を進める中で、G20の議論
は金融システムの安定だけでなく、危機の影響を強く

受けた低所得国や貧困層への支援にも広がりました。
2009年のピッツバーグ・サミットでは、貧困層によ
る金融サービスへのアクセス改善が首脳レベルの課題
として取り上げられ、翌2010年のソウル・サミット
では、誰もが必要な金融サービスを利用できるように
する「金融包摂」の取組がさらに具体化されました。
また、G20の開発分野では、国際送金の効率性向上
や送金コストの削減も課題として取り上げられるな
ど、国境を越えた資金移動の改善に関する議論が徐々
に広がっていきました。

コルレス銀行関係の減少

一方、国際的な資金移動を支える金融システムその
ものについても、新たな課題が顕在化していました。
前回ご紹介したように、クロスボーダー決済では、銀
行が海外の銀行に口座を保有する「コルレス銀行関
係」が、国境を越えて資金を決済するための重要な役
割を担っています。しかし、2010年代に入ると、こ
うした銀行間のコルレス関係が世界的に減少している
ことが問題となりました。

この問題への対応で重要な役割を担ったのが、金融
安定理事会（FSB）です。FSBは、2008年の世界金
融危機を受けて2009年に設立され、各国の財務省、
中央銀行、金融監督当局や国際機関などが参加する国
際的な組織です。国際金融システムの安定に向けて、
金融システムに生じるリスクを分析し、金融規制・監
督政策の国際的な調整を行うとともに、G20からの
要請を受けて様々な金融分野の政策課題について検討
するなど、G20の金融分野の議論を支える重要な役
割を担っています。

2015年のトルコ議長国の下では、FSBが世界銀行
などと連携して、コルレス銀行関係の減少の実態や原

AMRO事務局長兼CEOの視点（6）
国境を越えるお金―G20の挑戦

AMRO事務局長兼CEO　渡部  康人
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因について調査を行いました。その結果、調査対象と
なった新興国・途上国の約半数でコルレス銀行サービ
スが減少しており、特にカリブ海地域、東アジア・太
平洋地域などで影響がみられることが明らかになりま
した。

では、なぜ銀行はコルレス銀行関係を減らすように
なったのでしょうか。FSBなどの調査では、マネー・
ローンダリングやテロ資金供与に関するリスクへの懸
念、銀行自身のリスク許容度、採算性など、複数の要
因が指摘されています。コルレス銀行は、取引相手と
なる海外の銀行が適切な顧客確認などを行っているか
を確認し、取引に伴うリスクを管理する必要がありま
す。こうした確認に必要なコストがかかる一方、取引
量が少なく十分な収益が得られない場合には、銀行に
とってコルレス関係を維持するメリットが小さくなり
ます。

コルレス銀行関係が減少すると、クロスボーダー決
済そのものがなくなるわけではありません。しかし、
ある銀行がこれまで利用していた海外のコルレス銀行
との関係を失えば、その銀行を通じた決済ができなく
なり、別の決済経路を確保する必要があります。その
結果、利用できるコルレス銀行が少数の銀行に集中し
たり、一つの支払いに関与する仲介銀行が増えて決済
経路が長くなったりする可能性があります。実際、
FSBはその後の調査で、コルレス銀行関係の減少がこ
うした集中や決済経路の長期化につながり得ることを
指摘しています。

これは、クロスボーダー決済の迅速化、低コスト
化、透明性の向上という観点からは大きな問題です。
また、海外送金への依存度が高い新興国・途上国で
は、国際的な金融ネットワークへのアクセスそのもの
が難しくなり、金融包摂や貿易、経済成長にも影響を
及ぼすことが懸念されました。このためFSBは2015
年にG20に提出した報告書において、コルレス銀行
関係の減少の実態把握、規制上の期待の明確化、影響
を受ける国への能力構築支援、銀行による顧客確認を
効率化するための取組、という4つの柱からなる行動
計画を提示しました。

その後、この行動計画に沿って国際的な取組が進め
られた一方、FSBの調査では、2011年から2017年
にかけて世界のコルレス銀行関係が減少を続けていた

ことも確認されました。

2019年 ― 日本がG20議長国に

こうした課題を抱えたまま、2019年にG20議長国
は日本に引き継がれました。日本議長国は、世界経済
の持続可能で包摂的な成長の実現に向けて、世界経済
のリスクへの対応や成長力の強化に加え、「技術革
新・グローバル化がもたらす経済社会の構造変化への
対応」を主要テーマの一つに掲げました。金融分野で
も、金融危機後に進められてきた金融規制改革を着実
に実施する一方、金融市場の分断や金融包摂、急速な
技術革新が金融システムにもたらす機会とリスクな
ど、幅広い課題について議論が行われました。

同年6月に開催されたG20福岡財務大臣・中央銀
行総裁会議では、これまでG20で取り組んできたコ
ルレス銀行関係の減少について、その原因と影響を引
き続き把握し、必要に応じて対応していくことが確認
されました。また、コルレス銀行関係の減少とも関係
する問題として、海外送金事業者が銀行サービスを利
用しにくくなっている問題についても議論され、FSB
から対応状況をまとめた報告書が提出されました。さ
らに、金融包摂を世界経済の成長にとって重要な課題
として改めて確認するとともに、金融技術革新につい
ても、分散型金融技術や暗号資産などに関する議論が
行われました。

その福岡会合の直後、国際的な決済をめぐる議論に
新たな動きが生じます。2019年6月、Facebook（現
Meta）が主導する「Libra（リブラ）」構想が発表さ
れました。Libraは、通貨などの資産を裏付けとする
ことで価格の安定を図る「ステーブルコイン」と呼ば
れる新たな仕組みで、国境を越えて広く利用されるこ
とを想定した構想でした。世界規模の利用者基盤を持
つ民間企業がこうした仕組みを提供する可能性は、決
済の効率性を高める可能性がある一方、金融安定、マ
ネー・ローンダリング対策、利用者保護など、これま
でにない政策上の課題を提起しました。

こうした動きを受け、同年10月にワシントンで開
催された日本議長国下最後のG20財務大臣・中央銀
行総裁会議では、Libraのように国境を越えて大規模
に利用される可能性のある「グローバル・ステーブル
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コイン」が、G20として初めて本格的に議論されま
した。G20は、こうした新しい決済手段がもたらし
得る便益を認識する一方、様々な政策・規制上のリス
クに適切に対応する必要があることを確認しました。

このように、日本議長国の下では、コルレス銀行関
係の減少など既存の国際決済の仕組みが抱える課題へ
の対応が続けられる一方、デジタル技術を利用した新
しい決済手段の可能性とリスクについても議論が進み
ました。

2020年 ― クロスボーダー決済を包括的な
G20アジェンダへ

こうした流れの中、2020年にG20議長国を引き継
いだサウジアラビアは、クロスボーダー決済の改善を
G20の優先課題の一つとして取り上げました。サウ
ジアラビアは、議長国全体のテーマとして「21世紀
の機会をすべての人に」を掲げ、すべての人々が機会
にアクセスできる社会の実現を優先課題の一つとして
いました。より速く、安く、透明性が高く、誰もが利
用しやすいクロスボーダー決済を実現することは、国
際貿易や経済成長だけでなく、金融包摂につながるも
のであり、サウジアラビア議長国が掲げた「機会への
アクセス」というテーマにも重なるものでした。

2020年2月にリヤドで開催されたG20財務大臣・
中央銀行総裁会議では、クロスボーダー決済の改善に
向けた具体的な作業が開始されました。G20は、FSB
に対し、国際決済銀行（BIS）の決済・市場インフラ
委員会（CPMI）などと連携して、クロスボーダー決
済を改善するためのロードマップを策定するよう求め
ました。ロードマップの策定は、現状の課題を整理
し、改善に必要な方策を検討した上で、具体的なロー
ドマップを策定するという三段階で進められることに
なりました。

第1段階では、FSBが既存のクロスボーダー決済の
仕組みと課題を分析しました。2020年4月に公表さ
れた報告書では、クロスボーダー決済が抱える主要な
課題として、コスト、スピード、アクセス、透明性の
4つが整理されました。また、その背景には、国に
よって異なる規制やデータ基準、マネー・ローンダリ
ングやテロ資金供与対策などへの対応、各国の営業時

間の違い、旧来の技術基盤など、様々な要因が複雑に
関係していることが指摘されました。

第2段階では、各国中央銀行などが参加するCPMI
が、こうした課題を改善するために必要な方策を検討
しました。その結果、2020年7月に、規制・監督面
での国際協調、既存の決済システムの改善、データや
メッセージ形式の標準化、新しい決済インフラの可能
性など、19の「構成要素（Building Blocks）」が提
示されました。

そして第3段階として、FSBはこれらの検討をまと
め、2020年10月に「クロスボーダー決済の改善に向
けたG20ロードマップ」を策定しました。ロードマッ
プでは、19の構成要素を5つの重点分野に整理し、
それぞれについて国際機関などが取り組む具体的な作
業とスケジュールが示されました。

このように、G20におけるクロスボーダー決済の
議論は、金融包摂や海外送金、コルレス銀行関係の減
少といった個別の課題への対応を経て、2020年にク
ロスボーダー決済全体を改善するロードマップへと発
展しました。

では、このロードマップによって、実際にクロス
ボーダー決済をどのように変えようとしているので
しょうか。次回は、19の構成要素やその後に設定さ
れた具体的な目標を取り上げながら、G20が目指す
クロスボーダー決済の将来像についてご紹介します。
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１．はじめに＊1

前回はIO3について、FATFが各国に求める金融機
関等の監督・予防措置の概要、第5次相互審査におけ
る各国への指摘事項、及び第4次対日相互審査での指
摘事項と日本政府の取組みを説明した。今回は、IO4

（DNFBPsの監督・予防措置）について取り上げたい。
人生で最も大きな買い物は何かと聞かれたら、多く

の方が「家」と答えるのではないだろうか。物件サイ
トで間取りや立地を吟味し、気になる家を見つけては
内覧に足を運ぶ。日当たりは十分か、最寄り駅まで何
分か、近くにスーパーはあるか。家族と何度も話し合
い、住宅ローンのシミュレーションを繰り返し、よう
やく「ここにしよう」と決める。そして迎えた契約の
日、不動産会社の窓口には分厚い書類の束が待ってい
る。重要事項説明を受け、署名・押印を進めていく中
で、運転免許証やマイナンバーカードの提示を求めら

＊1） 本稿の意見にわたる部分は執筆者の個人的見解であり、執筆者の属する組織の公式見解を示すものではない。

れ、「取引の目的は何ですか」「ご職業は」「資金の出所
は」などと尋ねられる。マイホームの夢がいよいよ形
になる高揚感の中で、こうした質問はやや事務的に感
じられるかもしれない。「住むために買うに決まってい
るじゃないか」と心の中でつぶやいた方もいるだろう。

しかし、この手続きは単なる事務的な儀式ではな
い。犯罪収益移転防止法は、宅地建物取引業者に対
し、売買契約の締結時に顧客の本人特定事項や取引目
的等の確認―いわゆる「取引時確認」を義務づけて
いる。これは、FATFが勧告にて各国に求める「顧客
管理（CDD：Customer Due Diligence）」に対応す
る措置の一つであり、マネー・ローンダリングの防波
堤として設計されたものである。ではなぜ不動産なの
か。不動産は、財産的価値が高く、多額の現金との交
換を行うことができるほか、通常の価格に金額を上乗
せして対価を支払うなどの方法により容易に犯罪収益
を移転することができることから、マネロン等に悪用

国際局 資金移転対策室 課長補佐　土屋  淳史
国際対策係長　三代  健太

【目次】
１．はじめに
２．FATF基準の要請（IO4）

（１）IO4の位置づけ
（２）IO4の評価ポイント（6つの主要な課題）

３．FATF第5次相互審査での各国への指摘事項
（１）マレーシア（2025年12月公表）
（２）ベルギー（2025年12月公表）
（３）イタリア（2026年4月公表）
（４）オーストリア（2026年4月公表）
（５）シンガポール（2026年5月公表）
（６）まとめ

４．第4次相互審査での日本への指摘事項
（１）監督（IO3）に関するDNFBPsへの指摘事項
（２）予防措置（IO4）に関するDNFBPsへの指摘事項

５．第4次対日相互審査以降の日本政府の取組み
（１）日本政府の取組み

６．第5次対日相互審査における課題と民間事業者の皆様にご留意いただきたい事項
（１）第5次対日相互審査における課題
（２）民間事業者の皆様にご留意いただきたい事項

７．終わりに

掲載号 内容
2026年5月号 第1回 序論

6月号 第2回 IO1
7月号 第3回 IO2
8月号 第4回 IO3
9月号 第5回 IO4

10月号 第6回 IO6
11月号 第7回 IO7
12月号 第8回 IO8

2027年1月号 第9回 IO9
2月号 第10回 IO10
3月号 第11回 IO11
4月号 第12回 IO5
5月号 第13回 重要TC
6月号 第14回 まとめ

（掲載号・内容は変更される場合があります）

5次のトリセツ
―FATF第5次対日相互審査で示す官民のチカラ―
―第5回：IO4（DNFBPsの監督・予防措置）―
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されやすい資産類型の一つなのである。マネロン等対
策といえば、多くの人は銀行や証券会社といった金融
機関を思い浮かべるだろう。しかし、金融機関の規制
が強化される中で、犯罪者は規制の手が十分に及んで
いない「別の入口」を探す。不動産業者、宝石・貴金
属商、弁護士、司法書士、公認会計士、税理士等がこ
れに当たる。FATFはこうした業種を「指定非金融業
者及び職業専門家」（DNFBPs：Designated Non-
Financial Businesses and Professions）と位置づけ、
金融機関と同様にマネロン等対策の予防措置を講じる
ことを求めている。

住宅を購入する際に何気なく応じていた本人確認の
手続き。その背後にある、金融機関に並ぶ「もう一つの
門番」としての機能を、監督当局や事業者自身がどれ
ほど意識できているか。この問いに答えるのが、今回取
り上げるIO4（DNFBPsの監督・予防措置）である。

２．FATF基準の要請（IO4）

（１）IO4の位置づけ
IO4は、FATFの11の有効性評価項目（Immediate 

Outcomes）のうち、DNFBPsの監督・予防措置に関
する分野を扱う。FATFメソドロジーにおいて、IO4
は「監督者は、マネロン・テロ資金供与対策（以下

「AML/CFT」という。）に関する要件の遵守に向け、
DNFBPsを適切に監督、監視、規制し、DNFBPsはリ
スクに見合ったAML/CFT予防措置を適切に適用し、
疑わしい取引を報告する」ことを目的とする評価項目
と定義されている＊2。前回のIO3が金融機関及び
VASPsに関する監督・予防措置の有効性であるのに
対し、IO4はDNFBPsに関する監督・予防措置の有効
性について評価する重要な審査項目である。第4次相
互 審 査 時 で は、 金 融 機 関・ 暗 号 資 産 交 換 業 者・
DNFBPs等の「監督（IO3）」、「予防措置（IO4）」と
して審査項目が設けられていたが、第5次相互審査よ
りDNFBPsが独立した項目として評価が行われるこ

＊2） FATF “Methodology – For Assessing Technical Compliance with the FATF Recommendations and the Effectiveness of AML/CFT/
CPF Systems （Updated December 2025）”, p.136

＊3） 勧告22（DNFBPsにおける顧客管理）、勧告23（DNFBPsによる疑わしい取引の報告義務）、勧告28（DNFBPsに対する監督義務）、勧告34（ガ
イドラインの策定義務）、勧告35（義務の不履行に対する制裁措置）

＊4） FATF “Methodology – For Assessing Technical Compliance with the FATF Recommendations and the Effectiveness of AML/CFT/
CPF Systems （Updated December 2025）”, p.175

＊5） 同上 , p.125-126

とになった。
IO1～3の各回でも掲載したマネロン等対策の概要

図（IO・TCの相関図、以下再掲）のとおり、IO4は
主にFATF勧告22～23,28,34～35＊3に対応しており、
これらの勧告が実際にどの程度効果的に機能している
かが審査される。＊4

【マネロン等対策の概要：IOとTCの相関図（FATF基準及びFATF
作成資料を基に作成）】

マネロン等対策の概要

リスクと調整

マネロン テロ資金供与

拡散金融

R.1-2, 33-34
IO.1

国際協力
R.36-40

IO.2

法人等の
悪用防止

R.24-25
IO.5

拡散金融に対する制裁 R.7 IO.11

監督・予防措置
（金融機関・VASPs）（DNFBPs）

R.9-21, 26-27, 34-35, IO.3

FIUと資金情報 R.29-32 IO.6

R.22-23, 28, 34-35, IO.4

マネロンの捜査・訴追

R.3, 30-31 IO.7

財産回復

R.1, 4, 32 IO.8

テロ資金供与の捜査・訴追

R.5, 30-31 IO.9

テロ資金供与の防止・制裁

R.1, 4, 6, 8 IO.10

【DNFBPsの定義＊4】 DNFBPsの定義

DNFBPsの定義（FATFメソドロジー Glossaryより）
Designated Non-Financial Businesses and Professions:指定非金融業者及び職業専門家
a. カジノ
b. 不動産業者
c. 貴金属ディーラー
d. 貴石ディーラー
e. 弁護士、公証人、その他の独立した法律専門家および会計士

f. 信託およびカンパニーサービスプロバイダー（Trust and Company Service Providers）
• 法人設立の代理人として行動するもの
• 会社の取締役や秘書、パートナーシップのパートナー又は他の法人に関連する同様の役職を務めること（又は他の者がそ

のように行動するように手配すること）
• 会社・パートナーシップ又はその他の法人・法的取極の登録オフィス、ビジネスアドレス、宿泊施設、通信、管理用アドレス

を提供すること
• 明示信託の受託者として行動すること
• 他の者のためにノミニー株主として行動すること

（２）IO4の評価ポイント（6つの主要な課題）
IO4の有効性は以下の6つの主要な課題（Core 

Issue）に基づき評価される＊5。
Core Issue 4.1：マーケットエントリー

監督者又はその他の当局による免許、登録又はその
他の管理が、犯罪者及びその同調者がDNFBPsの重要
な若しくは支配的な資本持分の実質的支配者となるこ
と、又は経営機能を所持することを、どの程度効果的に
防止しているか。そうした免許又は登録の規制に係る違
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反は、どの程度適切に検知され、対処されているか。
Core Issue 4.2：監督当局のリスク理解

監督者は、規制対象組織によるマネロン及びテロ資
金供与のリスク及びその対策の義務に関する理解をど
の程度適切に特定し、理解し、その促進を行っている
か。これには、時間的な経過に沿って、異なるセク
ターや異なる種類のDNFBPsにおけるマネロン及び
テロ資金供与のリスクの理解や個々のDNFBPsの理
解を特定し、維持することを含む。
Core Issue 4.3：DNFBPsのリスク理解

DNFBPsは自己のマネロン及びテロ資金供与のリス
クの特性及び程度についてどの程度理解しているか。
これには、時間の経過とともにマネロン及びテロ資金
供与のリスクが変化していることの理解を示すことを
含む。
Core Issue 4.4：事業者の低減措置

DNFBPsは、以下に関してなど、マネロン及びテロ
資金供与対策の義務及び自己の事業活動に適するリス
ク低減措置をどの程度適切に理解し、適用しているか。

i.顧客管理及び記録保管措置（実質的支配者情報及
び継続モニタリングに関する措置を含む）

ii.（a）PEPs＊6、（b）新テクノロジー、（c）FATFが
特定した高リスク国に対する厳格な又は特定の措置

iii.マネロン及びテロ資金供与対策の報告義務。内
報を阻止するために実用的な措置は何か。

iv.マネロン及びテロ資金供与対策に係る義務の遵
守を確保するための内部管理・手続及び監査義務（グ
ループレベルのものを含む）

v.マネロン及びテロ資金供与対策に係る義務の履行
及びリスク低減措置の実行を阻止する法律上又は規制
上の要件はどの程度存在するか。
Core Issue 4.5：モニタリング

監督者は、DNFBPs（グループレベルのものを含む）
による、マネロン及びテロ資金供与対策の遵守の度合
いを、リスクを低減する目的で、どの程度十分にモニ
タリングし、監督しているか。
Core Issue 4.6：是正措置の適用

アウトリーチ、研修、是正措置や、実効的で比例的
な抑止力のある制裁の適用をはじめ、モニタリングや

＊6） Politically Exposed Persons （重要な公的地位を有する者）の略。
＊7） 上位評価から順に、High, Substantial, Moderate, Low （level of Effectiveness）

監督は、DNFBPsによる法令遵守に対し、時間の経過
とともにどの程度明白に好ましい影響を与えているか。

３． FATF第5次相互審査での各国への指
摘事項

2025年10月のFATF全体会合以降、第5次相互審
査の結果が順次公表されている。ここでは、マレーシ
ア、ベルギー、イタリア、オーストリア、シンガポー
ルの5か国の審査結果を取り上げる。これらの事例は、
第5次相互審査における評価の傾向や着眼点を示す初
期事例であり、DNFBPsによるAML/CFT上の取組み
の有効性がどのように評価されているかを把握する上
で、重要な示唆を与えるものである。

（１）マレーシア（2025年12月公表）
マレーシアは、IO4について4段階中の下から2番

目の評価であるME評価＊7となった。
宝石・貴金属取扱業者（DPMS：Dealers in Precious 

Metals and Stones）を除く業種では免許・登録制が導
入され、犯罪者の参入防止や継続的な資格チェックが実
施された。ただし、高リスクとされるDPMSは免許・登
録制の対象外であり、会社登記等を通じた実態把握にと
どまっていた。

主要監督機関であるBNM（中央銀行）及びLFSA
（ラブアン金融サービス庁）は、国のリスク評価や監
査・検査データの分析を通じてリスクを的確に把握し、
高リスク先への検査頻度の引上げなどリスクベースの
監督を実施した。事業者側では、大規模事業者のリス
ク理解は高い一方、中小事業者では理解が限定的であ
り、リスク評価書の未作成や本人確認・記録保存等の
不備も確認された。疑わしい取引の届出（STR：
Suspicious Transaction Report）件数もリスクの高さ
に見合っていない。監督体制については、高リスクと
される事業者数が業種のリスクや事業者数と整合して
おらず、一部業種では検査頻度も低い。是正措置は主
に文書での指導にとどまり、重大な不備に対してもそ
れ以上の措置が取られておらず、刑罰水準も低いこと
から、抑止力として十分に機能していないとみられた。
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（２）ベルギー（2025年12月公表）
ベルギーは、IO4についてマレーシア同様、4段階

中の下から2番目の評価であるME評価となった。
すべての業種で免許・登録制が設けられたが、研修

義務や実質的支配者の透明性確保など、AML/CFT上
の有効性はセクターごとに異なり、登録後の管理も不
十分であった。監督当局のリスク理解は一定の評価を
受けたが、自主規制団体では理解が限定的であり、セ
クター別リスク評価も国のリスク評価の結論をなぞる
程度にとどまった。事業者側では、特にダイヤモンド
取扱業者・不動産業者・カンパニーサービスプロバイ
ダーといった高リスク業種でリスク評価の作成がな
く、実際のリスクとの乖離が大きい。義務の履行面で
も本人確認や強化措置の理解・実施が不十分であり、
上記高リスク業種からのSTRはほとんどなかった。
監督体制については、複数の高リスク業種を担当する
SPF（連邦経済省）がわずか16名体制であり、監督
能力に大きな制約があった。是正措置については、
2019年以降罰金適用が強化され1件あたりの金額は
妥当であったものの、適用件数が少なく公表も匿名の
ため抑止効果は限定的と評価された。

（３）イタリア（2026年4月公表）
イタリアは、IO4について、マレーシア・ベルギー

と同様、4段階中の下から2番目の評価であるME評
価となった。

すべてのDNFBPsに免許・登録制度があったが、
制度の厳格さはセクターごとに差があり、無免許業者
の検知や登録抹消も十分でなかった。監督当局はリス
ク評価等を通じて各業種のリスクをおおむね把握して
いた。事業者側では、公証人や監査人、大手オンライ
ンカジノはリスク理解が進んでいる一方、不動産業
者・弁護士・会計士は不十分な面があった。義務の履
行面では、基本的な本人確認はおおむね理解されてい
たものの、厳格な顧客確認や継続的モニタリングの実
施、高リスク業種での底上げが課題となっていた。監
督体制については、GdF（財務警察）がリスクに応じ
た監督を行っていた一方、自主規制団体の運営にばら
つきがあった。是正措置は主に罰金に依存しており、
業務改善命令やフォローアップは限定的で、違反の抑
止・改善促進に十分つながっていないとされていた。

（４）オーストリア（2026年4月公表）
オーストリアは、IO4について、上記3か国と同様、

4段階中の下から2番目の評価であるME評価となった。
DNFBPsの監督当局において、無届け事業者の検知

や参入条件の確保に必要な措置が不十分とされてい
た。監督当局は各業種のリスクを十分に把握できてお
らず、高リスク業種の監督が地域ごとにばらつきがあ
り、一体的な体制になっていなかった。事業者側のリ
スク理解も業種間で大きく異なり、特に不動産・金融
業務・信託サービス等では事業者自身のリスク評価が
不十分であった。義務の履行面でも、基本的な本人確
認は理解されていたものの、高リスク顧客への確認が
不十分であり、STR件数も低水準にとどまった。監
督体制については、カジノ・公証人・弁護士などでは
リスクに応じた仕組みが整っていた一方、不動産等で
は現地検査率が極めて低く、事業者の自己申告書に依
存していた。是正措置については一定の対応がなされ
ていたものの、重大な違反に対する改善効果や監督者
間での統一性が不十分と評価された。

（５）シンガポール（2026年5月公表）
シンガポールは、IO4について、4段階中の上から

2番目の評価であるSE評価を得た。
犯罪歴調査等により適格な事業者のみが参入できる

仕組みが整備され、違反には免許取消しから罰金まで
幅広く対応していた。監督当局は国全体や各業種のリ
スクをおおむね把握し、ガイドラインの公表や業界団
体との連携、啓発活動等を通じてリスク理解の向上を
図っていた。事業者側のリスク理解は全体として改善
傾向にあるが、DPMSは比較的新しい監督対象であ
り、十分な理解には至っていなかった。本人確認や
PEPs・高リスク先への強化された顧客管理（EDD：
Enhanced Due Diligence）は概ね適切に実施されて
おり、STR件数は2020年比で約250%増となってい
たが、その大半（88%）がカジノからであり、他の高
リスク業種からの届出は依然として低かった。監督体
制はおおむねリスクに応じていたものの、一部で低リ
スク業種が高リスク業種より厳しく監督されるなど整
合性に課題があった。直近5年間で約1,900件の是正
措置を実施し違反件数は減少傾向にあったが、金銭的
制裁の適用は少なかった。
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（６）まとめ
下表は上記5か国の相互審査報告書のうちIO4の

Core Issuesの指摘をまとめたものである。肯定的な
評価は太字・下線で、否定的な評価は斜体で示してい
る。ご覧いただくと、4段階中上から2番目のSE評価
を得たシンガポールには肯定的評価が多い一方、下か
ら2番のME評価を受けたマレーシア・ベルギー・イ
タリア・オーストリアには否定的評価が多いことが分
かる。今回対象となった5か国の評価をみると、多く
の国において免許・登録制度の導入やガイドラインの
整備など、制度面での枠組みは相応に整備されてお
り、監督当局によるマネロン及びテロ資金供与リスク

（以下「ML/TFリスク」という。）の把握も一定程度

進んでいる。また、一部の国や大規模事業者において
は、リスク評価や内部統制の高度化など前向きな取組
みも確認されている。

他方で、共通の課題として、DNFBPs事業者レベル
におけるリスク理解や義務の履行には依然としてばら
つきがあり、特に中小事業者や一部の高リスクセク
ターにおいて、リスク評価の未実施やSTR件数の低
さなどが指摘されている。また、監督についても、リ
スクの高低に応じた対象の選定や検査頻度の調整が必
ずしも十分でない事例が見られるほか、是正措置や金
銭的制裁の活用が限定的で、違反抑止や改善につなが
りにくいといった点も共通して指摘されている。

馬(25/10) 白(25/10) 伊(26/2) 墺(26/2) 星(26/2)
評価 ME ME ME ME SE

マーケット
エントリー(4.1)

貴金属・宝石取扱業者以外の
業種では免許・登録制が導入
されており、役員や実質的支
配者を含めた犯罪者の参入防
止や継続的な資格チェックが
行われている。一方、高リス
クとされる貴金属・宝石取扱
業者は免許・登録制の対象外
だが、会社登記等を通じて事
業者の把握は可能となってい
る。

すべての業種で免許・登録制
は設けられているが、研修の
義務化や実質的支配者の透明
性確保といった踏み込んだ要
件や、登録後の役員変更の把
握・無届け業者の発見などの
管理体制はまだ不十分である。

すべてのDNFBPsに免許・登
録制度はあるが、要件に厳格
さやAML/CFT上の有効性はセ
クターごとに差がある。無免
許・無登録業者の検知や登録
抹消は行われているが、自主
規制の対象外の業種では
チェックが限定的で、組織犯
罪による浸透を十分に防げて
いるとは言い難い。

DNFBPsの監督当局は、無届
け業者の摘発や免許違反への
対応が行われておらず、資格
要件の継続的なチェック体制
も不十分。実際に免許取消し
や無届け業者を発見した実績
データも欠けている。

犯罪歴調査などにより適格な
事業者のみが参入できる仕組
みがあり、免許更新時の検査
や現地・非現地のモニタリン
グ、内部通報など複数の手段
で違反を発見。違反には警告
から免許取消し・罰金まで幅
広く対応している。

監督当局のリスク
理解(4.2)

主要監督機関であるBNM
（中央銀行）とLFSA（ラブ
アン金融サービス庁）は、国
のリスク評価への関与や監
督・捜査データの分析を通じ
てリスクを的確に把握してお
り、高い評価を受けている。
両機関は事業者ごとのリスク
評価も行い、高リスク先には
検査の頻度を上げるなど監督
に反映している。

ダイヤモンド・カジノ・会計
士・不動産などを監督する当
局のマネロンリスク理解は一
定の評価を受けているが、自
主規制団体の理解は限定的。
テロ資金供与リスクの理解は
どの監督当局でも総じて低い。
また、業種別のリスク評価は
掘り下げが足りず、大半が国
のリスク評価の結論をなぞる
だけにとどまっている。

監督当局はリスク評価等を通
じて各業種のリスクをおおむ
ね把握しているが、研修や啓
発活動の範囲は限られており、
すべての非金融事業者がリス
クや義務を十分に理解してい
るとは言えない。

監督当局は各業種特有のリス
クを十分に把握できておらず、
不動産・貴金属商・信託サー
ビス業者など高リスク業種の
監督が地域ごとにバラバラで
一体的な体制になっていない。
2023年頃から啓発や研修を
強化しているが、内容は基礎
的な意識向上にとどまってい
る。

監督当局は国全体や各業種の
リスクをおおむね把握してお
り、ガイドラインの公表や業
界団体との連携、啓発活動、
リスク評価の共有などを通じ
て、事業者が疑わしい取引を
見抜けるようリスク理解の向
上を図っている。

DNFBPsのリスク
理解(4.3)

大規模事業者のリスク理解は
高い一方、それ以外の事業者
は国のリスク評価で示された
内容を把握している程度にと
どまる。リスク評価書の作成
は義務化されているものの、
現地検査では未作成の事業者
も確認されており、特に小規
模事業者の対応が不十分。

DNFBPsの大半はリスクへの
理解がごく限られている。特
にダイヤモンド・不動産・カ
ンパニーサービスといった高
リスク業種でも事業者自身に
よるリスク評価が行われてお
らず、実際のリスクと事業者
の認識に大きなギャップがあ
る。これが疑わしい取引の発
見にも悪影響を及ぼしている。

弁護士を除く多くのDNFBP
ｓはリスクを基本的に理解し
ているが、自らリスク評価を
行っている事業者は少ない。
公証人や監査人、大手オンラ
インカジノはリスクへの理解
が進んでいる一方、不動産業
者・弁護士・会計士は理解が
不十分で、銀行任せになって
いる面がある。

リスクの理解度は業種によっ
て大きな差がある。特に不動
産・貴金属商・信託サービス
業者といった高リスク業種で
は、事業者自身のリスク理解
がほとんどなく、根本的な底
上げが求められている

DNFBPｓのリスク理解度は
業種によって差があるが、全
体として改善傾向にある。た
だし、貴金属・宝石取扱業者
は監督対象になって日が浅く、
十分な理解には至っていない。

事業者の低減措置
(4.4)

特に中小事業者は義務の理解
が乏しく、本人確認・記録保
存・高リスク顧客への強化確
認・実質的支配者の特定など
で多くの不備が見られる。疑
わしい取引の届出件数も少な
く、業種ごとの届出数がリス
クの高さと見合っていない。

多くの事業者の本人確認は形
式的にとどまり、リスクの高
い顧客への踏み込んだ確認の
理解・実施が不足している。
ダイヤモンド・弁護士・カン
パニーサービスといった高リ
スク業種からの疑わしい取引
の届出は少なく、弁護士につ
いては弁護士会経由でFIUに
届くまでの遅れも懸念されて
いる。

DNFBPsには本人確認や疑わ
しい取引の届出などの義務が
課されているが、業種によっ
て守られ方にばらつきがあり、
検査の約半数で本人確認の不
備が見つかっている。特に社
内管理体制や継続的なチェッ
ク、届出の水準は全体的に不
十分で、不動産業者・弁護
士・会計士など高リスク分野
での底上げが課題となってい
る。

不動産・貴金属商・信託サー
ビス業者など高リスク業種を
中心に、対策の理解や遵守が
不十分。基本的な本人確認は
理解しているものの、リスク
の高い顧客への強化された確
認措置の理解は乏しく、疑わ
しい取引の届出件数も少ない。

義務やリスク対策の理解促進
は進んでいるが、貴金属・宝
石取扱業者は規制対象になっ
て日が浅く、まだ改善の余地
がある。本人確認は監督当局
のガイダンスもあり概ね守ら
れており、PEPsや高リスク
先には強化された確認(EDD)
も実施されている。疑わしい
取引の届出件数は2020年比
で約250％増加しているが、
その大半（88％）はカジノか
らであり、他の高リスク業種
からの届出は依然少ない。

モニタリング
(4.5)

BNM（中央銀行）による監
督体制やリスク評価の仕組み
は一定の評価を受けている。
一方で、高リスクとされる事
業者の数が業種のリスクや事
業者数と見合っておらず、一
部業種では現地検査の頻度も
低く、リスクに応じた監督が
十分とは言えない。

ダイヤモンド・カンパニー
サービス・不動産など複数の
高リスク業種を担当するSPF
経済省はわずか16名体制で、
監督に重大な人手不足がある。
限られた検査でも不備の指摘
が多く、業種の脆弱さが表れ
ている。大半の業種で監督は
書面上の形式的な確認にとど
まり、対策が実際に機能して
いるかの評価まで至っていな
い。特にカジノは担当が5名
しかおらず、実質的な監督体
制がない。

GdF（財務警察）は多様な検
査手法でリスクに応じた監督
を行っているが、自主規制団
体との連携不足や対象の多さ
から、弁護士・不動産など高
リスク業種への監督が十分と
は言えない。FIUの検査も少
なく、自主規制団体の監督に
もばらつきがある一方、公益
法人の監査人に対する監督は
比較的うまく機能している。

カジノ・公証人・弁護士など
ではリスクに応じた監督の仕
組みが整っている一方、不動
産・貴金属商など高リスク業
種では地域間の連携やデータ
が不足し、リスク評価も事業
者の自己申告頼み。2024年
に現地検査を受けた割合も不
動産8％、信託サービス1％、
貴金属商3％と極めて低い。

監督当局はおおむねリスクに
応じた監督を行っているが、
業種ごとに対応のばらつきが
ある。一部では低リスク業種
（質屋など）が高リスク業種
より厳しく監督されるなど、
リソース配分や監督の整合性
には改善の余地がある。

是正措置の適用
(4.6)

監督当局は主に文書での指導
にとどまっており、重大な不
備があってもそれ以上の措置
が取られていない。高リスク
業種の違反率も高く、是正の
実効性に疑問がある。罰金も
ほとんど科されず、現行の罰
則水準も低すぎるため、違反
を防ぐ抑止力として機能して
いないとみられている。

SPF経済省は2019年以降、罰
金の適用を強化し、1件あた
りの金額は妥当な水準にある。
しかし適用件数自体が少なく、
公表も匿名のため違反を防ぐ
抑止力が弱い。士業では罰則
より教育的な指導を重視して
いるが、事業者のリスクや義
務への理解は低く、効果・抑
止力ともに限定的である

監督当局は主に罰金に頼って
おり、業務改善命令やその後
のフォローといった手段はほ
とんど活用されていない。研
修や啓発活動は一部で効果が
見られるものの、届く範囲が
限られ、処分に時間がかかる
こともあり、全体として
DNFBPsの違反抑止やルール
遵守の底上げには不十分とさ
れている。

DNFBPセクター全体で適用
された是正措置の件数は非常
に少ない。重大な違反の検出
が不足しており、監督結果に
基づく是正措置の適用・制裁
も不十分。

直近5年間で約1,900件の是正
措置を行い、リスク理解の向
上とともに違反件数は減少傾
向にある。一方、罰金などの
金銭的制裁は少なく、違反が
起きてからの是正対応に頼っ
ている面がある。
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４．第4次相互審査での日本への指摘事項

2021年8月に公表された第4次対日相互審査報告
書において、DNFBPsに対しては、「監督（IO3）」及
び「予防措置（IO4）」の両項目で、以下の改善が勧
告された。（第4次相互審査時からIO3とIO4の項目
が変更されている点は前記2.の通り）

（１） 監督（IO3）に関するDNFBPsへの指
摘事項

第4次対日相互審査報告書において、監督（IO3）
について4段階中の下から2番目の評価であるME評
価となった。DNFBPsの監督当局は、主として国のリ
スク評価書（NRA：National Risk Assessment）の
結論に基づき、その所管する事業者のML/TFリスク
については基本的な理解を有していると評価された
が、以下の改善が勧告された。

第一に、リスク理解と監督リソースの不足につい
て、DNFBPs監督当局は所管セクターのML/TFリス
クについて基本的な理解にとどまっており、NRAの
結論に依拠していると指摘された。特に宅地建物取引
業者や宝石・貴金属等取扱業者といった高リスク業種
に対し、監督のための適切なリソースを配分し、
NRAを超えたセクター固有のリスク理解を深めるた
めの手段とサポートを提供することが求められた。

第 二 に、 リ ス ク ベ ー ス 監 督 の 欠 如 に つ い て、
DNFBPs監督当局は一般的にリスクベースでのAML/
CFT監督を実施していないと指摘された。適切なツー
ルやプロセスを確立してリスクベースの監督手法を策
定するとともに、事業者に対する監督と関与の優先順
位・目的を明確にしたAML/CFT特化の監督プログラ
ムの策定が勧告された。

第三に、制裁措置・処分の不十分さについて、監督
対象事業者に対する処分の適用は非常に限定的（主に
年次報告書を提出しなかった場合等）であると指摘さ
れた。AML/CFT上の義務を履行していないDNFBPs
に対し、適切な場合に抑止力のある制裁措置を実施す
ることが求められた。

（２） 予防措置（IO4）に関するDNFBPsへ
の指摘事項

予防措置（IO4）についても4段階中の下から2番
目の評価であるME評価となった。DNFBPsは、その
AML/CFT上の義務については基本的な理解を有して
いると評価されたが、以下の改善が勧告された。

第一に、リスク理解の低さについて、DNFBPsは
ML/TFリスクについて低いレベルの理解しか有して
おらず、テロ資金供与リスクについては全く認識して
いないように見えると指摘された。ML/TFリスクに
関するDNFBPs向けのターゲットを絞ったアウトリー
チ及び教育プログラムの実施が勧告された。

第二に、予防措置の限定性について、DNFBPsが実
施している予防措置は、主に顧客の本人確認及び暴力
団の構成員・関係者でないことの確認に限定されてい
ると指摘された。全てのDNFBPsが実質的支配者の概
念を完全に理解しているわけではなく、制裁対象者リ
ストや高リスク国リストとの照合は通常の取引形態か
ら逸脱した場合のみ実施されている。マネロン・テロ
資金供与の両方のリスク類型、脆弱セクターなどに関
する情報を用いた実務ガイダンスの策定、並びに特に
継続的顧客管理及びより厳格な顧客管理措置に焦点を
当てたAML/CFT上の義務の理解向上が勧告された。

第三に、STR提出義務の対象範囲に係る構造的課
題について、全てのDNFBPsがSTR提出義務の対象
になっているわけではない点が指摘された。具体的に
は、司法書士、公認会計士、弁護士、行政書士、税理
士には届出義務が課されておらず、これは予防措置の
有効性を著しく損なうものとされた。また、届出義務
が課されているDNFBPsにおいても、一定のML/TF
リスクに直面していると認識された分野を含め、届出
のレベルは低いと指摘された。届出義務の遵守状況に
焦点を当てた監督の強化とともに、DNFBPsの意識を
高め、届出の質を確保することが勧告された。

５． 第4次対日相互審査以降の日本政府の
取組み

（１）日本政府の取組み
2022年5月に、マネロン・テロ資金供与・拡散金

融対策政策会議（以下「政策会議」という。）が策
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定・公表した「マネロン・テロ資金供与・拡散金融対
策の推進に関する基本方針（以下「基本方針」とい
う。）＊8」において、国としてのマネロン・テロ資金供
与・拡散金融対策を明確化した。「具体的な対策」の
1つとして「DNFBPsの監督の強化、及び当該事業者
による未然防止措置の強化」が掲げられ、危険度に応
じた措置を講じるため、全てのDNFBPsを顧客管理
義務の対象とすべく検討・実施するとともに、各所管
行政庁がガイドライン整備・アウトリーチ・リスク
ベース監督を進め、業界団体と連携して事業者を支援
することが求められた。

さらに、2024年4月には2024年度から2026年度
を対象とする「マネロン・テロ資金供与・拡散金融に
関する行動計画＊9」を政策会議で決定し、DNFBPsの
監督・予防措置に関する具体的な施策の実施スケ
ジュールを明示した。同行動計画では、（1）DNFBPs
のリスク理解向上とリスクベース・アプローチに基づ
く取組みの促進等、（2）監督当局によるDNFBPsに
対するリスクベース・アプローチに基づく検査監督の
強化、（3）STRの推進及び質の向上が盛り込まれ、
関係省庁が連携して取り組んでいる。

これらの政策方針とともに、第4次相互審査以降、
日本政府はDNFBPsの監督・予防措置に関して以下
の取組みを推進してきた。
第一に、法制度の整備である。2022年12月の犯罪

収益移転防止法改正により、法律・会計等専門家に係
る取引時確認・STR提出義務が拡大された。取引時
の確認事項に取引目的、法人の実質的支配者等を追加
するとともに、STR（守秘義務に係る事項を除く）に
関 す る 規 定 を 整 備 し た。 第4次 相 互 審 査 で は、
DNFBPsの予防措置が主に本人確認と暴力団排除に限
定されていることや全てのDNFBPsがSTR提出義務
の対象になっていない点が指摘されたが、本改正によ
り予防措置の基盤が強化された。
第二に、各監督当局によるガイドラインの策定であ

る。第4次相互審査では、DNFBPs監督当局がリスク
ベースでのAML/CFT監督を実施しておらず、主とし

＊8） 「マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策の推進に関する基本方針（2022年5月）」
 https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/councils/aml_cft_policy/20220519_1.pdf
＊9） 「マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策に関する行動計画（2024年4月）」
 https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/councils/aml_cft_policy/20240417.pdf
＊10） 国土交通省「不動産業におけるマネー・ローンダリング対策（犯罪収益移転防止法）」
 https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bf_000025.html

てNRAの結論に依拠するにとどまっていると指摘さ
れた。これを踏まえ、各監督当局はDNFBPs向けの
AML/CFTガイドラインを策定し、ML/TFリスクの理
解促進と予防措置の具体的な実施方法に関する指針を
示した。当該ガイドラインにおいては、顧客の受入れ
時における顧客管理措置に加え、取引関係継続中にお
いてもリスクに応じて顧客情報を最新の状態に保つた
めの継続的顧客管理の重要性が明示されており、各事
業者に対し、顧客のリスク評価の定期的な見直し、取
引モニタリングの実施、及び高リスク顧客に対する厳
格な顧客管理措置（EDD）の適用等を求めている。
士業団体においても、日本弁護士連合会、日本司法書
士会連合会、日本公認会計士協会、日本税理士会連合
会、日本行政書士会連合会等がそれぞれの会員向けに
ガイダンスの策定や研修を実施し、継続的顧客管理を
含む自主的な取組みを進めている。
第三に、個別業種に対するアウトリーチ・注意喚起

である。第4次相互審査で高リスク業種の一つとして
言及された不動産分野については、冒頭で触れた住宅
購入時の取引時確認にとどまらず、取引類型や決済手
段の変化に応じたリスク把握が重要となる。国土交通
省は、宅地建物取引業者向けのガイドラインやQ&A、
疑わしい取引の参考事例等を公表し＊10、事業者によるリ
スクの把握や顧客管理、疑わしい取引の届出に関する
理解促進を図っている。近年の暗号資産を用いた不動
産売買も、決済手段の多様化に伴い、不動産分野にお
いて新たなリスクを把握する必要が生じていることを
示す一例である。こうした変化を踏まえた業界向けの
周知・注意喚起は、IO4で重視される事業者のリスク
理解と予防措置の実効性を高める観点から重要である。

６． 第5次対日相互審査における課題と民間
事業者の皆様にご留意いただきたい事項

（１）第5次対日相互審査における課題
FATF基準の要請、第5次相互審査における各国へ

の指摘事項、そして第4次対日相互審査における指摘
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事項を踏まえると、日本が来たる第5次対日相互審査
において相応の高い評価を得るためには、DNFBPs全
体におけるリスクベース・アプローチの浸透と、事業
者レベルでのリスク理解・義務履行の質的向上が最重
要となる。

高評価を目指すために、以下の4点について更なる
取組みが求められるだろう。

第一に、事業者レベルでのリスク理解の底上げであ
る。第5次相互審査で先行5か国に共通して指摘され
た最大の課題は、監督当局のリスク理解は一定程度進
んでいる一方で、DNFBPs事業者自身、とりわけ中小
事業者や高リスクセクター（不動産、宝石・貴金属、
カンパニーサービスプロバイダー等）におけるリスク
理解が依然として不十分という点であった。日本にお
いても、犯罪収益移転危険度調査書の結論をなぞるだ
けにとどまらず、自社のビジネスモデル・顧客層・取
引類型に即した独自のリスク評価を事業者自身が作
成・更新していることを、定量・定性両面のエビデン
スで示せるかが評価の分かれ目となる。

第二に、リスクベース監督の実効性の可視化であ
る。第4次相互審査では「DNFBPs監督当局は一般的
にリスクベースでのAML/CFT監督を実施していない」
と厳しく指摘された。第5次相互審査では、各監督当
局がガイドラインを策定し、リスク評価に基づき検査
対象・頻度・深度を差別化していることを、検査計
画・実施件数・指摘事項の傾向分析等の統計データで
示す必要がある。特に、高リスクと評価された事業者
群に対し、実地検査やオフサイト・モニタリングが実
際にリスクに見合った形で投入されていることを審査
団に説明できることが鍵となる。

第三に、是正措置・制裁の実効性の確保である。先
行5か国の審査では、文書指導中心で重大な不備に対
しても罰金・行政処分が十分活用されていない点が共
通して否定的に評価された。日本としても、AML/
CFT上の義務違反に対する行政処分・刑事告発を含
む制裁の適用実績を蓄積し、比例的かつ抑止力のある
対応として可視化することが求められる。

第四に、STRの質と量の改善である。第4次審査
では、士業（司法書士、公認会計士、弁護士、行政書
士、税理士）に届出義務がそもそも課されていない構
造的課題に加え、届出義務のあるDNFBPsからの届出

件数の低さも指摘された。第5次審査では、リスクプ
ロファイルと届出件数の整合性が一層厳しく問われる
ため、業種別・取引類型別の届出傾向の分析、業界団
体と連携した好事例の共有等を通じて、届出件数のみ
ならず、その内容の質を高める取組みが不可欠である。

（２） 民間事業者の皆様にご留意いただきたい
事項

IO4は、DNFBPs事業者自身の取組みが評価の中核
を占める審査項目である。当局による監督がどれほど
精緻化されても、最終的に「門番」として機能するの
は個々の事業者であり、その日々の実践こそが日本全
体の評価を左右する。以下の点について、特にご留意
いただきたい。

第一に、自社リスク評価書の作成と継続的な見直し
である。先行5か国の審査では、「リスク評価書が未
作成」「あってもNRAの結論を写しただけ」「中小事業
者ほど作成率が低い」といった指摘が繰り返された。
事業者の皆様におかれては、自社の顧客属性、取扱う
取引の規模・地理的範囲、利用される商品・サービス
の特性、取引チャネル等を踏まえ、自社固有のML/
TFリスクを特定・評価した文書を整備いただきたい。
また、リスクは時間とともに変化することから、
NRAの改訂や新たな犯罪手口の出現を踏まえた定期
的な見直しも不可欠である。

第二に、顧客管理（CDD）の質的向上と継続的顧
客管理の徹底である。2022年の犯罪収益移転防止法
改正により、法律・会計等専門家に係る取引時確認・
STR提出義務が拡大され、顧客及び実質的支配者の
確認、取引目的・職業・資金の出所の確認等が新たに
求められることとなった。これは、第4次相互審査に
おいて「予防措置が本人確認と暴力団の構成員・関係
者でないことの確認に限定されている」と指摘された
ことへの対応であり、第5次相互審査では、その実装
状況が問われることとなる。各事業者においては、取
引開始時の顧客管理措置に加え、取引関係の継続中に
おける顧客情報の更新、継続的なモニタリング、及び
実質的支配者情報の検証について、実効性を確保する
観点から、リスクに応じたメリハリある運用を行うこ
とが求められる。特に、高リスク顧客に対する厳格な
顧客管理（EDD）の運用は、相互審査においても課
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5次のトリセツ5次のトリセツ

題として指摘されることが多い領域であり、我が国に
おいても、その的確な実施が重要となる。

第三に、STRの質的向上である。届出は単なる件
数 稼 ぎ で は な く、FIU（Financial Intelligence 
Unit：資金情報機関、日本ではJAFIC）による分析・
捜査機関への情報提供を通じてマネロン等の摘発に直
接寄与するものである。疑わしい取引の参考事例等を
踏まえた的確な検知、取引の背景・経緯を含む具体的
な記述、関係する国・取引相手の属性の明記など、届
出の内容の質を意識いただきたい。とりわけ、自社の
業種・取扱業務に照らして本来想定されるリスクに見
合った届出が行われているかを、社内で定期的に検証
することが重要である。

第四に、内部管理態勢・研修・テクノロジー活用の
高度化である。Core Issue 4.4では、内部管理・手
続・監査義務の履行が評価対象となっている。経営陣
の関与のもとで、AML/CFT責任者の明確化、職員研
修の定期実施、独立した内部監査の実施、必要に応じ
た取引モニタリングシステムやスクリーニングツール
の導入等、規模・業態に応じた合理的な態勢整備を進
めていただきたい。中小事業者においては、業界団体
が提供するガイダンスや共通ツールの活用も有効な選
択肢となる。

７．終わりに

IO4（DNFBPsの監督・予防措置）は、金融機関と
並んでML/TFリスクへの対応の最前線に立つ「もう
一つの門番」、すなわちDNFBPsの取組みの実効性を
評価する審査項目である。第5次審査では、第4次審
査でIO3・IO4が併せて評価されていた構造から、
DNFBPsが独立した項目として切り出されたことに象
徴されるように、DNFBPsへの注目度は一段と高まっ
ている。

冒頭で触れた住宅購入の場面に立ち戻れば、契約の
窓口で本人確認や資金の出所確認に丁寧に応じていた
だく顧客の皆様、そして事務的に感じられかねない質
問を法令・ガイドラインに従って実直に行っていただ
いているDNFBPs事業者の皆様、その双方の協力が
あって初めて、マネー・ローンダリングの防波堤は機
能する。2028年夏頃に予定される第5次対日相互審

査のオンサイト審査までの期間は、決して長くはな
い。関係当局による監督の高度化と並行して、民間事
業者の皆様におかれても、自社リスク評価の精緻化、
顧客管理・継続的モニタリングの実質化、STRの届
出の質的向上など、日々の業務を通じた一層のご協力
をお願い申し上げたい。DNFBPsという「門番」の機
能は、現場の一つひとつの実践の積み重ねによっての
み、実効性を獲得するものである。

（第6回に続く）
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本書は、地域の金融・財政や公民連携についての気鋭の研究

者である藤木秀明氏が神戸大学に提出した博士論文（経済学）

をもとに世に問うた初めての単著である。

藤木氏は、2002年早稲田大学商学部卒で、三菱東京UFJ銀

行、浜銀総合研究所、内閣府公共サービス改革推進室、東洋大

学大学院客員教授、日本大学理工学部助教等を経て、本年9月

に小樽商科大学に金融論を担当する准教授として着任している。

本書の帯には「指定金融機関は、地方公共団体の『メインバ

ンク』なのか？」と大書され、「北海道夕張市の財政危機に際し

て金融機関が果たした役割を詳細に追跡し、地方公共団体と金

融機関との関係が地方債金利にどのような影響を与えているか

をデータに基づいて検証する」とある。ここで、指定金融機関と

は、地方自治法第235条及び同法施行令第168条に基づき、公

共団体が、会計管理者に代わって公金の収納、支払の事務を取

り扱わせるために指定する金融機関のことである。議会の議決

を経て1つの金融機関が指定される。国において日本銀行が担

当する「政府の銀行」に相当すると解することができるという。

本書の構成は、序章　指定金融機関を論ずる現代的意義、第

1章　指定金融機関とは、第2章　地方公共団体に対する融資

取引、第3章　メインバンク理論の概況整理、第4章　メイン

バンク理論の地方公共団体取引への応用、第5章　夕張市財政

破綻への取引金融機関の対応、第6章　銀行等引受債の決定要

因とリレーションシップに関する分析、第7章　指定金融機関

の今後、である。第1章から第6章には「小括」が置かれてお

り、懇切な形となっている。

第5章の事例研究を含め、詳細な注入りの各章は極めて有意

義である。著者は本書の中核は第6章とする。すなわち、「地

方公共団体と指定金融機関の関係性について多面的に論点を整

理してきた第5章までの議論をふまえ、地方公共団体の指定金

融機関の関係性について、融資取引（銀行等引受債）の金利

データを被説明変数とし、借り手の信用力や競争度、案件効率

性に関する説明変数に加えて関係性（リレーションシップ）変

数を含めて最小二乗法（OLS）による多変量回帰分析を試み」

ている。これにより「金融機関が地方公共団体への地方債の金

利条件をどのように考えているかを洞察し、今後の地方公共団

体の指定金融機関の関係性改善に向けたインプリケーション

（含意）を得ることを目指す」とした。なお、ここで分析対象

には、都道府県、政令市、町村が入っていないことに留意する

必要がある。評者の経験からは、指定金融機関の本店所在地の

自治体と単なる支店があるにとどまる自治体とではリレーショ

ンに質的に違いが出るように思われるのだ。

推定結果として、調達方式（相対方式と入札）の違いにより

銀行等引受債金利の決まり方が異なるなど主な7点の分析結果

が得られたとする。それを踏まえた政策的含意として、（1）健

全財政は低利調達に寄与する、（2）指定金融機関との長期安定

的な関係が資金調達コストの低廉化に寄与する、（3）資金調達

の大規模化は低利調達に寄与する、（4）異なる調達方式の適切

な活用が求められる、をあげる。その上で、本研究の貢献を

「メインバンクとの長期・安定的な関係が地方公共団体の円滑

な資金調達に資することを示したこと」と著者は結論する。

指定金融機関制度については、近年は指定金融機関業務や公

金の収納手数料についての金融機関と地方公共団体の手数料交

渉が課題になっているなど「良好な関係」といえるかどうかは

必ずしも明らかではないという。著者は手数料交渉を乗り越え

た上での、地方公共団体と指定金融機関の新たな関係を模索し、

自治体が指定金融機関を「業者扱い」するのではなく、「共創

のパートナー」となる成熟した関係性への移行へ期待を示す。

評者は、2001年から2003年に福岡市に出向した経験を持つ

が、たまたま博多湾の埋め立てを実施する市の3セク博多港開

発への融資問題に直面した。事業を不安視する地元金融機関と

の交渉はかなりハードであった。市役所の中では「指定金融機

関」に対する疑問の声も横溢し、当時の山﨑広太郎市長（故人）

と、1対1で指定金融機関に関して話し合ったことを思い出す。

しかし、妥結後の地元金融機関の事業への貢献は大きかった。

まさに危機を乗り越えて、著者のいう「腹を割って」の意思疎

通が地元金融機関と市役所の間に構築できたのだろう。

藤木  秀明 著

指定金融機関の未来
金融財政事情研究会　2025年7月　定価 本体3,500円＋税

評者
日本政策投資銀行設備
投資研究所上席主任研
究員
政策研究大学院大学博
士課程（政策プロフェッ
ショナルプログラム）
在籍

渡部  晶
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本稿では、近年拡大している鳥獣被害の現状と対策、特にジビエをめぐる活用に関する考察を行う。

拡大する鳥獣被害ついて

・近年、鳥獣による被害の拡大が顕著となってきている。農林水産省によれば、令和6年度の農作物被害額は約188億円と足元増加基調にあり、
金銭的な被害のほか、耕作放棄地の増加や営農意欲の低下など、地域社会の持続性という観点からも無視できないものとなりつつある（図表1）。

・農作物への被害だけでなく、クマをはじめ人的被害についても拡大傾向である。環境省によると、国内のクマ被害者数とそのうちの死亡
者数は、ともに2025年度に過去最高を更新している。その他、クマの出没・被害件数の多い東北地方を中心に様々な企業・業種にて業
務上の影響を訴える声もあり、拡大する鳥獣被害への対策が求められている（図表2、3）。

・本稿では、拡大する鳥獣被害の現状と対策を整理し、その取組の一つとして特にジビエによる活用に関して考察を行いたい。

（図表1）農作物被害額の推移
その他獣類
その他鳥類
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シカ
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（百万円）

（年度）201
0
201

1
201

2
201

3
201

4
201

5
201

6
201

7
201

8
201

9
202

0
202

1
202

2
202

3
202

4

25,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

（図表2）クマによる被害者数と死亡者数
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（図表3）クマにより業務に影響が出たと感じる企業の割合（左）とクマの被害数・出没件数

出ている 
出ていない

n＝6,309

100806040200 （％）
北海道

東北
関東
中部
北陸
近畿
中国
四国
九州 人的被害者数 出没件数

岩手県 22 岩手県 3,453
秋田県 19 秋田県 3,089
長野県 15 青森県 1,386
新潟県 9 山形県 972
福島県 9 新潟県 815

（出所）�農林水産省「全国の野生鳥獣による農作物被害状況について」、東京商工リサーチ「2025年「クマリスク」高まる、企業の6.5％が「影響あり」地区別では東北が
28.9％と突出、全国に影響広がる」、環境省HP

ジビエ利活用の現状

・野生鳥獣の利活用の現状について確認していく。環境省のデータによれば、長期で見ると、イノシシやニホンジカといった野生鳥獣の捕
獲数は右肩上がりで推移しており、その他の野生鳥獣も含めた総数としては、年間で100万頭を超える水準となっている（図表4）。

・一方、捕獲個体の処分については処分費が発生する廃棄物扱いでの処理となり、運搬から解体、埋没・焼却に係る各種コストが発生して
おり、捕獲頭数の増加に伴い、各種コストの増加についても懸念される（図表5）。

・この課題を解決するために、現状処分されている鳥獣の活用が注目されており、その代表的なものがジビエによる活用である。足元、捕
獲された有害鳥獣のジビエ活用については増加傾向であり、学校給食への展開や狩猟体験ツアー、ペットフードへの転用、地域と連携し
た新しいブランド化、など幅広いジャンルで利用拡大に向けた取組が広がりつつある（図表6）。

・各種被害低減の対策も重要な一方、これまで廃棄していた捕獲鳥獣のジビエ利用の拡大により、捕獲・処理等に要するコストの一部を回
収し、従来は主として費用負担として認識されていた鳥獣被害対策の負担軽減に繋がる可能性がある。

（図表4）イノシシ（上）とニホンジカ（下）の捕獲頭数
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（図表5）捕獲個体の処理方法とコスト例
処理方法 コスト（円/kg）
現場埋設 約22.5円/kg
委託処理 50~250円/kg
破砕+焼却 約86円/kg+α
生物処理 約155~200円/kg+α
化製処理 約170円/kg
専用焼却炉 約786円/kg

（図表6）捕獲された有害鳥獣のジビエ利用の実態
（頭）

（年度）2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

200,000
150,000
100,000
50,000

0
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（注）�図表5は平成29年当時の試算であり、あくまでも一例であることに留意。処理コストは捕獲現場からの搬出・運搬にかかる費用から処理施設での人件費や維持管理にか
かる光熱費、処理産物の一般廃棄物処理費などを指す。

（出所）環境省HP、農林水産省「野生鳥獣資源利用実態調査」、国立環境研究所「改訂版　有害鳥獣の捕獲後の適正処理に関するガイドブック～自治体向け～」

コラム　経済トレンド� 147

大臣官房総合政策課 調査員　日比野  聡太／大関  雄太郎

獣害から資源へ-ジビエが拓く地域循環
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ジビエ普及のボトルネック

・一方で、ジビエ普及における課題も存在しており、中でも消費者の心理的な障壁の存在は大きい。消費者のジビエ受容についての研究は
すでに行われており、長尾・廣政・井上（2023）では衛生上の懸念、Hu・Imoto（2026）では品質に対する認識や食習慣がないことに
よる新奇性への恐怖（フード・ネオフォビア）などが挙げられている。

・ジビエの流通コストが高いことも普及のボトルネックとなっている。消費者が日頃買い物をする際には安価であることが最も重視される
一方で、牛・豚と比較した流通価格は高く、イノシシの部位別平均価格は和牛に準ずるものとなっている。（図表7、8）。

・供給面でも課題が残る。野生鳥獣の捕獲は大半が人的・農林業的な被害防止が目的であり、そのうちジビエ利用のために食肉加工施設に
持ち込まれた数は2割にも満たない（図表9、10）。食肉活用のためには現場での適切な処理と迅速な施設への持ち込みが必要となること
から、主たる捕獲目的に劣後し、資源利用が不十分とならざるを得ない、などといった背景もある。

（図表7）消費者が食に関して重視していること
同じような商品であれ
ばできるだけ価格が安
いこと

できるだけ日本産の商
品であること

人の評判よりも、自分な
りのはっきりとした価値
基準を優先すること
オンラインショッピン
グサイトの評点・コメ
ントが良いもの
多少値段が高くても品
質の良いものを選ぶこ
と
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（図表8）1kgあたりの流通価格の比較
（円/kg） 部位平均価格 枝肉価格

イノシシ 3,263 1,866
シカ 2,026 922
豚 992 600
和牛 3,559 2,349
(注)和牛・豚の部位別価格平均は、公益財団法人日本
食肉流通センター「業務月報」のデータから地域別の
刈込み平均値に取引重量を乗じたものを合計し、取引
重量の合計値で平均した値を採用。和牛は「チルド4」、
「チルド3」、豚は「カット」のデータを使用。和牛・豚
の枝肉価格は農林水産省「畜産物流通統計」より卸売
価格を採用。イノシシ・シカは農林水産省「野生鳥獣
資源利用実態調査」より部分肉平均価格、枝肉価格と
もに小売と卸が合算された数値を採用。データ制約上、
各種数値は同条件の比較ではない点は要注意。

（図表9）目的別野生鳥獣の捕獲数割合

18％20％

62％

登録狩猟
被害防止等
その他

（図表10）捕獲されたシカ、イノシシの
うち食肉処理施設での解体された割合

（注）捕獲されたシカ、イノシシの累計
頭数は環境省「野生鳥獣にかかる
各種情報」より、食肉処理施設で
解体されたシカ、イノシシの累計
頭数は農林水産省「野生鳥獣資源
利用実態調査」より抽出。

14％
食肉処理施設解体頭数

（出所）�長尾真弓・廣政幸生・井上賢哉（2023）「都市におけるジビエ消費の実態と消費以降に関する分析」https://www.jstage.jst.go.jp/article/jfsr/29/4/29_4_11/_pdf/-
char/ja、Xinyi Hu・Tomoko Imoto（2026）「Game meat acceptance in Japan：behavioral determinants and the role of food neophobia」�
https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S095032932500343X?__cf_chl_f_tk=k1H5xZb0yz.aIHyjP3VO6Hv2894zfEO1BG0FASIirME-1782976943-
1.0.1.1-OS.t1YajIWvqe3qKLVCnIdv2T.RQIw9A5P7yC.5z75c、農林水産省「野生鳥獣資源利用実態調査」、「畜産物流通統計」、「食生活・ライフスタイル調査」、公益
財団法人日本食肉流通センター「業務月報」、環境省「鳥獣関係統計」、「野生鳥獣にかかる各種情報」

付加価値向上にむけた取組、展望

・ジビエ消費の浸透に向けて中央省庁・民間・地方自治体でそれぞれ主体的な取組が行われている。
・2018年5月には農林水産省にて「国産ジビエ認証」制度が創設された（図表11）。令和8年6月現在では全国43施設が登録されており、
認証商品は大手スーパーや飲食店、大手企業主導のジビエイベント等での取扱実績がある。また、政府予算を活用した食肉利用促進や処
理施設への支援など、供給面を強化する施策も行われている（図表12）。

・地域の取組として、民間企業ではジビエにまつわる体験に重きをおいた「コト」消費の観光プランを創出することで、経済合理性のみによら
ない付加価値を生み出している。地方自治体では食肉に適さない野生鳥獣肉の製品化など、未利用資源の有効活用策も模索されている。そ
の他、県や市町村が中心となり学校給食へのジビエ提供を行うことで、食育・ジビエ食への理解度を深める活動も行われている（図表13）。

・今後は官・民・自治体の連携により、ジビエ振興が持続可能な地域社会・農林業の維持に貢献することを期待する。

（図表11）国産ジビエ認証における認証基準

衛生管理の遵守 厚生労働省の「野生鳥獣肉の衛生管理に関する指針（ガ
イドライン）」に基づいた衛生管理等

カットチャートの遵守 カットチャートに基づきバラ・ロースなど部分肉にカットする
ことで、川下で加工しやすいように流通規格を遵守

表示ラベルの遵守 通常の食肉製品に表示される情報に加えて、捕獲・解体・
加工年月日、捕獲地域・方法、捕獲者等を表示

トレーサビリティの確保 認証施設で処理する個体ごとに識別番号を付し、捕獲～
出荷に至る一連の記録を管理・保存

（図表13）地域におけるジビエ振興の取組事例

○岩手県大槌町【MOMIJI 株式会社】
・プロハンターと同行した狩猟現場の見学、処理施設で実際に解体処理を体験す

るなどジビエにまつわる体験プランを用意。プランをふるさと納税返礼品とし
ても提供。

・町内宿泊施設や飲食店等と連携し、ジビエ料理の提供や加工品販売も実施。

民間が主導するジビエツーリズムの取組

○長野県小諸市【小諸市野生鳥獣商品化施設】
・通常食肉用とする場合は止め刺しから2時間以内に食肉処理施設に搬入しなけれ

ばならないところをペットフード用に用途を広げることで、止め刺しから1日以
内まで延長して利用可。

・従来、食肉処理できていなかったシカの多くを有効活用することが可能に。

自治体が主導する未利用資源の有効活用にかかる取組

○大分県
・県主導でジビエ給食の提供を平成30年より開始。食材調達にあたっては、補助

金を交付するなど学校の負担を軽減。中には補助金なしでも、生徒の希望により
導入を継続する学校もある。

・メニューはミートソーススパゲティやカレーが中心。給食の時間を用いて、ジ
ビエを食べる意味の説明やクイズなどを用いて食育を行う学校もある。

自治体が主導するジビエ食の普及活動に関する取組

（図表12）政府支援策の一例

食肉利用等施設の整備
① 搬入促進施設の導入（小型保冷

運搬車等）
② コンテナ等簡易な施設の導入
③ 移動式解体処理車の導入
④ 生体搬入用おりの購入
⑤ 処理加工施設に付帯する一時養

鹿施設の整備

捕獲活動支援の単価アップ
7,000円/頭（埋設処分）
⇨ 8,000円/頭（焼却処分）
　 9,000円/頭（ジビエ利用） 

処理加工施設の人材育成
衛生的な解体技術等の習得のための
OJT研修の経費を支援

（出所）農林水産省HP、一般社団法人国産ジビエ認証機構HP、MOMIJI株式会社HP、小諸市野生鳥獣商品化施設HP、農林水産省「野生鳥獣資源利用実態調査」

 （注）文中、意見に関る部分は全て筆者の私見である。
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「西の西陣、東の桐生」
上毛かるたは桐生を「桐生は日本の機

はた

どころ」と詠
む。桐生と絹の縁は古い。『続日本紀』には約1300年
前に当地の絹が朝廷に献じられた記録があり、機織り
を伝えた白瀧姫の伝説も語り継がれてきた。京都・西
陣から高機の技術を受け入れて高級絹織物の産地とな
り、やがて「西の西陣、東の桐生」と並び称された。
桐生の街の原型は天正19年（1591）から慶長11

年（1606）にかけてつくられた。徳川家康の命を受
けた代官・大久保長安の手代、大野八右衛門が天満宮
を遷座し、そこを起点に南へ町立てを始めた。その
後、北から南へ段階的に整備された街が桐生新町であ
る。桐生新町は北の天満宮から一丁目、二丁目と区分
され、六丁目の南の下

しも

瀞
とろ

堀（後の新川・現コロンバス
通り）まである。現在の本町通りに重なっており、間
口を揃えた短冊状の敷地割が今も残る。

サプライチェーンの要の買次商
明治期の桐生の織物業には糸商・元機屋・買次商の

3者が登場する。糸商は前橋をはじめとする産地から

上州座繰糸等を仕入れ、撚糸にして元機屋に売る。元
機屋は織物製造業者であり、桐生物産同業組合員数
ベースで明治半ばに700～800の業者を数えた。統計
上、「工場」と小規模な「家内工業」、そして主に外注
する「織元」と受注する「賃織業」の4つに分類され
る。機台数でみると明治期に最も多い業態は賃織業
だった。自前の工場に職人を集めたマニュファクチュ
アと、元機屋が賃織に糸を前貸しして織らせる問屋制
家内工業とが併存していた。英国人のジョン・ケイが
1733年に発明した飛び杼

ひ

を組み込むバッタン機は明
治16年（1883）頃桐生に導入された。以降明治期を
通じて織物生産量が伸びていく。
買次商とは、元機屋が生産した織物を買い集める産
地問屋である。買次商は、国内向けは三大都市や京都
の問屋に、輸出向けなら横浜の外国商館に販売した。
明治前期の三大買次商といえば、佐

さ

羽
ば

吉
きち

右
う

衛
え

門
もん

商店、
小
お

野
の

里
ざと

喜
き

左
ざ

衛
え

門
もん

商店、書
かき

上
あげ

文
ぶん

左
ざ

衛
え

門
もん

商店だった。最大
手の佐羽商店は最盛期に桐生織物の過半を扱っていた
が明治29年（1896）に破産し、その後は書上商店が
最大手の買次商となる。買次商は、消費地問屋や呉服
店の求めに応じて買い次ぐのが本業だが、絹市で自ら
の見込みで仕入れ、値上がりを取って全国へ送り出す

こともあった。また、消費地問屋や呉
服店のバイヤーが産地に出張仕入れす
る際にサポートする「買宿」をする業
者もあった。
本町二丁目に三越サテライト桐生が

あるが、元をたどれば三井呉服店の桐
生出張所だった。三越の前身の越後屋
は、明和8年（1771）に桐生織物の
直接仕入れを始めている。その後、買
次商・玉上利右衛門を買宿に指定しバ

図1　桐生新町（本町通り・三越サテライト桐生から北向き）� （出所）筆者撮影
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イヤーを派遣していたが、明治6年（1873）に自社
の出張所を構え、三井呉服店自体が桐生の買次商と
なった。出張所には買い付け以外にも、産地情報の収
集、目利きの育成、機業家指導の役割があった。三井
呉服店は桐生の他に京都と八王子に仕入店を置いてい
た。ちなみに、時代は下るが松坂屋も桐生に仕入店を
出している。昭和3年（1928）8月、本町四丁目に両
毛出張所を開いた。桐生や足利の市を回って織物を仕
入れ、扱いは秩父から越後にまで及んだ。

手形の流れと銀行の役割
糸商から元機屋、買次商に至るモノとカネの流れに

金融機関が介在する。桐生の場合、銀行以前の金融機
関として、書上家や佐羽家など有力買次商や元機屋の
出資による第八生産会社があった。
桐生で初めての銀行は、明治12年（1879）12月

に開店した第四十国立銀行の支店である。本店は群馬
県館林にあった。明治11年（1878）9月、旧館林藩
士の出資で立ち上げられた士族授産の銀行である。
桐生の佐羽家、小野里家も少数ながら出資してお

り、桐生支店は佐羽家の隣地に置かれ、小野里は明治
14年（1881）から取締役に加わっていた。その後、
同行は明治21年（1888）までに上田、足利そして東
京に支店を出す。途中、桐生の第八生産会社と一体化
したこと、業況拡大に伴う増資で桐生の出資者が増え
たこともあって、経営の主力が桐生に移ってきた。
明治29年（1896）、第四十国立銀行の出資者かつ

大口債務者だった佐羽商店が経営破綻。金融ひっ迫の
危機の中、翌年11月に足利銀行桐生支店が出店した。

こうした背景もあって、第四十国立銀行は、明治31
年（1898）7月、四十銀行に改組すると同時に本店
を桐生に移す。佐羽商店の跡、現在東和銀行桐生支店
がある場所を新店舗とし、2年後に桐生の森宗作が頭
取となった。森家は糸商から買次まで手掛けていた
が、主力は金融会社だった。当時、銀行取引は信用力
ある大手の機屋に限られており、零細機屋は森宗作の
森商店、後の森合資会社などから借入していた銀行と
頭取がホールセールとリテールの関係にあった。
桐生織物界のもうひとつのメインバンクが足利銀行

だった。明治28年（1895）に足利町の繊維業者が中
心となって創業した銀行だ。桐生支店は第1号支店
だった。第2号支店が明治40年（1907）に出店した
館林支店である。足利銀行は両毛機業地を重視し、県

図2　森合資会社店蔵・事務所� （出所）筆者撮影
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図3　市街図
（出所）筆者作成
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境をまたいで展開した。そのため営業エリアは四十銀
行と重なっていた。
第三の有力行が第二国立銀行の桐生支店である。明

治7年（1874）、原善三郎・茂木惣兵衛ら横浜の生糸
貿易商が立ち上げた銀行で、生糸集散地の前橋や高崎
に支店を置いていた。現在の横浜銀行の源流である。
桐生支店の出店は明治27年（1894）だったが、それ
以前から桐生の国庫金業務を担っていた。明治36年
（1903）に閉店している。現在の横浜銀行桐生支店は
昭和22年（1947）に出店したものだ。
糸商、元機屋、買次商の3者が企業間信用で結ばれ

る中、四十銀行、足利銀行がそれぞれの段階で手形を
割り引いた。両行の資金運用は割引手形が中心だっ
た。買次商は消費地問屋から、元機屋は買次商から、
糸商は元機屋から売上代金として回収した手形を銀行
に持ち込んだ。

本町通りに沿って南下する一等地
鉄道以前の織物の輸送路は2つあり、すなわち太田

を経て熊谷から中山道に入る陸路と、渡良瀬川舟運の
上限である足利の北

きた

猿
やえん

田
だ

河岸から渡良瀬川・利根川
で江戸に至る水路があった。江戸期の桐生新町には、
全国組織の飛脚問屋の支店が置かれていた。郵便局と
運送会社を兼ねた存在で、地元買次商と江戸や京・大
坂の問屋を取り次ぎ、織物の運搬と代金の受渡しを
担った。明治に入ると飛脚屋は通運会社へ改組される。
このような背景から、桐生の街の重心は街道沿いに

あった。群馬県統計書によれば明治37年（1904）の
桐生の最高地価地点は四十銀行本店の一丁南、「桐生
町大字桐生新町四丁目」だった。この年が最高地価地
点の初出だが、桐生駅の開業から15年経っており、
買次商や銀行の立地から類推するに、鉄道以前の中心
はなお北にあったと思われる。
桐生駅の開業は明治21年（1888）11月。JR両毛

線の前身の両毛鉄道が同年5月に小山から足利まで開
通しており、11月に桐生まで延伸された。翌22年
（1889）11月には前橋に到達し全通している。駅の
開業以降、人や物の流れが街道から鉄路へ移るに従っ
て、街の重心は本町通りに沿って駅の側へと下り始め
た。前述の明治37年から22年後の大正15年（1926）、

大蔵省の土地賃貸価格調査事業報告書によれば、桐生
市の最高賃貸価格地点は「桐生五丁目」（本町五丁目）
となっていた。一等地は駅側へ一丁分下がっている。

産業革命が進めた地銀再編
英国人のカートライトが1785年に発明した力織機
が桐生でも使われるようになったのは明治末期、明治
40年（1907）に渡良瀬水力電気の発電所が竣工した
頃だ。第一次世界大戦に伴い大正4年（1915）に始
まる大戦景気を機に導入する機業家が増え、大正9年
（1920）4月以降の戦後恐慌で普及に拍車がかかった。
人絹の登場もあり、昭和初期にかけて力織機に置き換
わっていく。電力で起動する力織機を備えたノコギリ
屋根の工場が、桐生の裏通りや郊外に増えるのもこの
時期である。変わったのは街の景観だけではない。織
物生産の拡大は機業家の資金需要を急増させ、銀行に
も規模の拡大を迫った。その結果、越境合併や大手行
との統合が進むことになる。
大正4年、四十銀行は本町五丁目、本町通りと末広
通りの交差点の南西角に赤レンガの行舎を新築した。
同年7月には伊勢崎に本店を置く群馬商業銀行が桐生
に進出している。元々、安田善次郎が創業に関与して
いた銀行で、進出翌年には同じく安田系で東京に支店
網を持つ明治商業銀行に合併された。
大正7年（1918）6月、さらなる成長を目指し四十
銀行は栃木の四十一銀行と越境合併して八十一銀行と
なった。本店は東京へ移した。大正10年（1921）7
月、八十一銀行は東京の準大手行の東海銀行に合併さ
れることになった。名古屋にあった同名行とは別の、
明治22年（1889）に設立された銀行である。大正
10年まで第二銀行が国庫金出納事務を受託していた
が、合併に伴って、大正11年（1922）に東海銀行が
日銀の復託代理店として国庫金を担うことになった。
越境再編の次は大手行との統合である。明治商業銀
行は大正12年（1923）11月の安田系銀行11行の大
合同の一環で安田銀行となった。戦後の富士銀行であ
る。昭和2年（1927）4月、金融恐慌のあおりで東海
銀行は第一銀行に合併された。第一銀行からみれば両
毛に拠点を得たことになる。『第一銀行史』の営業店
一覧をみると京浜、東海、京阪神、中国・四国、東
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北・北海道の各地区と並ぶ両毛地区が目に留まる。
拡大策を取っていた元の四十銀行が戦後恐慌の痛手

を負い、群馬商業銀行ともども東京本店の大手行に組
み込まれていった一方、地域一番行の地位を得たのが
足利銀行だった。恐慌前年の大正8年（1919）9月、
足利銀行は増資を機に川崎銀行の傘下に入った。川崎
銀行の本店は東京だが茨城県や千葉県に地盤があっ
た。足利銀行との提携時に川崎銀行から派遣されたの
が、後に常陽銀行の初代頭取となる亀山甚

じん

である。
東海銀行に代わり、桐生管轄の日銀代理店は昭和2

年（1927）5月から足利銀行となる。昭和9年（1934）
3月には足利銀行が桐生市金庫事務を取り扱うことに
なった。以降、令和6年（2024）3月末まで同行が指
定金融機関だった。なお、群馬大同銀行、現在の群馬
銀行の桐生支店は昭和15年（1940）の開店である。
戦後は同行が日銀代理店を担った。
桐生、そして桐生を含む両毛地区は安田、第一、川

崎銀行など大手行の競争の場でもあった。元の地域銀
行は越境再編をこころみ、東京に本店を移し、大手行
と合併した。桐生に本店を置いた四十銀行は、八十一
銀行、東海銀行、第一銀行、第一勧業銀行を経て現在
のみずほ銀行に連なるが、桐生の店舗は平成15年
（2003）に閉店している。館林の旧本店はみずほ銀行
館林支店となっていたが、今年2月に閉店した。
足利銀行の戦前の親銀行だった川崎銀行はその後第

百銀行、三菱銀行と合併し消滅。傘下の銀行は一県一
行の再編を経て戦後の地域一番行となった。現在の足
利銀行、常陽銀行、千葉銀行である。

桐生の産業遺産
戦後も一等地は本町五丁目のままだった。昭和48

年（1973）の最高路線価地点は「本町五丁目とりせ
ん前本町通り」だった。本町通りと東西の末広町通り
が交差する場所である。本町五丁目には、桐生で初め
ての百貨店、矢野呉服店が昭和2年（1927）10月に
開店している。大型店といえば、昭和7年（1932）4
月には本町四丁目に高島屋十銭ストアが開店した。戦
後は高島屋ストアとなり、街を代表する店舗になった。
高島屋ストアは昭和57年（1982）2月に閉店し、

同年3月に長崎屋桐生店が本町通りの西側に大型店を

出店。その後の地域一番店となった。現在はMEGA
ドン・キホーテとなっている。他方、国道50号桐生
バイパスの開通などで商業拠点はロードサイドに移
り、本町通りは閑散としていった。最高路線価地点は
平成12年（2000）に「末広町・末広町通り」となる。
その末広町通りも、令和6年（2024）には群馬県

に9か所ある税務署管内で藤岡市に抜かれ最下位と
なった。そして令和8年分は地点そのものが桐生駅南
口の「桐生市巴町2丁目市道10206号線」となった。
路線価も順位も前年と変わらない。
メインストリートは閑散としたが、商業から観光と

生活に街の評価軸が移る中、それがかえって街の魅力
を高めている。買次商の町家、裏手の工場など桐生の
織物産業史の遺産が地域資源となった。平成24年
（2012）7月、本町一丁目、二丁目を含む一帯が「桐
生新町重要伝統的建造物群保存地区」として国の選定
を受けた。町立て当初の敷地割の上に、江戸後期から
昭和初期の主屋93棟、蔵54棟、工場6棟などが残る。
三越サテライト桐生のある本町二丁目近辺は、駅の引
力を受けて南下する前のかつての一等地だった。冒頭
の図1のように、無電柱化や石畳舗装が進められ、往
時をうかがわせるような修景が進む。また、産業革命
期の桐生を印象づけるのが街なかに点在するノコギリ
屋根の工場だ。ベーカリーカフェ、パティスリー、美
容室、ワイン貯蔵庫など様々な用途へのリノベーショ
ンが施されている。

プロフィール

大和総研主任研究員　鈴木 文彦
仙台市出身、1993年七十七銀行入行。東北財務局
上席専門調査員（2004-06年）出向等を経て2008年
から大和総研。主著に「自治体の財政診断入門」（学芸
出版社）、「公民連携パークマネジメント」（同）

図4　旧株式会社金芳織物工場（ベーカリーカフェ レンガ）� （出所）筆者撮影
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 1 1 はじめに（自己紹介）
僕は2015年に財務省に採用してもらい、法令審査

（文書課）や国税調査（高松国税局）、海外税制調査
（主税局）などに従事しました。その後、総務省でコ
ロナ禍の10万円給付を担当し、米国留学を経て、デ
ジタル庁で健康保険証とマイナンバーカードの一体化
に携わりました。2024年7月よりロンドンの日本大
使館に出向し、財務アタッシェとして日々当地の英国
財務省（HM Treasury）やイングランド銀行（BOE）
や金融センターであるシティの金融機関と情報交換を
しています。幸運にも英国で働く機会をいただき、2
年程経ちました。

この寄稿では、英語が決して得意ではなく初心者外
交官として日々あくせくしながら、英国の財政・金融を
ウォッチしている担当者として、2026年8月現在で英
国の政治・経済などをなるべくわかりやすくお伝えした
いと思います。冒頭で英国の基本的な情報や、政治、
経済の現状を説明し、その後コラムというかたちで英
国財政・金融・歴史などに触れます。なお、この寄稿
は、僕個人の考えや経験を踏まえた記事になります。

 2 2 英国の基本情報について
（１）英国は、人口が日本の約半分、面積は約60％程
度（約6,800万人、約24.3km2）です。IMFによると
GDPは日本に次いで世界5位（約4兆2,600万ドル）
です。英国は、国連安保理の常任理事国であり、
G7・G20メンバーでもあり、NATOの主要メンバー

で、国際的にも影響力が大きいです。また、BBCや
Financial Timesといった世界的なメディアや、オッ
クスフォード大学・ケンブリッジ大学等のトップ研究
機関があります。その他にも、旧大英帝国時代のかつ
ての植民地であった国々との国家連合・国際組織であ
るコモンウェルスの中心地でもあり、首都ロンドンは
世界有数の金融・会計・法律分野の中心地です。

（３）英国の政治制度は「立憲君主」、「議会主権」、
「不文憲法」が特徴です。国家元首の国王（今はチャー
ルズ3世）は、実質的な権限はほぼもちません（国王
は君臨すれども統治せず）。議会は二院制で、選挙で
選ばれた議員で構成される庶民院（定数650名）と、
聖職者と一代貴族が終身議員となる貴族院（現在770
名）で構成されます（たとえば庶民院の総選挙のマ
ニュフェストとなった政策について貴族院は否決しな
いという庶民院優先の原則あり）。議員内閣制で、下
院多数党の党首が首相になり、閣僚は議員から選ばれ
ます。野党は政権交代に備えて「影の内閣」を組織す
ることが慣例です。19世紀中頃から二大政党制となっ
ていますが、近年は労働党や保守党の二大政党に対す
る支持率が減少傾向にあり、強固な反移民政策を打ち
出す右派政党の改革UK等の少数政党も存在感を増し
ています。

（４）英国経済は、コロナ禍やウクライナ戦争による
エネルギー危機後も引き続き、生産性は低迷している
状況です。2026年の国内経済は、労働党政権による
国民負担増や中東紛争の影響から引き続き低迷の見通
しです（成長率は1.1%と予測）。インフレ率は足元
では2.6%（6月）と中東紛争開始時よりも徐々に落

海外ウォッチャー

在英国日本国大使館・一等書記官　林  良樹
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財務アタッシェから見たイギリス

	 56 ファイナンス　2026 Sep.

連
載
海
外 

ウ
ォ
ッ
チ
ャ
ー

14_P56-65_Kaigaiwatcher_01.indd   5614_P56-65_Kaigaiwatcher_01.indd   56 2026/09/09   9:56:532026/09/09   9:56:53



ち着きを取り戻していますが、イングランド銀行は今
年後半には中東紛争の影響でインフレ率が再び上昇す
る見込みであるとの見解を示しています（政策金利は
3.75%）。

写真1　議会の建物であるウエストミンスター

 3 3  労働党政権とバーナム新首相に 
ついて

（１）英国では、2024年7月の総選挙（5年に1回・
首相に解散権あり）で労働党が歴史的な勝利を収め、
14年ぶりに労働党政権（スターマー前首相）が誕生
しました（庶民院議員650名のうち400席以上獲得。
庶民院は単純小選挙区制度）。スターマー政権では2
回の大きな予算編成を行いましたが、トラス・ショッ
クの経緯から財政規律を重んじるリーブス財務大臣の
下、国民保険料の雇用主負担の増加や所得税の実質増
税（課税基準額のインフレ調整を凍結）などの国民負
担の増加が目立ちました。さらに2026年5月の統一
地方選挙での大敗などにより、スターマー政権の求心
力が著しく低下し、6月にスターマー首相は辞任を表
明、7月に新たに労働党の党首となったバーナム氏が
首相に任命されました。

（２）バーナム首相は、2001年から16年間庶民院議
員（ブラウン内閣では保健大臣）を務めたのち、
2017年から2026年6月までイングランド北部のマン
チェスター市長を務めました。マンチェスター市長時
代は、コロナ禍での経済対策として、中央政府から北
部への追加支援を勝ち取ったことで「北の帝王」とも
呼ばれました。長年、ロンドン（中央議会があるウエ
ストミンスター）中心の政治に異議を唱え、地方分権
の推進を訴えています。この背景としては、英国（イ

ングランド）の地域格差があります。ロンドンをはじ
めとするイングランドの南東部には金融やITなどの
稼ぐ力のある産業が集まる一方で、かつて産業革命を
支えたイングランド北部は、鉄鋼・造船・炭鉱などの
衰退によって経済的な打撃を受けており、南北の経済
格差があります。なおバーナム首相はエスタブリッ
シュメントが話すイングランド南部の「標準英語」で
はなく北部の地元のアクセントを残しています。

（３）バーナム新政権は、当面は内政、とくに経済運
営に注力する見通しです。政権は、家庭用電気料金へ
の付加価値税（VAT）の引き下げや、バス運賃の上限
の引き下げ、パブ等の事業用固定資産税（ビジネス
レート）の引き下げ等を発表し、物価高対策に迅速に
取り組んでいます。また英国では諸外国と比較して中
央政府の税源が大きいことも背景に、地方分権の推進
として所得税の一部の税源や住宅、交通、雇用支援に
関する権限を地方自治体に委譲し、地方への投資を促
進する方針を発表しています。さらに地方分権推進の
司令塔として、地元のマンチェスターに自身も週一回
程度勤務する首相府の地方拠点「No10ノース」を新
設しました。なお、政権は10月28日に秋季財政演説
を行い、経済政策の財源も含め予算案を発表する予定
ですが、財政状況は芳しくなく、市場の信任を維持す
るため、政策の優先順位の位置づけや民間資本の動員
が必要とされます。

（４）バーナム政権の外交方針については、スター
マー前政権の米欧重視の外交路線が継続となる見通し
です。なお、バーナム首相の着任後最初の電話会談の
相手はトランプ米大統領でした。また英国はウクライ
ナ支援において米国と協調を図りつつ中心的なリー
ダーシップを発揮しており、バーナム首相が最初に英
国で会談した外国首脳はゼレンスキー大統領です

（2025年末時点で英国が実施・コミットしている対ウ
クライナ支援の総額は約220億ポンド）。

（５）安全保障政策としては、長期にわたるウクライ
ナ戦争やトランプ大統領による米国の欧州での軍事プ
レゼンス低下の姿勢を背景に、2025年に英国は2035
年までに国防関連経費を対GDP比5％（国防関連経
費3.5%、関連インフラ投資1.5%）に引上げる旨を発
表しています。
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写真2　スターマー前首相

写真3　バーナム首相

 4 4 日本との関係について
（１）日英関係はここ10年程度で大きな進展を遂げ、
日英同盟以来の高みに達したとも評価され、高市首相
は2026年6月 の 訪 英 で は 日 英 関 係 を「 準 同 盟 国

（quasi-ally）」であるとの認識を示しました。背景と

しては、英国のEU離脱に伴い英国がEUとはまた別
の親密なパートナーを探す中で日本がその求めに積極
的に応じたことや、日英両国が自由、民主主義、人
権、法の支配といった基本的価値を共有しているこ
と、G7メンバーとして共通の戦略的利益を有してい
ること、そして、どちらも米国との関係を特別なもの
としながら国際社会でリーダーシップをとってきたこ
とがあります。

（２）強固な日英関係を示すものとして、2023年5月に
当時の岸田首相とスナク首相による安全保障・経済貿
易・科学技術等の協力を内容とするグローバルな戦略
的パートナーシップである「広島アコード」の発出があ
ります。また今年6月の高市首相の訪英では、広島ア
コードを補完するものとして、エネルギーや重要鉱物
に関するサプライチェーンも内容とする「経済安全保
障協力に関する日英共同宣言」の発出がありました。

（３）厳しさを増す安全保障環境に対応するため、日
本と英国、イタリアは、次世代戦闘機の共同開発計画

（GCAP）を進めており、防衛技術の共有・共同研究
を通じて開発コストと期間を抑えつつ、2035年に向
けて第6世代のステルス戦闘機を共同開発しています。

 5 5 英国の財務省について
（１）英国では、首相がFirst Lord of the Treasury
（第一大蔵卿）であり、財務大臣はChancellor of the 
Exchequerと呼ばれます。これは、英国財務省であ

・昨今は激しい政権交代が続くダウニング街ですが、
首相官邸（No.10）には「主が変わっても決して変
わらない公務員」がいます。それが、公式の役職名を
持つ「首相官邸ネズミ捕獲長（Chief Mouser）」の
猫、ラリー（Larry）です。
・2011年の就任以来、彼はキャメロン首相、メイ首
相、ジョンソン首相、トラス首相、スナク首相、ス
ターマー首相、そして2026年7月に誕生したバーナ
ム首相にいたるまで、激動の英国政治を見つめ続け、
実に7代もの首相に仕えてきました。
・ちなみに、彼のお給料であるキャットフードは、官
邸職員たちの自発的な寄付で賄われています。

写真4　首相官邸ネズミ捕獲長の猫のラリー

コラム1 官邸の猫ラリーについて
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るHMトレジャリー（His Majesty’s Treasury, HMT, 
国王陛下の財務省）の歴史に由来します。もともと、
12世紀から近世にかけてイングランドの国家財政は
財務府（The Exchequer）が担当していました（名
前の由来は、チェスの盤の模様（chequer）のカウン
ターで帳簿をつけていたこと）。この財務府の最高責
任者は当初は大法官でしたが、後に補佐役であった財
務大臣（Chancellor of the Exchequer）が担うよう
になりました。

（ ２）16世 紀 エ リ ザ ベ ス1世 の 統 治 時 代 に、HM 
Treasuryが財務府から分離・設置され、第一大蔵卿
のもとで国家財政を担うようになりました。さらに
1721年に第一大蔵卿（First Lord of the Treasury）
となったロバート・ウォールポールが与党を統制し閣
議を主宰し、議会の支持を背景に政治を行って実質的
に首相となると（責任内閣制の始まりとされます）、
第二大蔵卿であった財務大臣（Chancellor of the 
Exchequer）がHMTの常任大臣となりました。なお、
その後にピットの財政改革を経て、財務に関する権能
はHMTに集中し、財務府の組織は形骸化して1834
年に廃止されました。

（３）財務大臣が議会で新しい予算案を発表する日
（例年秋の10月頃）を「Budget Day」と呼びます。
財務大臣は、首相官邸（No.10）のすぐ横にある財務
大臣公邸（No.11）から「赤色の古い革製のカバン

（Budget）」に予算書を入れて、徒歩5分ほどの距離
にある議会（ウェストミンスター）に持ち込みます。
Budgetという単語は「小さな袋」を意味するフラン
ス語に由来します。

（４）現バーナム政権での財務大臣はヒーリー財務大
臣です。前スターマー政権では国防大臣を務めていま
したが、厳しい安全保障状況の下で国防予算の増強を
主張し、HMTと対峙し2026年6月に国防大臣を辞任
しました。ヒーリー財務大臣が今度は財政運営の責任
者となったことで、国防費を含む重要政策への資源配
分と財政規律をいかに両立するのかが注目されていま
す。ヒーリー氏が財務大臣に任命されたことはサプラ
イズとして受け止められましたが、ヒーリー財務大臣
は秋の予算編成にあたっては財政規律を遵守すること
を明示しています。

写真5　英国財務省

写真6　リーブス前財務大臣

写真7　ヒーリー財務大臣

 6 6 イングランド銀行について
（１）イングランド銀行（BOE）は、ルイ14世率いる
フランスとイングランドを含む欧州諸国との戦争であ
る大同盟戦争の戦費調達のため、1694年に設立されま
した。その際BOEは120万ポンドの資本金を公募し、
同額を政府に長期融資しました。政府はその見返りに
年利8％と4,000ポンドの管理手数料を支払い、紙幣発
行権限をBOEに授けました。BOEは公募開始からわず
か12日間で目標の120万ポンドを集め、戦争で財政破
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・2022年に誕生したリズ・トラス政権は、英国政
治史の中で短命でありながら、金融市場に大きな混乱
をもたらした政権として知られています。トラス首相
は、エネルギー危機と高インフレが同時進行する厳し
い状況で就任し、「成長最優先」を掲げて大規模減税
と規制緩和を中心とする経済政策を打ち出しました。
その象徴が、クワーテング財務大臣が発表した「ミニ
予算（Mini-Budget）」で、法人税引き上げの撤回や
高所得者向け所得税の減税など、総額450億ポンド
規模の減税を含む内容でした。しかし、財源の説明が
不十分で、歳出削減や財政再建の計画も示されず、独
立財政監督機関である予算責任庁（OBR）との調整
も行われなかったため、市場は「財政規律の喪失」と
受け止めました。

・この結果、英国の金融市場は急速に混乱し、いわ
ゆる「トラス・ショック」が発生しました。ポンドは
急落し、英国国債の利回りが急上昇、特に長期金利の
急騰は年金基金の投資戦略を直撃し、資金繰り危機が
発生しました。イングランド銀行（BOE）は市場安
定のため緊急の国債買い入れを実施し、金融システム
の崩壊を防ぐ対応に追われました。市場の不信感は政
権への支持を急速に失わせ、トラス首相は政策の撤回
を余儀なくされました。財務大臣は交代し、後任のハ
ント財務大臣がミニ予算の大部分を取り消して財政規
律の回復を宣言しましたが、政権への信頼は戻らず、
トラス首相は就任からわずか49日で辞任し、英国史
上最短の在任期間となりました。

コラム2 トラス・ショックについて

・英国の消費税であるVAT（付加価値税）は、
1973年に英国がECに加盟した際に導入されました。
それ以前は第二次世界大戦中から「購買税（Purchase 
Tax）」が使われており、商品の贅沢度に応じて最大
100％まで税率が変動する複雑な制度でした。EC加
盟に伴い購買税は廃止され、VATが標準税率10％で
始まり、その後の財政事情や政権交代を経て税率は引
き上げられ、2011年以降は標準税率20％が維持さ
れています。一方で、食品や子ども服など生活必需品
には現在もゼロ税率（0％）が適用されています。
・英国では、財務大臣が「1968年暫定徴税法」に基

づき、議会の正式な法案成立を待たずに税率を暫定
的に変更できる仕組みがあります。2008年のリーマ
ンショックでは標準税率が17.5％から15％へ引き下
げられ、2020年のコロナ禍では外食産業のVATが特
例的に引き下げられました。
・コロナ禍での特例措置は段階的に行われ、まず
2020年7月から2021年9月まで外食のVATが
20％から5％へ引き下げられました。その後、激変
緩和のため、2021年10月から2022年3月までは
12.5％に特例的に設定され、2022年4月に特例措置
が終了して通常の20％へ戻りました。

コラム3 英国のVATについて

・英国の税制には、生活に直接影響を与えたユニーク
な歴史的な税が数多く存在します。代表的なものが
1696年に導入された「窓税」で、家の窓の数に応じて
課税する仕組みでした。当時は所得を正確に把握する
ことが難しく、窓の多さが富の象徴とみなされたため
です。この税の影響で、多くの家が窓をレンガで塞ぎ、
現在でもロンドンや地方都市の古い建物に「塞がれた
窓」が残っています。窓税は1851年に廃止されました。
・同様に、1662年に導入された「暖炉税」は、家の
暖炉の数に応じて課税する仕組みで、課税官が暖炉の

数を確認するために家の中へ立ち入る必要があり、
プライバシー侵害として国民の強い反発を招きまし
た。これが「最も嫌われた税」と呼ばれる理由で、最
終的に1689年に廃止されました。
・さらに、建築用レンガに課税する「レンガ税」
（1784～1850）も存在し、税負担を減らすためにレ
ンガを巨大化させる工夫が行われました。その結果、
18～19世紀の建物には異様に大きなレンガが使われ
ている例が残っています。

コラム4 英国のユニークな税金について
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綻直前であったイングランドを救いました。このとき
投資家たちがイングランド政府にお金を貸した証明書

（領収書）が、のちのポンド紙幣の原型となりました。
（２）1997年に、労働党のブレア政権の下でBOEの
金融政策決定権が政府から独立し、政策金利の決定権
は財務省（HMT）からBOEに移りました（BOEの金
融政策決定権の独立は、前保守党政権下で決められて
いました）。その際、従来国債管理政策に関する権限
と責任はBOEが有していましたが、仮に金融政策決
定権を有するBOEが国債発行・管理を行えば、利回
りについて利益相反になりうるとの懸念から、1998
年4月にHMTの下に国債管理庁（DMO）が設立さ
れ、政府の借入と債務管理を担うこととなりました。

（３）BOEには「スレッドニードルの老婦人」という
ニックネームがあります。これはBOEが1734年以来

「スレッドニードル通り」に所在していることや、
1797年にナポレオン戦争により銀行の金塊が底をつき
かけてお札の金による払い戻しをストップしたことが
あり、これが当時の風刺画で「金塊を奪われないよう
に抵抗するお婆さん」として描かれたことに由来しま
す。なお、BOEの金庫には世界中から預かった約40
万本の純金バーが眠っており、これはニューヨーク連
邦準備銀行に次ぐ量の金塊の保管庫となっています。

（４）なお、イングランド銀行以外にも、スコットラ
ンドや北アイルランドでは商業銀行の中に紙幣（ス
コットランド紙幣・北アイルランド紙幣）を発行でき
る銀行があります（イングランド銀行券などの資産保
有の裏付けが必要）。ウェールズには紙幣発行権限の
ある銀行は存在しません。

写真8　イングランド銀行

 7 7 シティ・オブ・ロンドンについて
・ロンドンはニューヨークに次ぐ国際金融センターで
あり、その中心で行政区かつ金融ギルドでもあるシ
ティ・オブ・ロンドン（シティ）について説明しま
す。シティ・オブ・ロンドンは、ロンドン（広域行政
区域であるグレーター・ロンドン）の中心部に位置す
る特別な自治区域で、約1マイル四方（1マイルは約
1.6km）の面積から「スクエア・マイル」とも呼ばれ
ます。このシティは、ロンドンの名前の由来にもなっ
た、ローマ時代の都市ロンディニウムが起源です。
・行政はCity of London Corporationが担い、ロン
ドン市長（Lord Mayor）が統治します。人口は約1
万弱である一方、金融機関が集中し約30万以上の
人々が働く世界有数の金融・会計・法律分野の中心地
です。ロンドン証券取引所、イングランド銀行、世界
有数の保険市場であるロイズなどが集まっています。
なお、日本の金融機関は英国で約1万2千名程度の雇
用を行っており、一定の存在感を持っています。
・現在のロンドン市長はスーザン・ラングレー氏（女
性）であり、レディ・メイヤーと呼ばれます。ロンド
ン市長は金融都市シティを代表する特命大使であり、
国内外でのシティのプレゼンス強化を行います。給
与・経費はゼロであり、任期は1年で毎年交代し、現
在697代目となっています。
・中世以来、シティの金融街は王室に莫大な資金を貸
し付けて戦争遂行など国家財政を支えてきました。そ
の見返りとしてシティは独自の自治を与えられてきま
した。今でも国王が公式にシティを訪れる際には、伝
統的にロンドン市長がシティの門を開くなど、その歴
史が垣間見られます。

 8 8  その他ロンドンで生活していて 
気づくことなど

（１） ロンドンの決済方法と英国コインの伝統
について

・ロンドンでは、日常生活のほぼすべての場面でキャッ
シュレス決済が主流となっています。スーパー、レス
トラン、カフェ、バス、地下鉄に至るまで、クレジッ
トカードやデビットカード、スマートフォン決済が一
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般的に使われています。特にロンドン交通局（TfL）は
早くから非接触決済を導入しており、地下鉄やバスで
はカードやスマホを改札にタップするだけで乗車でき
ます。現金を使う場面はほとんどなく、観光客でもカー
ドさえあれば問題なく生活できます。僕が現金を使う
のは、子供の小学校（地元の公立小学校）でたまに寄
付のために子供に数ポンドを持たせるときだけです。
・ロンドンでは、現金を扱わない店舗も増えていま
す。治安面の理由や、レジ処理の効率化、従業員の負
担軽減などが背景にあり、「Card Only」と掲示する
店が珍しくありません。特に若い世代はほぼ現金を持
ち歩かず、財布ではなくスマホだけで外出することも
一般的です。
・一方で、英国の硬貨にはユニークな伝統がありま

す。英国のコインに刻まれる国王（または女王）の横
顔は、代々向きが反対になるという慣習です。これは
17世紀のチャールズ2世の時代から続く伝統で、王
の肖像を左右交互にすることで「新しい時代の到来」
を象徴するとされています。例えば、エリザベス2世
は右向きでしたが、現在のチャールズ3世のコインは
左向きになっています。
・この伝統は法律で定められているわけではなく、英
国造幣局（Royal Mint）が歴史的慣習として守って
いるものです。王の向きが変わることで、英国民は

「新しい君主の時代が始まった」と実感することがで
き、コインが歴史の節目を象徴する役割を果たしてい
ます。なお、イングランド銀行が発行する紙幣は肖像
の向きが固定されています。

・ロンドンのシティにあるロイズ（Lloyd’s of 
London）は、世界最大級の保険市場であり、海上保
険や特殊リスク保険の分野で中心的な役割を果たし
ています。ロイズは一般的な保険会社ではなく、複数
の保険引受組織（シンジケート）が集まる「市場」で
あり、世界中のブローカーが複雑なリスクを持ち込
み、シンジケートがそれを分担して引き受ける仕組み
となっています。
・ロイズの起源は1688年頃、ロンドンの「エドワー
ド・ロイドのコーヒーハウス」にあります。船主や商
人が航海情報を交換する場として発展し、やがて「ど
の船のリスクを誰が引き受けるか」を決める海上保険
の中心地となりました。ロイド氏自身は保険業者では
なく、情報交換の場を提供した店主であった点が特徴
です。
・ロイズの保険引受は長く「ネーム（Names）」と呼
ばれる個人出資者が担ってきました。ネームは無限責
任でリスクを負う仕組みであり、高い利益を得られる
一方、巨大災害が起きれば莫大な損失を被る可能性が
ありました。20世紀後半のアスベスト訴訟などを経
て、現在は法人中心の有限責任へ移行しています。
・ロイズには独特の伝統が多くあります。重大な海難
事故が起きた際に鳴らされる「ルーティン・ベル」
や、著名人の身体の一部（俳優の顔やサッカー選手の
足）に対する保険を引き受ける慣習などが知られてい
ます。また、ロイズの建物はリチャード・ロジャース
設計の建築で、配管やエレベーターを外側に配置した
特徴的な構造です。

・ロイズは海上保険、航空保険、自然災害、テロ、
サイバー攻撃、宇宙産業など、通常の保険会社では扱
いにくい複雑なリスクを引き受けていて、300年以
上にわたり、国際経済を支える「リスクの最後の砦」
として重要な役割を果たしています。

写真9　ロイズの建物

コラム5 保険市場ロイズ（Lloyd’s of London）について

	 62 ファイナンス　2026 Sep.

連
載
海
外 

ウ
ォ
ッ
チ
ャ
ー

14_P56-65_Kaigaiwatcher_01.indd   6214_P56-65_Kaigaiwatcher_01.indd   62 2026/09/09   9:56:542026/09/09   9:56:54



（２）ロンドンの気候について
・ロンドンは北緯50度に位置し、北海道稚内市より
も北にありますが、大西洋の暖流の影響もあり、冬の
寒さは肌感覚として東京とあまり変わらない印象です

（年に1～2回程度雪が降る）。夏は例年、最高気温が
20～30度程度であり比較的過ごしやすいですが、
2026年はヨーロッパが猛暑に見舞われ、ロンドンも
8月には38度に迫るなど厳しい夏となりました。ロ
ンドンの伝統的な家や学校・地下鉄・バスにはクー
ラーがなく、扇風機で暑さをしのいでいます。
・なお、2026年6月は観測史上2番目に暑い6月でし
た。経済への影響としては、小売業者やレジャー業者
にとっては追い風となる一方で、建設業や、熱波のた
め休校にもなった学校教育分野ではマイナス要因とな
りました。

（３）英国の移民事情について
・イングランド及びウェールズで生まれた赤ちゃんの
名前ランキングの男子1位は、2年連続で「Muhammad」

（ムハンマド）君となっており、イスラム教徒の移民2

世・3世の増加が浮き彫りになっています。
・僕はロンドン西部のアクトンという、日本人学校や
日本人向け病院のある地域で暮らしています。ロンド
ンの中でも日本人が多い地域ではありますが、同時に
世界各国出身のイスラム教徒の方々も多い地域です。
子どもは地元の公立小学校に通っていますが、多くの
生徒はイスラム教徒であり、学校の給食も100％ハラ
ル対応となっています。
・2025年9月にはロンドン中心部で15万人を超える
反移民デモが行われ、カウンター・デモに約5,000人
が集まり、双方を引き離すために出動した警官が26
名負傷しました。この事態を受け、当時のスターマー
首相は「英国国旗は多様の象徴であり、英国国旗を暴
力と分断のシンボルにしようとしている勢力に決して
明け渡さない」と宣言しています。

（４）英国のアルコール事情について
・英国では現在、若者の飲酒離れが進み、伝統的なパ
ブ文化が大きく変化していす。若者世代を中心に健康
志向の高まりやメンタルヘルスへの配慮、さらに物価

・1904～1905年の日露戦争で日本が深刻な資金不足
に陥った際、当時日本銀行副総裁だった高橋是清らが
英国の金融街シティに渡り、巨額の外債発行を成し遂
げました。日本は開戦直後から戦費が不足し、武器や軍
艦の購入には英国ポンドが不可欠でしたが、国内資金
だけではまかなえず、海外での資金調達が必須となり
ました。しかし英国政府は、財政支援は軍事同盟である
日英同盟の範囲を超えることなどを理由に日本への保
証を拒否し、ロンドンの投資家も日本の返済可能性に
疑念を抱いていたため、外債発行は困難な状況でした。
・こうした状況で高橋是清は、日本の財政状況や関税
収入を担保にした返済計画等を丁寧に投資家に説明し
ました。当時ロシアの国力が日本の数倍であることか
ら市場は慎重でしたが、高橋是清は香港上海銀行やロ
ンドンの銀行家たちと粘り強く交渉を重ね、さらに
1905年にはニューヨークの金融家ジェイコブ・シフ
がロシアの反ユダヤ政策への反発から日本支援を表明
したことで状況は大きく転換しました。シフの支援は
ロンドン市場の信用を高め、日本は最終的に約13億円
（戦費約20億円の半分以上）を海外で調達することに
成功し、戦争継続の体制を整えることができました。

写真10　高橋是清

コラム6 高橋是清らの戦費調達について
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高が飲酒を控える理由になっています。その結果、パ
ブの経営は厳しくなり、家賃や人件費の上昇も重なっ
て、1日平均1件以上のパブが閉店する状況が続いて
います。
・一方で、英国の酒類市場が一律に縮小しているわけ
ではなく、クラフトビールなど質を楽しむ消費は根強
く残っています。日本酒は高級レストランを中心に人
気が高まり、英国の食文化の多様化とともに存在感を
増しています。日本のウイスキーが、プレミアムウイ
スキーとして高級店で販売されているのをよく見かけ
ます。また、日本の冷えたビールも最近はスーパーや
パブで広く流通しています。
・なお、英国では健康志向も相まって、日本食レスト
ランは増加していて（ロンドンで約900店舗程、英国
全土で約1800軒程度）、最近は抹茶やおにぎりもブー
ムとなっています。

（５） 英国を構成する4つの国（Countries 
within a country）について

・英国で生活しているとフットボールやラグビーの応
援では「イギリス」というチームがでてきません。僕
の子供は2026年ワールドカップでは日本代表やイン
グランド代表を応援していました。また遊びで使うラ
グビーボールはウェールズのチームのものを使用して
います。僕が普段よく食べるビスケットにはスコット
ランドの国旗がついています。英国で生活すると「イ
ギリス」だけでなく、それを構成しているイングラン
ド・ウェールズ・スコットランド・北アイルランドを
意識することが多く、この寄稿の最後に、その成り立
ちについて歴史を説明します。
・現在の英国の地域には古代からケルト人が住み、後
にローマ帝国がイングランドとウェールズを支配しま
したが、スコットランドやアイルランドにはローマの勢
力が及ばず、それぞれ独自の王国と文化を発展させて
いきました。ローマ撤退後、イングランドではアング
ロ・サクソン系の複数王国が台頭し、スコットランド
ではゲール系とピクト系の王国が統合されてスコット
ランド王国が成立しました。ウェールズやアイルラン
ドでも複数のケルト系王国が存在し、現在の英国地域
は長く多様な政治体が並立する状態が続いていました。
・13世紀にはイングランド王エドワード1世がウェー

ルズを征服し、ウェールズはイングランドの支配下に
置かれました。これによりイングランドは島内で最も
強い勢力となりました。このときエドワード1世は、
反発するウェールズの人々をなだめるため、「ウェー
ルズ生まれで、英語をまったく話さない者を次のプリ
ンス（君主）にする」と約束し、現地の城で生まれた
ばかりの自分の息子（のちのエドワード2世）を連れ
てきて「この子こそが新しいプリンス・オブ・ウェー
ルズだ」と宣言しました。これが由来となり、現代で
も「次期英国王（皇太子）」にこの称号が与えられる
伝統が続いています（現在はチャールズ3世の長男
ウィリアム王子がプリンス・オブ・ウェールズの称号
を保有）。その後、ウェールズはイングランドの法律
や仕組みに統合されていきましたが、独自の言葉や文
化は今も大切に守られています。
・1603年にはイングランド女王エリザベス1世が後
継者を残さずに死去し、スコットランド王ジェームズ
6世がイングランド王位を継承して両国の王を兼ねる
同君連合が成立しました。両国は依然として別々の議
会と法律を持っていましたが、王を共有することで統
合への基盤が築かれました。1707年にはスコットラ
ンドの財政危機を背景にイングランドとの交渉が進
み、「連合法」により両国は正式に統合され、単一国
家であるグレートブリテン王国が誕生しました。これ
が現在の英国の中心的な枠組みとなっています。
・18世紀末のアイルランドでの反乱を制圧する形で、
1801年にアイルランドを加えた「連合王国」が成立し
ました。イングランド・スコットランド・ウェールズ・
アイルランドが一体となり、英国はグレートブリテン
島とアイルランド島全体を包括する国家となりました。
・しかし第一次世界大戦後、アイルランド独立運動が
激化し、1921年の英愛条約によりアイルランドの大部
分が独立しました。北部の6州は宗教的・政治的理由
から英国残留を選び、北アイルランドとして英国の構
成国に残りました。こうして、イングランド・スコッ
トランド・ウェールズ・北アイルランドの4つが構成
国となる現在の英国が成立しました。各国は独自の文
化や制度を保ちながら、外交・防衛などは英国政府が
一体で運営する「連合王国」として存在しています。
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写真11　英国地図

写真12　5つの国旗
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財務総合政策研究所
Ministry of Finance, Policy Research Institute

はじめに
皆さん、こんにちは。生物学者の福岡伸一と申します。
このような形で財務省の幹部の皆様と交流する機会

をいただきまして、大変光栄に思います。天下国家を
論じている皆さんに、どれぐらい有意義なお話ができ
るか、あまり自信がありませんけれども、少しでも何
かヒントになるようなことを伝えられれば幸いです。

EXPO2025大阪・関西万博「いの
ち動的平衡館」
１．いのち動的平衡館

去年、大阪で開催されたEXPO2025大阪・関西万
博において、「いのち動的平衡館」というパビリオン
で「いのちとはどういうものか」というメッセージを
発信いたしました。万博のテーマが「いのち輝く未来
社会のデザイン」ということだったので、いのちとい
うのは一体何なのかを生物学の視点から見つめ直しま
した。

今、世界が分断したり、格差が広がったり、様々な
文化や国と国との衝突、あるいは宗教の衝突がある中
で、基盤となる考え方をどこに求めればいいのかとい
う問いがあります。そこで、「生命現象が本来的に
持っているあり方に学ぶ」すなわち、「いのちに学ぶ」
ということが一つのスタンダードになるのではないか
と考えて、このパビリオンを作りました。

パビリオンの外観はふわりとした一枚の膜が大地に
降り立ったような形をしていて、直径は約30mあり
ます。内部には一本も柱がなく、自分の力で立ち上

がっているという、細胞膜のような生命的な建築を目
指しました。

中に入ると、暗がりが広がっていて、ドーナツ状の
直径10mほどの立体LEDシアターになっています。
その周りを100人程が焚き火を取り囲むようにして、
生命38億年のドラマを見ていただく、という仕掛け
になっています。生命とは何か、生きることの意味
を、世界初公開の光のインスタレーションで皆さんに
体感していただきました。

万博は半年ほど開催されたのですけれども、およそ
50万人の方が来場されました。

２．パビリオンのキーワード「動的平衡」
パビリオンのキーワードになっている「動的平衡」

が、私の生命哲学のキーワードになっています。
もともと私は、分子生物学という、細胞をすり潰し

て、その中からDNAを取り出して、その遺伝子配列を
調べるといった、非常にミクロな部分の研究者として
生物学をスタートさせました。それを10年、20年と一
生懸命研究していたのですが、結局、生命をどんどん
分けていって、要素還元論的に非常にミクロなレベル
に追求していったとしても、精妙なメカニズムは判明
するのですけれども、生命全体のことは何もわからな
いじゃないか、という地点に達しました。もう少し生命
全体を捉え直す必要があるな、と考えて、この実験生
物学から理論生物学へ、すなわち、メタ視点に立つよ
うな観点から生命を研究しようと思ったわけです。

その時に、生命が持っている一番大事なポイントは
何かというと、「絶えず動きながらも、変わらないで
いられる、そういう状態が生命を生命たらしめてい

令和8年6月8日（月）開催

令和8年度職員 
トップセミナー

福岡  伸一福岡  伸一 氏 氏
（生物学者、作家）（生物学者、作家）

生命を捉えなおす 生命を捉えなおす 
～動的平衡の視点から～～動的平衡の視点から～

演題

講師
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る」ということであると考えました。こうして「動的
平衡」という四文字熟語を編み出し、これを中心に考
えていこうということになったわけです。

環境から物質やエネルギーや情報が、我々の体に流
れ込んできます。しかし、我々の体は、固体というよ
りは流体のようなもので、流れ込んできた様々な物質
を使って、一瞬のエフェクトとして、生命を立ち上げ
ているわけです。そして、それはまた環境へと流れ出
て、環境の大きな流れの中に入っていく。さらにそこ
で終わりではなく、また別の生命体のところへと受け
渡されて、そこで新しい動的平衡を立ち上げて、生命
現象をつくる。それが地球上でぐるぐる回っている。
これが動的平衡のコンセプトです。

ルドルフ・シェーンハイマーの研究
１． 動的平衡は古くから連綿と流れてきた生命

観
この動的平衡というのは、私がゼロから作り出した

概念ではなく、生物学の中に古くから連綿と流れてき
た一つの生命観です。もちろん、近代科学における生
命観は、機械論的に生命をメカニズムとして解析し
て、そのミクロなパーツである遺伝子やタンパク質を
調べていくというアプローチが主流です。しかし、そ
うではなくて、流れとして生命を見よう、という考え
方も続いていたわけです。その一人がルドルフ・
シェーンハイマー（Rudolph Schoenheimer）とい
う人でした。

今から100年ぐらい前に研究していた科学者です
が、今ではすっかり忘れ去られてしまった存在です。
教科書に名前が載っているような研究者ではありませ
んし、ノーベル賞を受賞したとか、大きな学派を築い
て多くの弟子を抱えたというような、いわゆる著名な
学者でもありません。それどころか、43歳という若
さで謎の自殺を遂げています。こうした事情もあっ
て、現在ではその名前はすっかり忘れ去られ、研究成
果も膨大な学術雑誌のバックナンバーの中に埋もれて
しまっています。

しかし、私にとっては、彼こそが、動的平衡という
コンセプトに気づかせてくれたヒーロー、偉大なる人
物なのです。

２．食べるとはどういうことか
では、シェーンハイマーは一体何をどう研究したの

かについて駆け足でお話ししたいと思います。
彼の問いは非常にシンプルです。ネズミにしろ、人

間にしろ、日々何かを食べていかなければいけません
よね。この「食べ物を食べる」というのは、一体どうい
うことなのか、ということを根本的に問い直したのです。

彼が生きた、今から100年前の時代も、メカニズム
思考、あるいは機械論的な生命観というのはもう主流
になっていて、「食べ物を食べるという行為は、単純
に自動車とガソリンの関係、すなわち内燃機関とエネ
ルギー源の関係だ」と、理解されていました。

自動車を動かすためには必ずガソリンが必要で、ガ
ソリンはエンジンの中で燃やされ、そのことによって
発生する熱エネルギーが機械エネルギーに変換され
て、自動車は動く。仕事をするとエネルギーは消費さ
れてしまうので、また新たなガソリンを補給して、自
動車は動き続ける、というわけです。

それと同じように、食べ物は生命体にとってエネル
ギー源であり、これを食べると、ガソリンのように爆
発的ではないにせよ、細胞の中でゆっくり燃焼、つま
り酸化されて、そこから熱が発生する。その熱は体温
になったり、あるいは運動の機械的なエネルギーに
なったり、また一部は化学エネルギーに変換されて代
謝のために使われる。それは消費されてしまうと消え
てしまうし、燃えかすは二酸化炭素となって体外に排
出されるので、また新たな食べ物が必要になる、とい
うふうに考えられていました。

３．体内へのinと体外へのoutが一致するのか
シェーンハイマーは「それは確かにそうかもしれな

いけれども、もしそうだったら、収支がきちんと合っ
ている必要がある。」と考えました。つまり、食べ物
を食べると、その食べ物に含まれている炭素原子は過
不足なく燃やされるはずであり、燃やされるというこ
とは炭素が酸素と結びつくことですから、100粒の炭
素がもし体の中に入っていけば、100粒の二酸化炭素
となって、燃えかすが外に出ていかなければいけな
い。そのinとoutの収支をきちんと見極めない限り、
食べたものがエネルギーとして生命活動を支えている
ことを言明できないのではないかと考えたわけです。
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近代科学は生命をどんどん細かく分けてきて、我々
の体は細胞からできており、細胞は分子からできてい
て、分子は炭素・窒素・水素・酸素といった原子から
できている、いわば「粒々の集まり」である、という
ことは皆が知っていました。一方で、食べ物も、植物
性であれ動物性であれ、他の生物の体の一部をいただ
いてきたものですから、これもまた原子の集合体とい
うことになります。

ですから、仮に100粒の炭素原子を食べると、それ
が体の中で燃やされて、100粒の二酸化炭素となって
出ていくはずであり、そのinとoutの収支が合ってい
るかどうかを調べる必要があるわけです。

このinとoutの収支が合っているかどうかというこ
とを調べるためには、一つ非常に困難な問題がありま
した。それは今、食べられようとしている食べ物の炭
素原子や窒素原子に「何らかの印」を付けておく必要
があるということです。体の中の原子と食べ物の原子
は本質的に同じものですから、両者が混じり合うと、
どの粒子が食べたもので、どの粒子がもともと体に
あったものかがわからなくなり、収支が取れなくなっ
てしまうのです。

ですから、この実験をするためには、何らかの方法
で食べる方の原子に標識を付けておかないと追跡でき
ないわけです。しかし、今から100年前の科学的状況
では、原子の一粒一粒に標識を付けて追跡していくと
いうようなことは、誰一人思いもよらなかったのです。

４． 同位体を利用して食物構成原子に標識を付
ける

ところが、シェーンハイマーは、原子には同位体が
あり、これを利用すると標識を付けることができると
いうアイデアを思いついたのです。

例えば、炭素は、我々の体を作っている炭素や吐い
た息に含まれている二酸化炭素など地球上にいろんな
形で存在しています。その炭素の99.99％は「炭素
12」という炭素固有の質量数が12という数で表され
る炭素なのです。

一方、ごくわずかだけ、自然界に重い炭素が存在し
ます。その炭素は13とか14という質量数を持ってい
ます。炭素が少し重いだけなので、それは目にも見え
ませんし、味や匂い、栄養価にも影響を及ぼさない。

ですから、ネズミや人間が見ても普通の食べ物にしか
見えないわけです。ところが、質量分析計という特別
な装置を使うと、普通の炭素12と重い炭素13は識別
することができる。そこで、その重い炭素を使って、
食べ物の方の炭素原子に目印をつけて、これを食べさ
せれば、本当に体の中で酸素と結びついて二酸化炭素
となって排出されるのかどうかを追跡できるわけです。

これを使って彼は、食べ物が食べられたらどうなる
か、本当にガソリンと同じように燃やされるのかどう
か、ネズミを使って調べてみました。

そうすると、非常に意外な結果が分かりました。食
べ物の原子、すなわち標識した原子の半分以上は燃や
されずに、ネズミの体のしっぽの中や、筋肉の中、骨
の中など、いろいろなところに散らばり、ネズミの体と
一体化してしまったのです。ネズミの体に溶け込んで
いってしまいました。これは、ガソリンと自動車の例え
で言うと、ガソリンの成分が車の中に入ると、タイヤ
の一部になったり、ハンドルの一部になったり、座席
の一部になったりしている、ということになります。

しかし、そんなことは自動車とガソリンの関係では
起こっていないわけですから、食べ物は燃やされるの
ではなく、ネズミの体の一部に成り代わってしまっ
た、ということになります。

彼はこの実験を非常に厳密に行っておりまして、標
識物を食べさせる前のネズミの体重を測り、その後、
標識物を食べて、それが体の中に蓄積されていく過程
をずっと追跡していきました。新しい原子が体の中に蓄
積されるので、当然体重が増えていくはずなのですけ
れども、体重は1gも増えていませんでした。さらに、
このネズミから出てくるあらゆるものを密封状態で回収
して、この標識物がどこへ行くのかを調べていきました。
糞や尿といった排泄物、それから毛や皮膚の剝落物、
さらには呼気、つまり吐いた息の中の二酸化炭素につ
いても、標識物が含まれているかどうかを調べました。

彼は「ネズミの体重は変わってないのに、体の中に
標識物が増えている」という不思議な現象を目の当た
りにしたわけです。

５．合成・分解の流れを止めないために食べる
そこで、彼はこの結果を次のように考察しました。
食べ物を食べるという行為は、自動車がガソリンを得
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て燃焼させるようなものではなくて、「自分自身の体を
入れ替えている、取り替えている」ということである。

体重が変わらないのは、この時点でネズミの体をつ
くっていた原子や分子が燃焼されたり、分解されたり
して捨てられたためである。

つまり、食べ物を食べるという行為は、自分の体を入
れ替えていて、自分の体は絶えず合成と分解を繰り返
していて、その流れを止めないために食べ物を食べる。
そして、食べ物の原子や分子は、直ちに自分の細胞や
組織の一部に入れ替わっていっている。こういう流れ
が、常に「生きている」ということの中を通過している。

これは、絶えず環境から食べ物という形で様々な分
子が生物体の中に流れてきて、一瞬ネズミの形、ある
いは人間の形がつくり出されるのですが、それは流れ
の中に現れている一瞬のエフェクトであり、やがてそ
れは流れ出ていってしまう、ということです。

日本の古典「方丈記」の冒頭にある「ゆく河の流れ
は絶えずして、しかももとの水にあらず」と同じよう
に、流れの中にしか生命現象は存在しないということ
を、彼は明らかにしてくれたのです。

６．私たちの体はどんどん入れ替わっている
シェーンハイマーは、どの部位がどれぐらいの速度

で食べ物の原子や分子と入れ替わっているのかを個別
に調べていきました。

自分の体がどんどん入れ替わっているというのは、
例えば毛が生え変わるとか、爪が伸びるとかいう形で
実感できると思いますけれども、実は体のあらゆると
ころが、ものすごい速度で、食べ物の原子と入れ替
わっております。

昨日の私と今日の私は、物質レベルではすでにその
間に食べたものと交換されていますし、数ヶ月も経つ
とかなり変わってしまっている。一年も経つと、一年
前の私を作っていた物質的な基盤というのは、現在の
私を作っている物質的な基盤とすっかり入れ替わって
しまっていて、もう別人になっていると言っても過言
ではないわけです。

彼の実験によると、一番早く入れ替わっているの
は、消化管の上皮細胞、消化管の表面の細胞です。消
化管の細胞はだいたい2日～3日で捨てられていきま
す。でも、その2日～3日で食べた食べ物から新しく

作られた細胞が再配備されて並んでいます。
ですから、実は、ウンチの主成分というのは食べか

すが出ているのではないのです。自分自身の細胞が捨
てられて、出ていっているわけです。

動的平衡
１．動的平衡とは

では、「どうしてこんなに入れ替わっているにもか
かわらず、私は私でいられるのか」という疑問が湧い
てくると思うのですけれども、その前にこの動的平衡
という概念をここで整理しておきます。

シェーンハイマーの論文では「動的平衡」という言
葉 は 使 わ れ て お ら ず、 生 き て い る と い う の は

「Dynamic state」、つまり動的な状態にある、と表現
していました。

私はそれを一歩進めて、単なる状態ではなくて、絶
えずそのバランスが取り直され、作り直されていると
いう意味で、「Dynamic equilibrium（動的平衡）」と
いう言葉をここに当てはめました。equilibriumとい
うのは、イコール、つまり等しいという意味と、リブ
ラ、天秤という意味から来ている言葉です。

動的平衡というのは、作ることよりも壊すことを一
生懸命やっていて、壊しながら作り変えて、その材料
を絶えず食べ物から得ている、ということです。

２．変わらないために小さく変わり続ける
どうしてこのように一生懸命に自分自身を作り変え

ているのかというと、それは「変わらないために変わ
り続けている」と言えると思うのです。これはちょっ
と禅問答のように聞こえるかもしれませんが、激変し
てしまったり、死んでしまったりしないように、「絶
えず小さく変わり続けている」ということです。

大きく変わらないために小さく変わり続けている。
そして、分解と合成の絶え間ない均衡の上に、生命現
象というのは常に動的な状態としてバランスをとって
いるわけです。

だからこそ、生きているということは、代替可能性
があるわけです。何かが欠落したり、欠損したりして
も、それを補うようなピンチヒッターが絶えず供給さ
れます。どこか代謝経路が寸断されても、バイパスが
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できて、なんとか保つことができる。環境が変わって
も柔軟に適応できますし、栄養状態が変わっても可変
的に代謝を変えることができる。病気になっても回復
するし、怪我をしても修復できる。これらはすべて、
体が動的平衡状態を保っているからであり、生命が
持っているある種の柔らかさというか、レジリエンス
というのは、すべてこの動的平衡が支えているのです。

３．相補性
では、どうしてそんなに入れ替わっているのにもか

かわらず、ある種の自己同一性が保たれ、自分は自分
でいられるのでしょうか。脳細胞も中身はすごい速度
で入れ替わっている、動的平衡しているわけですけれ
ども、どうして記憶が保たれているのでしょうか。

これについても動的平衡の観点から説明することが
できます。

それは、体の中にある細胞と細胞、あるいは細胞の
中のタンパク質とタンパク質の関係というのは、部品
がそこに差し込まれているだけではなくて、常に相補
的な関係の上に成り立っています。つまり細胞と細胞
は、絶えずコミュニケーションしながら、前後左右上
下の細胞と相補的な、互いに他を支え合う関係にあり
ます。それはちょうどジグソーパズルのピースのよう
なものだと考えると分かりやすいと思います。仮に、
真ん中のピースが捨てられたとしても、周りにある八
つのピースが残っていれば、真ん中のピースの形と場
所が保存されますので、新しく作られたピースはそこ
にはまることができます。この関係性は、すべての
ピースの周辺にローカルに張り巡らされています。

私たちの体というのは一枚の非常に大きなジグソー
パズルの壁画のようなものであり、この相補性を保ち
ながら、絶えず小さく取り替えられているのです。
ピースは常に更新されながらも、全体の絵柄がそんな
に変わらないというのが、生命の動的平衡ということ
なのです。このパーツの相補性が、動的平衡の全体の
バランスを支えているということになります。

４．相補性＝利他性
この相補性は、細胞内や細胞同士だけに言えること

ではなくて、生態系全体にも言えることです。地球上
のいろいろな生物は、それぞれが相補的に他の生物を

支えながら自分も支えられています。それは、ある時
は、食う、食われるというような、食物連鎖網の結節
点にいるわけですけれども、それは、決して支配と被
支配の関係ではなく、相補的な関係なのです。

狼と羊の関係をみると、狼がいないと、羊が増えすぎ
て羊が食べる草を根絶やしにしてしまいます。だから、
一定の捕食者がいることは、羊のポピュレーションのバ
ランスを保っていることになるわけです。狼の方も羊を
食べ尽くしてしまうと、自分たちが自滅してしまうので、
ある一定の捕食量というのが決まっているわけです。

こういう相補的なネットワークが生態系全体を包ん
でいるので、相補性とは利他性であるということにな
るのです。すなわち、他の生命のために存在している
状態で絶えずつながれているということが、生命現象
であると言えるわけです。

生命38億年　三つの「利他的」革命
１．20世紀における利己的遺伝子論

生態系全体が利他性のネットワークによって支えら
れていることは、進化の歴史を見ても言えることで
す。これは私の万博パビリオンの一つの大きなテーマ
となっています。

20世紀においては「利己的遺伝子論」というものが
ありました。イギリスのリチャード・ドーキンス

（Clinton Richard Dawkins）という人が書いた「利己
的な遺伝子」という書物がベストセラーになりました。

つまり生命というのは、DNAの乗り物であって、
DNAは自分が増えることだけを考えている非常に利己
的な存在である、という考え方です。自分自身がコピー
できる、最適化できるように、生命もコントロールさ
れているし、あらゆることがDNAファーストになって
いる、というのが利己的遺伝子論だったわけです。

でも、この考え方は非常に一面的であると思いま
す。利己的であるはずの遺伝子の実態をよく見ると、
世代交代すると遺伝子はどんどん拡散し、希釈されて
いきますから、本当に利己的な主体というのは、どこ
にあるか見えなくなってしまうのです。

むしろ生命は利己的であるよりも利他的であると見
たほうが、より生命現象の進化の実態に即していると
私は考えています。
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２．進化の過程における三つの「利他的」革命
進化の中で非常に大きなイベントが3回程起こりま

した。その時どうしてその変化が起きたのかという
と、DNAの突然変異で起きたわけではなく、もう少
し上の細胞のレベルの利他的な協力によって大きな進
化が起こったのです。

第1の進化は、原核細胞が真核細胞になったことで
す。これは今から20億年ぐらい前に起こりました。
非常に単純な大腸菌のような細胞膜の中に裸のDNA
があるというのが原核細胞なのですけれども、それが
急に複雑化した細胞、真核細胞というものに変化した
のです。

複雑化した細胞では、細胞の中にミトコンドリアが
できたり、葉緑体ができたり、細胞核ができたりする
ようになります。細胞の中に分業体制、コンパートメ
ントができて、別々の反応を効率よく行う仕組みがで
きたのです。でも、これは急に突然変異でできたわけ
ではなくて、大きな原核細胞と小さな原核細胞が協力
して共生することによって、真核細胞ができたのです。

現在、私たちの細胞の中にあるミトコンドリアも、
もともとは独立した小さな細菌でした。エネルギーを
作る能力に優れていたため、大きな細胞の中に入り込
んだときに、エネルギーの余剰を提供する代わりに守
られるという共生関係が成立した結果、ミトコンドリ
アが生まれたわけです。実際、ミトコンドリアの中に
は今でも独自のDNAが残っていて、それは単独生活
していた時代の名残だと考えられています。

同様に、クロレラのような単独で光合成ができる小
さな微生物、原核細胞は、大きな原核細胞の中に取り
込まれることによって、細胞の中で守られながら光合
成をして、光合成産物を大きな細胞に与えるという協
力関係ができて、植物細胞の基礎ができました。

このように真核細胞ができた理由は、遺伝子が利己
的に振る舞った結果ではなくて、利他的な協力関係が
生まれたからできたのです。その時、非常に進化が大
きくジャンプして、現在の多様性の基礎をつくりました。

第2の変化は単細胞から多細胞への進化です。バラ
バラだった単細胞が増えながら一箇所にとどまって、
その細胞の塊の中で役割分担が生まれました。例えば、
表面にある酸素をたくさん得やすい細胞は皮膚の細胞
になり、内側の細胞は内臓や血液、骨の細胞になった

りするという分業体制が生まれたことによって、多細
胞生物が生まれ、生物が大型化したわけです。

これもまた、細胞が個別に利己的に振る舞うのでは
なくて、利他的に振る舞うことによって起きた大きな
進化のジャンプです。

第3の変化として、無性生殖から有性生殖ができた
というのも利他的な革命です。単に細胞が分裂しなが
ら増えているのではなく、雄と雌という性がつくられ、
両者が出会って協力しないと次の世代ができないとい
う「面倒くさいやり方」をわざわざ生み出したわけで
す。でも、この仕組みができたおかげで、遺伝子が
シャッフルされるようになって、多様性がより早く生み
出されることになり、進化が大きく推進されたのです。

38億年の生命の進化を眺め渡してみると、利己的な
遺伝子の振る舞いよりも、利他的な生物の協力があった
時ほど、大きな進化があることが見て取れるわけです。

このように「生命は利己的ではなく利他的だ」とい
うメッセージが生まれ、これが万博の私のパビリオン
のメッセージでもありました。

なぜ壊しつづけるのか
１． 生命には物質の下る坂を登ろうとする努力

がある
どうして私たちはそんなに一生懸命、自分自身を壊

しながら作り変えているのでしょうか。
もっと頑丈に、堅牢に作っておけば長持ちするので

はないか、よりサステナブルじゃないか、と思われる
かもしれませんが、実は、絶えず壊しながら作り変え
ていることこそ、サステナブルであることの一番大事
なポイントなのです。それが38億年間、一度も生命
現象が途切れることがなかった大きな理由なのです。
「壊す」ということは一体どういう意味を持ってい

るのでしょうか。今から100年程前に、フランスの哲
学者でアンリ・ベルクソン（Henri-Louis Bergson）
という人がおりました。彼は、生命現象の最も大事な
ことは何か、哲学的に考えた果てに、「生命には、物
質の下る坂を登ろうとする努力がある」と言っていま
す。「物質」つまり非生命体がゴロゴロと転がり落ち
てしまう坂を、生命だけが一生懸命に登り返そうとし
ている。その努力が生命を生命たらしめているのだ、
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と言ったわけです。
この表現は非常に素晴らしいと私は感じておりま

す。現代科学の言葉で言い直すと、「生命はエントロ
ピー増大の法則に抗している」になると思います。エ
ントロピー増大の法則というのが「物質の下る坂」の
ことです。エントロピーというのは、乱雑さという言
葉で訳される物理量で、形あるものは形が崩れる方向
にしか動かない、秩序あるものは秩序が崩れていく方
向にしか動かない、というものです。

例えば、どんなにきれいに掃除した部屋でも、少し
放っておくとすぐに散らかってしまう。どんなに壮麗
なピラミッドのような建築物も長い年月を経ると、風
化して砂に戻っていってしまう。熱いコーヒーも、油
断すると熱が拡散していき、冷めてしまう。これらは
すべてエントロピー増大の法則に沿ったことなので
す。時間もエントロピーが増大する方向にしか流れな
いというのが宇宙の大原則です。しかし、生命現象だ
けは、その秩序が非常に高い状態をなんとか保ってい
るわけです。細胞も常にエントロピー増大の法則が矢
のように降り注いできています。細胞膜は絶えず酸化
されようとしていますし、細胞の中には老廃物のタン
パク質が溜まっていこうとしていますし、二酸化炭素
の濃度が上がっていきますし、タンパク質は変性して
いこうとしていますし、いろいろなエントロピー増大
がどんどん起ころうとしているわけです。それをなん
とか食い止めているのが生命現象なわけです。

２．絶えず壊しながら、作る
では、どうやって食い止めているのかというと、そ

れが「絶えず壊しながら、作る」ということです。絶
えず壊しながら、エントロピーを捨て続けながら、
作っている、ということなのです。

生命現象は作ることよりも壊すことを実は優先して
いるのです。エントロピーが増大していくよりも先回
りして、率先して壊しているわけです。

これが「新陳代謝」と「動的平衡」の違いです。
「古いものが捨てられて、新しいものに置き換わる」
のが、新陳代謝ですが、動的平衡は、古いものでも新
しいものでも、どんどん率先して壊す。まだ使えるの
に、できたてほやほやのものでも壊して、エントロ
ピーが溜まるのを防いでいるわけです。

そして、その都度作り直しながら、全体として新し
い状態を保っている、というのが動的平衡の状態です。

３．壊されることを予定されて作られている
そのために生命現象においては、あらゆるものが、

あらかじめ壊されることを予定して作られているので
す。タンパク質は非常に柔軟なポリマーですけれど
も、どこからでも切断、分解して、アミノ酸に戻せる
ようになっています。アミノ酸はまたつなげ直すと、
新しいタンパク質になる。DNAやRNAのような核酸
も、ヌクレオチドというユニットにたやすく分解して
また作り直すことができる。細胞膜のような成分もそ
うです。なので、それは壊せるように、すぐにエント
ロピーを排出できるように作られていて、いつでも壊
して作り直すようにできているわけです。

人間だけが、この生命原則を忘れてしまって、なか
なか壊せないものを作ってしまったわけです。プラス
チックのような合成高分子が最たる例ですし、コンク
リートとか鉄のようなものもなかなか壊せないわけで
す。それがだんだん環境中に溜まって、環境に負荷を
かけてきています。

人間は利己的な考え方から少し利他的な考え方にシ
フトすべきだし、動的平衡に沿って物事を考えると、
あらかじめ壊すということを想定して、ものを作らな
ければいけないということが生命に学べるわけです。

４．利他性は過剰さの上に成り立っている
利他性というのは、100しかないところから、強制

的に10を寄付しなさい、と言っているのではありま
せん。生命現象というのは必ず運、不運があって、い
い時もあれば悪い時もある。いい時には、自分に必要
なリソースが100なのに、110とか120とか得られる
ことがあるわけです。その時余剰分の10とか20を誰
かに渡す。そうすると、また別の時に誰かから10と
か20がやってくる、というのが利他性の原理です。

例えば、洞窟に住むある種のコウモリは夜、洞窟か
ら出て行って、家畜などを吸血して明け方に帰ってく
る。集団の中では、たらふく血を吸うことができたコ
ウモリと運悪くあまり獲物に出会えず、お腹を空かせ
たまま帰ってくるコウモリがいます。そのとき、たく
さん食べたコウモリは過剰な血を吐き戻して、お腹が
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空いている仲間に分け与えます。分けてもらったコウ
モリは、別の時にたくさん食べることができたら、今
度は自分の余剰分をあげるのです。このように、利他
性というのは過剰さの上に成り立っているわけです。

環境の中で一番利他的に振る舞ってくれているのは
植物です。植物がもし利己的に振る舞って、自分に必
要なだけしか光合成をしなければ、動物や他の生物が
存立する余地は全くなかったわけです。植物が過剰に
光合成して、葉や実を虫や鳥に分け与えてくれるおか
げで、他の生物が存在する余地が生まれ、それがまた
食物連鎖で多様性をつくり出したのです。

基本的には生物は利他的に振る舞っています。とい
うのも、過剰に持つと、不利になるからです。過剰に
何かを溜め込みすぎると腐ってしまうし、移動の時に
も不利になるし、他の生物に狙われやすくなる。だか
ら、過剰なものは常に外に渡される。

ストックするよりも、絶えずフローに回して、その
フローが全体として動的平衡を保っている、というの
が生命の現実なのです。

死は最大の利他的行為である
動的平衡というのは、絶えず自分自身を壊し続け

て、エントロピーに抗い続けています。しかし、エン
トロピー増大の法則は宇宙の大法則ですから、一時的
に抗うことはできても、完全に打ち勝つことはできま
せん。徐々にエントロピー増大の法則に負けていかざ
るを得ない。それが老化ということですし、最後には
その法則に打ち負かされて、死を迎える。生命の有限
性はそこにあるわけです。

では、死とは一体どういうことなのか。万博のパビ
リオンではもう一つの物語として次のようにお示しし
ました。
「光の粒子が描く38億年の生命が絶えず移ろいゆく

流れの中で、利己ではなく、利他によってつながれて
きたいのち、その流れの中に私たちのいのちもまたある
のです。一方で、この宇宙には、あらゆるものは壊れ、
崩れていくというエントロピー増大の法則があります。
でも、生命は生きている間、一定の秩序やバランスを
保っているように見えます。とても不思議なことです。

私は動的平衡によってそれが説明できることに気が

つきました。
坂を転がり落ちる円の一部を開いて、一方の端を壊

し続け、もう一方の端を作り続けます。そして、合成
よりも分解を少しだけ多くすると、輪は下るはずの坂を
登り返していくのです。これが動的平衡の状態です。
しかも、合成よりも分解が少しだけ多いので、輪は徐々
に短くなり、やがては消えてしまいます。それはつまり、
生命がいつか必ず死を迎えることを意味しています。

いのちは有限であるからこそ輝きます。死は怖いこ
とでも虚しいことでもありません。死があるから新し
い生があり、進化が生まれます。死もまたいのちをつ
なぐ利他なのです。私たちのいのちは利他によって紡
がれてきた38億年の生命の流れの中にあるのです。」

このように、パビリオンのエピローグは、死という
ものを肯定的に捉えようというメッセージが込められ
ています。

生命の有限性というものは、動的平衡の帰結として
あるということ、そして死は最大の利他的な行為であ
るということです。これが連綿と紡がれてきて、今日
の私たちがあり、これからも引き継がれていくはずの
生命の物語なのです。

ご清聴ありがとうございました。

講師略歴

福岡  伸一（ふくおか  しんいち）
生物学者・作家

京都大学卒。米国ハーバード大学医学部博士研究員、京都大学助教
授などを経て青山学院大学教授、米国ロックフェラー大学客員教授。
大阪・関西万博（EXPO2025）テーマ事業「いのちを知る」プロ
デューサー。サントリー学芸賞を受賞し、90万部を超えるベストセ
ラーとなった『生物と無生物のあいだ』や『動的平衡』シリーズな
ど、“生命とは何か”を動的平衡論から問い直した著作を数多く発
表。大のフェルメール好きとしても知られ、世界中に散らばるフェ
ルメールの全作品を巡った旅の紀行『フェルメール 光の王国』『フェ
ルメール 隠された次元』を上梓。
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PRI  
Open Campus
～財務総研の研究・交流活動紹介～

財務総合政策研究所（以下「財務総研」）では、
2025年10月から2026年4月にかけて「日本の所得分
配・再分配に関する研究会」（以下「研究会」）を開催
しました。研究会では、マクロ経済学、ミクロ実証分
析、経済史、公共経済学など幅広い分野の有識者をお
招きし、多くのゲストスピーカーからの発表等も踏ま
えて、所得格差や再分配の現状について検討を行いま
した。特に、税務データ・統計データ・家計調査等を
活用しながら、日本社会における所得分配の実態と課
題について議論を行い、中長期的な観点から今後の政
策課題について検討を行いました。研究会での発表内
容や、それらを踏まえて取りまとめられた報告書は、
財務総研のウェブサイトに掲載されています＊1。また、
6月には、報告書の内容を紹介するとともに、有識者
の方々にコメントをいただくセミナーを開催しました。

今回のPRI Open Campusでは、このセミナーにお
いて紹介された報告書の内容と有識者のコメントを、

「ファイナンス」の読者の皆様にご紹介します。

１．研究会の目的
研究会は、特定の政策的立場を示すことではなく、

利用可能なデータや先行研究を整理し、中長期的な視
点から日本社会の政策上の課題を議論することを目的
としています。

こうした研究会を開催した背景には、近年、米国な
どにおいて、格差や分配を巡る問題への懸念が指摘さ
れていることがあります。公正な分配が実現されてい
るかどうか、また、そのことが社会の構成員の間で共
有されているかについては、十分な注意を払う必要が

＊1） https://www.mof.go.jp/pri/research/conference/fy2025/bunpai.html

あり、分配の公正性に対する認識が損なわれると、社
会の安定や制度に対する信頼にも影響を及ぼす可能性
があります。こうした観点から、分配のあり方は社会
の安定化に関わる重要な課題です。また、経済学の視
点からは、個人では抱えきれないリスクや、市場にお
いて十分な保険機能が働かないリスクに対して、適切
な再分配政策が講じられることが望ましいとされてい
ます。さらに、日本では「成長と分配の好循環」の実
現が、マクロ経済政策の方針として掲げられており、
分配政策と経済成長との関係についても関心が高まっ
ています。

以上から、現在の日本において、所得分配・再分配
がどのように機能しているのかを改めて確認すること
は重要です。また、近年はデータの利活用が進展する
中で、税務データの活用や、各種統計データをより丁
寧に利用した分析が進められ、所得分配の実態をより
詳細に分析できるようになっています。研究会では、
こうした新たなデータの活用可能性も踏まえながら、
日本の所得分配・再分配の実態を把握し、その現状と
課題についての整理を行いました。

２．研究会から得られた主な知見
研究会を通じて共有されるべき認識として、いくつ

かの重要な点が挙げられます。

（１）所得格差の現状
格差を測る代表的な指標は、所得に関するジニ係数

です。北尾早霧委員（アジア開発銀行研究所シニアエ
コノミスト）の報告で示されていた勤労世帯の所得ジ

財務総合政策研究所 総務研究部 前総括主任研究官　伊藤  秀則
財務総合政策研究所 総務研究部 研究員　松隈  拓人

「日本の所得分配・再分配に 
関する研究会」報告書について
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ニ係数を見ると、日本では2000年代以降はおおむね
横ばいで推移しており、大幅な所得格差の拡大は確認
されていません（図表1）。これは「経済財政白書」
においても繰り返し指摘されている点であり、世帯所
得の格差については、それほど大きく拡大していない
ことがこれまでも確認されております。また、前田佐
恵子氏（東京大学大学院経済学研究科特任研究員／内
閣府経済社会総合研究所特別研究員）による所得・消
費に関する5分位分析においても、おおむね同様の傾
向が示されています（図表2）。

図表1　世帯所得格差（ジニ係数）の推移

的であるという特徴を有する。 

図表1から読み取れる点は、分析期間全体を通じて、所得格差が長期的には拡大傾向にあ

るということである。ただし、その推移は単調に増加してきたわけではない。1980年代から

バブル期にかけて格差は比較的大きく拡大している一方、バブル崩壊後の1990年代におい

ては、緩やかな上昇が見られるものの、拡大幅は限定的である。2000年代以降、所得格差は

再び拡大し、近年においては高水準で推移している。直近の約10年間については、格差がさ

らに大きく拡大したというよりも、高止まりの状態にあると解釈するのが妥当である。 

 

図表1 等価世帯所得格差の推移 

（注） 図表の左は対数分散、右はジニ係数を表す。図表の網掛けは不況期。 
（出所）家計調査より筆者作成 

 

(2)  所所得得格格差差拡拡大大のの要要因因分分解解：：上上位位のの伸伸びびかか、、下下位位のの低低下下かか 
次に、非常に重要である所得格差が拡大した要因について検討する。図表 2 は、1981 年

から 2021 年の家計調査データを用い、各年における世帯所得のクロスセクション分布をも

とに、5、10、25、50、75、90、95 パーセンタイルの所得水準を算出し、その推移を示した

ものである。なお、所得と収入の値を 1981 年の値で除して正規化しているため、全パーセ

ンタイルが 1981 年以降の伸び率を示している。また、各パーセンタイルは、当該年におい

てそれぞれの割合の世帯が下回る所得水準を表しており、50 パーセンタイルは中央値に対

応する。 

図表 2 から明らかなように、1980 年代から 1995 年頃にかけては、所得分布の上位層及び

下位層の双方が上昇しているものの、上位層の伸びが相対的に大きかったため、結果として

所得格差が拡大している。これに対して、2000 年代前半における格差拡大の局面では、異

なる様相が観察される。すなわち、上位層の所得水準はおおむね高止まり、またはわずかに

低下している一方で、下位層の所得水準が大きく低下していることから、所得格差が拡大し

ていることがわかる。このように、所得格差指標は、上位層の上昇によっても、下位層の低

下によっても拡大し得るが、その背後にある要因は時期によって大きく異なる点が、本分析

から確認できる重要な特徴である。 

（注）	 家計調査・勤労世帯の等価世帯所得。課税前。
（出所）研究会報告書第2章

図表2　可処分所得分位別の所得・消費

【所得格差の状況】

✓ 世帯単位で見たジニ係数は、近年、安定的に推移。【北尾早霧委員・山田知明氏】
✓ 可処分所得分位別の所得や消費について、特定階層だけが大きく伸びる姿は観察されない。【前田佐恵子氏】

①所得格差の現状

世帯所得格差（ジニ係数）の推移

7

（注） 最終消費支出は家計の自己負担による消費支出を表す。ま
た、現実最終消費は、最終消費支出に政府及び対家計民間
非営利団体から提供される医療・介護・教育等の現物給付
を加えたものである。

（出所）第1回報告（前田佐恵子氏）より

可処分所得分位別の所得・消費

現実最終消費最終消費支出可処分所得

（注） 家計調査・勤労世帯の等価世帯所得。課税前。
（出所）第4回報告（北尾早霧委員・山田知明氏）より

可処分所得 最終消費支出 現実最終消費
（注）	 �最終消費支出は家計の自己負担による消費支出を表す。現実最終消費は、

最終消費支出に政府及び対家計民間非営利団体から提供される医療・介護・
教育等の現物給付を加えたものである。

（出所）研究会第1回報告（前田佐恵子氏）

このように、所得格差は大きく拡大しているわけでは
ありませんが、一方で所得の水準自体が伸びているわけ
でもありません。例えば、給与所得の平均値や中央値は
長期的に停滞しており（図表3）、実質平均賃金につい
ても十分な伸びが確認されていない状況です（図表4）。

したがって、日本の所得分配の状況については、
「格差が拡大した」というよりも、むしろ「格差は大
きく拡大しなかったものの、全体として停滞してい
た」と捉えることができます。

図表3　 給与所得者（勤続年数1年以上）の所得分布のジニ係数と
平均給与伸び率の推移

図表3 給与所得者（勤続年数1年以上）のローレンツ曲線の変化 

 

（出所）国税庁「民間給与実態統計調査」 

 
図表4 給与所得者（勤続年数1年以上）の所得分布のジニ係数と平均給与伸び率の推移 

 
（出所）国税庁「民間給与実態統計調査」 

 

（注）	 平均給与は名目値。
（出所）研究会報告書第4章

図表4　実質平均賃金の推移

また、玄田（2017）によれば、賃金については長期的停滞傾向が続いており、就業率上昇

と賃金停滞との関係が注目される。就業率の上昇を担った主たる層は女性及び高齢者であ

り、これらの層の平均賃金が相対的に低いことから、人口構造の変化が平均賃金の伸びを抑

制した可能性がある。 
 

((2)) 民民間間給給与与実実態態統統計計調調査査をを使使っったた平平均均賃賃金金のの分分析析 
本節で行う分析では、国税庁「民間給与実態統計調査」の公開・集計値 2を用いる。同調

査は、毎月勤労統計や賃金構造基本統計調査と比べて、零細企業を含む点が決定的な利点と

なっている。川口（2013）や総務省（2021）では、零細企業を含まない調査に基づく賃金推

計について、平均賃金の過大評価が指摘されている。また、労働力調査や就業構造基本調査

等の家計に対する調査に比べて、回答される給与水準の信頼性が高いことからも、民間給与

実態統計調査はより適切なデータ源と位置づけられる。 

図表 1 は、実質平均賃金（CPI＝2020 年基準）の推移を示しており、1990 年代までは急上

昇、2000 年代には低下、2010 年代以降は停滞から微増へと推移している。また、名目賃金

との乖離が拡大しており、名目賃金が上昇する一方で実質賃金は伸び悩んでいる。図表 2 は

定義の連続性が確保できる 2010 年以降を対象に、2010 年を基準年とした変化率の推移を示

しているが、直近の 2024 年時点では、2010 年に比べて、1.3%程度増加している。なお、図

中の赤い線と青い線は、途中で復元推計手法の変更があったため、両方示している。 

 
図表 1 実質平均賃金の推移 

 
（出所）「民間給与実態統計調査」より筆者作成 

 

 
2 統計表 3-10、 2022 年より復元推定方法が変更されている。 
(https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/minkan2022/minaoshi.htm) 

（出所）研究会報告書第3章

（２）所得格差の国際比較
前述の「所得」とは、毎年新たに生産された付加価

値がどのように分配されたかを示す概念で、その大部
分は賃金や事業所得、あるいは企業利益として分配さ
れるものであり、株式や土地の値上がりによって生じ
るキャピタルゲインは含まれません。

所得については、その不平等度を国際的に比較する
取組が行われており、World Inequality Databaseで
は、各国における上位所得シェア（所得上位1％や
0.1％の人々が所得全体のうちどの程度のシェアを占
めているか）に関するデータが示されています。図表
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5は所得上位1％のシェア、図表6は所得上位0.1％の
シェアを示しており、例えば、米国では、所得上位
1％のシェアは1980年頃と比較して大きく上昇して
おり、2020年頃にはその水準が約10％高まっていま
す。このことから、米国では所得格差が近年急速に拡
大してきたことが確認できます。

では、日本のトップ所得層の所得シェアはどのよう
に な っ て い る の で し ょ う か。World Inequality 
Databaseでは日本の推計値も公表されていますが、
コミュニケーションをとってみると、必ずしも十分な
データに基づく推計ではないことが分かりました。そ
こで、森口千晶委員（一橋大学経済研究所教授）にご
協力いただき、財務総研で利用可能な税務データ及び
統計データを用いて、同様の考え方に基づく推計を実
施し、その結果を図表5及び図表6で示しています。

利用可能なデータの制約から、分析対象の年は
2014年と2019年に限られますが、所得上位1％及び
0.1％の所得シェアの値は、他の先進国と比較して相
対的に低い水準にあることが確認されました。また、

アジアの国の中で比較しても、韓国や中国よりも低い
水準にあります。

以上の結果から、日本では、所得について、米国で
みられるような急激な格差の拡大や、極端な富裕層へ
の所得集中は、少なくとも現時点で確認できるデータ
からは観察されていないと言えます。

（３） 企業の利益分配に相当する資本所得・資
産の偏在

ただし、毎年生み出されるフローの所得だけではな
く、資産というストックについて考えると、先ほどの
結果とはやや異なる姿が見えてきます。

研究会の野口幸司氏（株式会社野村総合研究所金融
コンサルティング部シニアプリンシパル）からの報告
で示されているように、近年、純金融資産5億円以上
の超富裕層、1億円以上5億円未満の富裕層、さらに
は5千万円以上1億円未満の準富裕層に該当する世帯
数が増加しています（図表7）。一方で、金融資産を保
有していない、あるいは金融資産残高がゼロであると
回答する世帯についても増加がみられます（図表8）。

このように、所得では大きな格差拡大が確認されて
いない一方で、資産に着目すると、資産を多く保有す
る世帯と資産をほとんど保有しない世帯の双方が増加
している状況がみられます。したがって、格差の実態
を把握するためには、所得だけでなく資産の分布につ
いてもあわせて検討することが重要と考えられます。

（４）資産・金融所得の偏在
金融資産や土地などのリスク資産の価格は大きく変

図表6　所得上位0.1%の所得シェア、国民純所得ベース
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（出所）�日本以外の国の数値はWorld Inequality Databaseによる。日本の数値は
Mikayama et al. 2023（利用可能な最新の統計・税務データを用いた推計
結果）による。

図表5　所得上位1%の所得シェア、国民純所得ベース
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（出所）�日本以外の国の数値はWorld Inequality Databaseによる。日本の数値は
Mikayama et al. 2023（利用可能な最新の統計・税務データを用いた推計
結果）による。 図表7　準富裕層以上の世帯数増加率（2005年=100）

グメントについて考察する。まず、第2節ではNRIの2023年の富裕層推計から富裕層市場の

現状や富裕層増加の要因・背景を示すとともに、今後の富裕層の推移について分析する。次

に、第3節では日本の富裕層の特殊性について国際比較も含めながら紹介する。続いて、第

4節では近年変わりつつある富裕層の注目セグメントについて整理し、最後に第5節で富裕

層の現状と今後について論考する。 

 

2. NRI富富裕裕層層推推計計2023 

 
(1) 富富裕裕層層市市場場のの現現状状 
 NRIが2025年2月13日に公表した2023年の「日本の純金融資産保有額別の世帯数と資産規

模」では、日本の富裕層・超富裕層の世帯数を165万世帯（全世帯の2～3％）と推計してお

り、2005年以降、最多となっている。世帯の純金融資産保有額が1億円以上5億円未満を富裕

層、5億円以上を超富裕層と定義している。富裕層・超富裕層の世帯数は長期的に増加傾向

にあるが、近年では、将来富裕層になる可能性のある準富裕層の世帯数増加率も大きく上昇

していることが分かる（図表1）。 
 

図表1 

富裕層推計結果（2023年）（左）、準富裕層以上の世帯数増加率（2005年=100）（右） 

 

（出所）国税庁「国税庁統計年報書」、総務省「全国家計構造調査（旧全国消費実態調査）」、 
厚生労働省「人口動態調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」、 
東証「TOPIX」および NRI「生活者１万人アンケート調査」、「富裕層アンケート調査」等より NRI
推計 

 

 図表2は、NRI富裕層推計に利用した各種資料・情報と利用方法である。日本の世帯数の

将来推計（国立社会保障・人口問題研究所）、資金循環統計（日本銀行）、全国家計構造調査

（総務省）、人口動態調査（厚生労働省）、国税庁統計年報書（国税庁）、TOPIX等の指標（日

本取引所グループ）等の行政各所の統計資料に、NRIが独自で行っているNRI生活者1万人調

査（金融編）やNRI富裕層アンケート調査を加え推計することで精度を向上させている。 
  

（出所）研究会報告書第6章
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動します。これはバブル期にもみられましたし、足元
においても同様の状況がみられます。こうした資産価
格の上昇によってキャピタルゲインが発生し、その資
産を売却した場合には譲渡益として実現されます。

そこで、通常の所得である賃金や事業所得、企業利
益に加えて、こうしたキャピタルゲインも含めて所得
を捉えた場合に、所得分布がどのように変化するかを
確認した結果が図表9及び図表10です。具体的には、
所得上位1％及び0.1％の所得シェアについて、キャ
ピタルゲインを含めない場合と含める場合を比較して
います。

その結果、キャピタルゲインを含めた場合には、近
年、上位層の所得シェアが拡大していることが確認さ
れます。これは、株式や不動産などの譲渡所得が一部
の高所得者層に偏って発生する傾向があるためです。
したがって、通常の所得のみを対象とした場合には大

きな格差拡大は確認されないものの、キャピタルゲイ
ンを含めて考えると、上位層への所得集中が一定程度
進んでいることがうかがわれます。

また、企業が稼いだ利益の分配構造にも変化がみら
れます。かつては、企業が獲得した営業利益は、銀行
への利払い、従業員への賃金、株主への配当などの形
で分配されていました。しかしながら、金利が低下す
る中で、賃金の伸びは必ずしも十分ではなかった一
方、株主への分配である配当については増加する傾向
がみられます（図表11）。

他方で、日本では個人による株式保有の割合は必ず
しも高くなく、むしろ長期的には低下している面もみ
られます（図表12）。そのため、企業の収益力向上や
利益拡大が実現したとしても、その成果が家計全体や
個人所得の増加として一様に還元されるとは限らない
状況にあります。すなわち、企業が生み出した利益の

図表8　金融資産がゼロの世帯の割合（%）

ついては既存研究とも整合的であり、新たな知見を提供するものではない。注目すべき点は

金融資産分布のばらつきである。ジニ係数を見ると、近年、若年層における金融資産のばら

つきが過去と比べて大きく拡大していることが分かる。 

 

図表12 年齢毎の金融資産の平均とジニ係数 

（注） 図表の左は金融資産（単位：百万円）、右はジニ係数を表す。 
（出所）全国家計構造調査及び全国消費実態調査より筆者作成 
 

図表13は、資産がゼロの世帯の割合を示したものであり、上記の傾向を別の側面から確認

するものである。若年層では貯蓄額の格差が大きく拡大していると同時に、金融資産を全く

保有していないと報告する世帯の割合が、2019年時点で最も高い水準に達している。この割

合は長期的に上昇傾向にあり、リスクに対する耐性や将来のショックへの脆弱性という観

点から、看過できない問題である。 

 

図表13 金融資産ゼロ世帯の割合（%） 

 
（出所）全国家計構造調査及び全国消費実態調査より筆者作成 （出所）研究会報告書第2章

図表9　所得上位1％の所得シェア、所得税データ

11

【資産・金融所得の偏在】

✓ 近年のリスク資産価格の上昇によるキャピタルゲインの享受者は、一部に偏在している。
✓ 実現したキャピタルゲインを含めると、上位所得シェアが近年拡大傾向にある。【上田淳二氏】

①所得格差の現状：資産・金融所得の偏在

（注） 青線はMoriguchi and Saez(2008）による推計、赤線は井口・上田・佐藤・森口（2025）による推計。
（出所）第1回報告（上田淳二氏）より

Top 1%の所得シェア, 所得税データ Top 0.1%の所得シェア, 所得税データ

（注）	 �青線はMoriguchi and Saez（2008）による推計、赤線は井口・上田・佐
藤・森口（2025）による推計。

（出所）研究会第1回報告（上田淳二氏）

図表10　所得上位 0.1%の所得シェア、所得税データ

11

【資産・金融所得の偏在】

✓ 近年のリスク資産価格の上昇によるキャピタルゲインの享受者は、一部に偏在している。
✓ 実現したキャピタルゲインを含めると、上位所得シェアが近年拡大傾向にある。【上田淳二氏】

①所得格差の現状：資産・金融所得の偏在

（注） 青線はMoriguchi and Saez(2008）による推計、赤線は井口・上田・佐藤・森口（2025）による推計。
（出所）第1回報告（上田淳二氏）より

Top 1%の所得シェア, 所得税データ Top 0.1%の所得シェア, 所得税データ

（注）	 �青線はMoriguchi and Saez（2008）による推計、赤線は井口・上田・佐
藤・森口（2025）による推計。

（出所）研究会第1回報告（上田淳二氏）

図表11　付加価値の分配状況：付加価値に対する割合（%）
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（注）	 金融・保険業を除く。設備投資はソフトウェアを含まない。
（出所）法人企業統計
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増加は、配当を通じて一部の資産保有者により多く帰
属する可能性があり、家計への波及には一定の偏りが
生じている可能性があります。

（５）ひとり親世帯の貧困・男女賃金格差の持続
さらに、所得格差について、より広い視点から注目

すべき点もあります。例えば、ひとり親世帯の相対的
貧困率は引き続き高い水準にあります（図表13）。ま
た、男女間の賃金格差についても依然として大きい状
況が続いており、さらに、いわゆる「チャイルドペナ
ルティ」と呼ばれる、出産後に女性の平均的な賃金が
低下する傾向も顕著です（図表14）。

このように、全体としての所得格差が大きく拡大し
ていないとしても、特定の属性やライフイベントに着
目すると、依然として大きな格差や経済的に不利な状
況が存在していることに留意する必要があります。

図表13　子どもの貧困率（%）

13

【ひとり親世帯の貧困・男女賃金格差の持続】

✓ ひとり親（母子）世帯の相対的貧困率、は二人親世帯より著しく高い。【安田洋祐委員】
✓ 男性に比べて女性の賃金は出産により大きく低下。【川田恵介氏】

①所得格差の現状：ひとり親世帯の貧困・男女賃金格差の持続

出産前後の給与所得の変化率

（出所）Fukai and Kondo (2025)より（出所）厚生労働省, 国民生活基礎調査
図の構成は日本経済新聞（2026年3月17日付記事掲載図）を
参考とした。

子どもの貧困率, %

（出所）�厚生労働省、国民生活基礎調査。図の構成は日本経済新聞（2026年3月
17日付記事掲載図）を参考とした

図表14　出産前後の給与所得の変化率

13

【ひとり親世帯の貧困・男女賃金格差の持続】

✓ ひとり親（母子）世帯の相対的貧困率、は二人親世帯より著しく高い。【安田洋祐委員】
✓ 男性に比べて女性の賃金は出産により大きく低下。【川田恵介氏】

①所得格差の現状：ひとり親世帯の貧困・男女賃金格差の持続

出産前後の給与所得の変化率

（出所）Fukai and Kondo (2025)より（出所）厚生労働省, 国民生活基礎調査
図の構成は日本経済新聞（2026年3月17日付記事掲載図）を
参考とした。

子どもの貧困率, %

（出所）Fukai and Kondo （2025）より

（６）世帯構造の変化が分配の姿を変えている
また、日本全体の分配状況を捉える際には、世帯構

造そのものが大きく変化していることに注意する必要
があります。総世帯全体をみると、現在では世帯主が
65歳以上の高齢者世帯が全体の3割以上を占めていま
す（図表15）。また、そのうちのおよそ半数は単身世
帯です。このため、日本の分配状況を考える際には、
勤労世代の動向だけでは全体像を十分に把握すること
はできません。さらに、専業主婦世帯が減少し、共働
き世帯が増加している（図表16）ことなどを踏まえる
と、世帯所得の格差が拡大しているか否かという指標
だけでは、人々の生活実態や行動の変化を十分に捉え
られない可能性があります。仮に格差指標が大きく変
化していない場合であっても、その背景にある世帯構
造や就業構造は大きく変化している可能性があります。

また、高齢者世帯については、所得や資産の分布に大
きなばらつきが存在すると考えられます。平均的には現
役世代より所得水準が低い一方で、貯蓄額の平均値は高
いことが知られています。このため、高齢者世帯を一括

図表12　国内上場企業の所有構造の時系列変化
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（出所）研究会報告書第8章

図表15　世帯構成の変化
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（出所）厚生労働省、国民生活基礎調査
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りに捉えるのではなく、その内部の多様性にも着目しな
がら実態を把握することが重要です。研究会においても、
高齢者世帯の所得や資産の状況について、より丁寧な分
析や情報提供を行うことの重要性が指摘されました。

３．制度設計上の主な論点
（１）女性の就業調整

様々な多様性の一つとして、研究会では、近藤絢子
委員（東京大学社会科学研究所教授）から、配偶者を
持つ女性の就業行動に関する分析について報告が行わ
れました。特に、年収103万円や130万円付近で就業調
整が集中していることが確認されています。130万円は、
配偶者に社会保険料が課される閾値であり、その金額
が労働供給に大きな影響を与えていることが示されてい
ますが、130万円よりも103万円の壁で強い反応が見ら
れています（図表17）。このことは、人々が現行の制度
を十分理解していない可能性や、制度そのものが複雑
すぎる可能性を示唆していることが指摘されました。

（２）生涯可処分リソースという視点
また、宇南山卓委員（京都大学経済研究所教授）か

らは、所得という概念そのものについても重要な問題
提起がなされました。一般に、所得とは一定期間、例
えば1年間にどれだけの所得を得たかを示す指標です
が、それだけでは個人や世帯が実際にどの程度の経済
的資源を利用できるのか、すなわちどの程度の経済力
を有しているのかを十分に表しているとは言えません。

もともと個人や世帯の経済力には差がありますが、
再分配政策や負担能力に応じた税・社会保険料の負担
を考える際に、所得や課税所得のみを基準とすること
が適切であるとは限りません。本来は、生涯を通じて
どれだけの経済的資源を獲得し、利用できるかという

「生涯可処分リソース」やそれを残余寿命で除した
「恒常所得」の概念に基づいて負担能力を捉えること
が重要であることが指摘されました。また、恒常所得
は消費と密接な関係にあることから、長期的な経済力
を反映するという観点では、所得を基準とするより
も、消費に着目して負担を考える方が、個人や世帯の
実質的な負担能力をより適切に反映する可能性がある
ことも指摘されました。

４．今後の政策課題
研究会では、今後の政策課題として様々な論点が共

有されました。具体的には、多様な就業形態に中立的
な税制・社会保障制度の構築、就業インセンティブを
維持した低所得者支援、資本所得の恩恵を幅広い家計
へ波及させる仕組み、機会の平等を確保する制度設計、
高齢化・未婚化・単身化に対応した制度改革などが挙
げられます。とりわけ、従来の「夫婦と子ども」を前
提とした制度設計を見直し、多様な世帯構成に対応し
た制度を整備することの重要性が指摘されました。

５．各委員のコメント
セミナーにおいては、研究会に参加いただいた委員

の方々から、報告書のポイントや研究会全体を通じて
の感想などについて、以下のコメントをいただきました。

図表16　専業主婦世帯数と共働き世帯数

（出所）労働政策研究・研修機構（労働力調査の特別集計・詳細集計）

図表17　有配偶女性の給与収入分布（正の給与収入のある25～60歳）

しては103万円を超えると大きく減少し、130万円を超えるともう一段大きく減少している

ことがわかる。 

 

図表1 有配偶女性の給与収入分布 正の給与収入のある25～60歳 

 
（注） 収入ゼロ（26.2%）と800万円超（1.5%）は含まれない。 
（出所）近藤・深井（2023） 

 

社会保険制度的要因である「130万円の壁」については、明確な壁が観察される一方で、

厚生年金及び健康保険の適用対象となる基準、すなわち所定内労働時間が週20時間以上か

つ月収88,000円以上（年収換算で約106万円）とされる、いわゆる「106万円の壁」の水準で

は、所得分布における不連続性は確認されない。ただし、本分析で用いるデータには週の労

働時間の情報が含まれていないため、労働時間の調整が週20時間の基準において行われて

いる可能性は否定できない。 

前述のとおり、2024年までは年収103万円を超えると所得税、100万円を超えると住民税の

課税対象となり、二つを合わせると限界税率が15%上がるため、理論上、多少就業調整の集

中が起こる可能性はあるが、手取り給与が減るほどの負担増加ではない。一方で、被用者保

険加入者の配偶者の場合、年収130万円を超えると社会保険料の負担が新たに発生し、年間

で約30万円の追加負担となることから、負担変化の大きさという点では103万円よりも130

万円の方が制度上の影響は大きいと考えられる。それにもかかわらず、実際の分布において

は「103万円の壁」の方が相対的に顕著であり、130万円でも壁は確認されるものの、その程

度は103万円ほど大きくないという点が重要な特徴である。 

 

②② 「「103万万のの壁壁」」のの調調整整要要因因 

なぜ多くの人が年収を103万円あるいは100万円未満に調整しようとしてきたのかという

点については、制度の負担構造だけでは説明できない四つの要因が示唆されている。 

（注）収入ゼロ（26.2%）と800万円超（1.5%）は含まれない。
（出所）研究会報告書第5章
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楡井  誠　東京大学大学院経済学研究科教授／
財務総研特別研究官

研究会で取り上げた所得分配・再分配は、経済成長
と並び、経済学における最も重要な研究テーマの一つ
です。日本ではこの20年余り、「所得分配」は「格
差」という言葉で語られることが多くなり、格差が拡
大しているという認識が、家計や有権者、労働者の日
常的な感覚とも結び付きながら、政策にも大きな影響
を与えてきました。そのような状況の中で、研究会で
は予断を持つことなく、事実に基づいて、日本の所得
分配・再分配の現状とその推移を把握することを出発
点としました。その成果を最も象徴するものが、森口
委員と財務総研の上田副所長による、日本の税務デー
タを用いた所得分配の再推計です。両氏は、利用可能
な税務データを用いて所得分布を推計し、トマ・ピケ
ティらのデータベースとの整合性を確保した形で統計
を整備しました。その結果は、日本における所得上位
1％または10％への所得集中は、ピケティらが示した
アメリカの状況とは大きく異なっており、超富裕層へ
の所得集中が急速に進展していることを示すものでは
ありませんでした。これは、研究会における最も頑健
な研究成果の一つであると考えています。

もちろん、研究会では「格差が全く拡大していな
い」という結論を導いたわけではありません。例え
ば、キャピタルゲインを含めた所得上位1％の所得
シェアについては、近年やや上昇する傾向が確認され
ました。また、世帯所得のジニ係数についても、
2000年代前半のような急激な上昇ではないものの、
高止まりまたは緩やかな上昇が見られることが報告さ
れています。さらに、低所得層についても、世帯構造
の変化を背景として、経済的困難がひとり親世帯など
の特定の世帯類型に集中する傾向が確認されました。

こうした議論をさらに発展させていくためには、何
よりも統計基盤の充実が不可欠です。そのためのデー
タ、分析能力、人材、そして必要な権限を政府の中に
蓄積していく必要があります。今回、所得上位層の所
得シェアに関する研究成果を取りまとめることができ
た背景には、長年にわたる国際的な研究の蓄積があり
ます。2013年に「21世紀の資本」が刊行され、世界
的に大きな反響を呼びましたが、それ以前からピケ
ティを中心とする研究グループは、各国の税務統計を

丹念に収集・分析し、所得分配に関する国際比較研究
を進めていました。その過程において、森口委員は日
本のデータ整備を担当し、日本については2008年頃
までの推計が国際データベースへ反映されていまし
た。しかし、その後は日本の推計を継続的に更新する
体制が十分に整備されず、後継となる分析体制も構築
されませんでした。これは、日本における所得分配分
析を担う研究者や、政府内の統計分析体制が十分とは
言えない現状を示しているものと考えられます。

その結果、国際データベースに掲載された日本の推
計値をそのまま見ると、日本でも所得集中が大きく進
んでいるかのような結果が示される状況となっていま
した。私自身もその結果を見て違和感を覚え、日本の
実態はそれほど不平等化していないのではないかと考
えました。その実態を検証するためには、利用可能な
税務データなどを用いて改めて推計を行い、日本の所
得分配の実態を統計的に確認することが不可欠でした。

今回の成果は、国際的な研究コミュニティと対話で
きる研究者と、行政が保有するデータや分析資源が連
携することによって初めて実現したものです。しか
し、このような成果を特定の研究者や行政担当者の個
人的な努力に依存して実現する体制は、持続可能とは
言えません。本来であれば、政府の中に継続的なデー
タ基盤と分析能力が整備され、国際的な研究コミュニ
ティとの対話を通じて、所得分配に関する統計が継続
的に作成・発信される体制が構築されることが望まれ
ます。研究会を通じて、そのような統計基盤の整備が
今後ますます重要になることを強く実感しました。

宇南山  卓　京都大学経済研究所教授
研究会のタイトルである「日本の所得分配・再分配

に関する研究会」という点に少しこだわりながら、研
究会を通じて感じたことを申し上げたいと思います。

経済学では、「誰にどのような経済資源を使っても
らうか」ということが、大きなテーマの一つとなって
います。ただし、このテーマについては、実際には二
つの異なる視点から議論が行われています。一つは、

「資源配分」という視点です。経済学では、設備や資
本、労働といった経済資源を誰が利用すれば、経済全
体として最も効率的な資源配分が実現できるのかとい
う点を重視します。もう一つは、「所得分配」の視点
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です。こちらは、経済資源から生み出された所得を誰
にどのように分配するかという問題であり、公平性の
観点から議論されます。研究会でも、上田副所長から
説明いただいたような所得格差や、所得上位層のシェ
アなどが、この分野の代表的なテーマです。

このように、資源配分と所得分配は、いずれも「誰
に経済資源を使ってもらうか」という共通の問題を扱
いながら、一方は効率性、もう一方は公平性を重視す
るという異なるテーマを議論しているのです。その観
点で、研究会を通じて見えてきたことは、日本は公平
性という観点からみると、世界的にみても、また過去
と比較しても、極端に悪い状況にあるわけではないと
いうことです。所得格差についても、米国のような急
激な所得集中は確認されませんでした。しかし、それ
が資源配分という効率性の観点からは、必ずしも望ま
しい状態ではないことが示されたと思います。賃金の
伸び悩みや、女性が十分に能力を発揮しても、それに
見合った所得を得られていない状況など、様々な課題
が残されています。

さらに、配分の問題は個人間だけではありません。
企業と家計との間で、企業が生み出した付加価値をど
のように配分するかという問題もあります。この点に
ついても、研究会では、現役世代、とりわけ勤労世代
への資源配分が十分ではない可能性が示唆されたよう
に感じています。資源配分のあり方をより適切なもの
としていくためには、研究会のタイトルにあえて異論
を唱えるような言い方になるかもしれませんが、「所
得分配」という公平性を重視する視点だけではなく、
誰がどのような経済資源を保有し、それがどのような
経済活動や付加価値の創出につながっているのかとい
う「資源配分」の観点からアプローチしていく必要が
あるのではないかと感じました。

北尾  早霧　アジア開発銀行研究所シニアエコ
ノミスト

格差の問題は、経済学のあらゆる分野に関わるテー
マであると考えています。その実態を把握するために
は、データに基づくミクロ実証研究が不可欠であり、
その結果を解釈するためのミクロ経済理論も必要で
す。また、格差がどのように形成され、今後どのよう
に変化していくのかを考えるためには、歴史的な背景

への理解も求められます。さらに、格差が小さいこと
だけで十分とはいえず、経済全体として成長を実現す
るという観点からは、マクロ経済学の視点やモデルを
用いた分析も欠かせません。

このように多様な専門分野が関わるテーマであるだ
けに、研究会の構成は容易ではなかったと思います
が、それぞれの分野を代表する研究者が集まり、学術
的にも非常に質の高い議論が行われました。研究会の
報告書は、アカデミアの立場から見ても高い水準にあ
ると感じています。

マクロの観点からは、格差の分析において、ジニ係
数などの集計指標だけでは十分ではありません。例え
ば、格差の背景が高齢化による人口構成の変化なの
か、それとも現役世代における所得格差の拡大なのか
によって、政策的な意味合いは大きく異なります。さ
らに、所得に差があったとしても、消費水準が維持さ
れているのであれば、再分配政策や世帯内での資源配
分が一定程度機能している可能性も考えられます。こ
のように、何が問題であり、どのような政策介入が必
要なのかを適切に判断するためには、ミクロデータを
詳細に分析することが重要です。そのためには、個人
を継続的に追跡できるパネルデータの整備が不可欠で
す。例えば、東京大学政策評価研究教育センター

（CREPE）では、多くの人的・財政的資源を投入し、
地方自治体の税務データを活用した研究が進められて
います。こうしたデータを用いることで、個人がどの
ような所得変動や所得リスクに直面しているのかを把
握することが可能となり、どのような人に、どのよう
な政策支援が必要であるかをより的確に分析できるよ
うになります。

今後、財政制約が一層厳しくなる中では、単に財政
支出を拡大するのではなく、データ基盤への投資を進
め、エビデンスに基づいて政策資源を効率的に配分し
ていくことが重要になると考えます。また、研究会で
も議論されたように、制度による歪みが確認された場
合には、その制度改革が個人の所得や就業行動、さら
には人的資本の蓄積や経済全体へどのような影響を及
ぼすのかについて、ミクロ経済学とマクロ経済学の双
方の視点から分析を深めていくことが求められます。

その意味でも、研究会を通じて、これまで必ずしも
交流の機会が多くなかった研究分野の間で活発な議論
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を行うことができたことは、大変有意義でした。今後
もこうした連携を継続し、所得分配・再分配に関する
研究のさらなる発展につなげていきたいと考えており
ます。

近藤  絢子　東京大学社会科学研究所教授
私は主としてミクロ経済学の立場から、個票データ

を用いた実証分析に取り組んでおります。そのため、
普段はマクロ経済学や歴史的な視点から所得分配を議
論する機会は多くありません。研究会では、それぞれ
異なる専門分野の研究者との議論を通じて、多角的な
視点から所得分配を考えることができ、大変有意義で
した。

私が担当した章では、103万円、130万円の「年収
の壁」について取り上げました。分析の結果、103万
円及び130万円付近で就業調整が行われていることが
確認され、特に103万円付近で調整する人が多いこと
が明らかになりました。

結婚や出産を契機として一時的に労働供給を減らす
こと自体は、仕事以外の時間の価値が変化した結果の
合理的な行動と考えられます。しかし、本来であれば
子どもの成長に伴って労働供給を徐々に増やし、人的
資本を蓄積しながらキャリアを形成していくべき時期
に、年収の壁によって就業拡大が抑制されている点
は、大きな課題であると考えます。こうした就業調整
は、長期的な所得形成や人的資本の蓄積を阻害する可
能性があります。

また、103万円付近で就業調整を行う人が非常に多
いという事実は、人々が税制・社会保障制度を必ずし
も十分に理解していない可能性も示唆しています。制
度上は130万円付近の方が就業調整を行う経済的な理
由が大きいにもかかわらず、103万円付近で調整する
人が多いことから、人々が制度を完全に理解し、合理
的に行動しているとは限らないことがうかがえます。
このことは、研究会全体のテーマである公平な制度設
計にも重要な示唆を与えます。制度が複雑になりすぎ
れば、本来期待した政策効果が十分に得られない可能
性があるため、制度を設計する際には、人々が制度を
十分理解し、合理的に反応することを前提とするので
はなく、制度そのものをできるだけ分かりやすく設計
することが重要であると考えます。

報告書全体についても、政策対応として示された論
点はいずれも重要であると考えます。特に、世帯内の
就業形態の多様化に対応した税制・社会保障制度の構
築は、今後ますます重要な課題になるでしょう。その
際には、多様な働き方に対応しようとして制度を過度
に複雑化させるのではなく、分かりやすさを維持しな
がら、多様な世帯や就業形態に対応できる制度とする
ことが求められます。また、未婚者の増加など家族形
態の変化を踏まえると、夫婦と子どもから成る世帯を
前提とした制度設計を見直していく必要もあると考え
ます。

さらに、今後の課題として示されたデータ整備につ
いても全面的に賛同します。様々なデータの整備が必
要ではありますが、その出発点として、国が個人の所
得をより正確に把握できる仕組みを整備することが極
めて重要であり、今後の政策立案の基盤となるものと
考えます。

森口  千晶　一橋大学経済研究所教授
私自身、このような研究会に参加する機会はこれま

であまりありませんでしたが、研究会では委員の専門
分野の構成が非常にバランスよく組み合わされていた
と感じています。マクロ経済学、ミクロ経済学のそれ
ぞれの理論・実証研究者に加え、私のような経済史を
専門とする研究者や、制度設計を専門とする研究者な
どが参加したことで、多角的かつ厚みのある議論が行
われ、質の高い報告書につながったのではないかと思
います。

私自身は、経済史の立場から長期的な視点や制度の
歴史的変化を重視して研究を行っています。今回の研
究会では、財務総研の上田副所長とともに上位所得層
への所得集中に関する推計を行いました。2026年6
月には、パリで開催されたトマ・ピケティらが主催す
る国際会議において、研究会で取りまとめた日本の最
新の推計結果を報告する機会がありました。各国の研
究者との議論を通じて強く感じたのは、日本の所得分
配の状況は欧米諸国とはかなり異なるということで
す。会議では、富裕層や超富裕層への所得・資産の集
中だけでなく、それに伴う政治的権力やメディアへの
影響力の集中について、多くの国で実証研究が報告さ
れていました。そのような中で、日本について報告す
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ると、「本当にそこまで所得集中が小さいのか」、「な
ぜ日本ではそのような状況になっているのか」といっ
た質問が数多く寄せられました。

研究会の分析結果が示すように、日本では現時点に
おいて、所得格差が極端に拡大し、超富裕層への所得
集中が経済や社会に深刻な影響を及ぼしている状況は
確認されず、また、この結論は正しいと考えていま
す。一方、その裏返しとして、なぜ日本では億万長者
やイノベーションの担い手が生まれていないのかとい
う視点も重要です。所得格差が小さいことだけでな
く、経済成長の源泉となる新たな価値創造や、効率的
な資源配分が実現されているのかという観点について
も、今後さらに検討する必要があると感じました。こ
れは、長期にわたる賃金停滞の要因を考える上でも重
要な論点であると思います。

また、近年は株価上昇などを背景にキャピタルゲイ
ンが増加しており、新しい少額投資非課税制度

（NISA）の普及によって、中間所得層にもその恩恵が
広がる可能性があります。しかし、キャピタルゲイン
がどのような人々に帰属し、世代間を通じてどのよう
に継承されているのか、また社会的移動がどの程度確
保されているのかについては、日本では十分なデータ
が整備されていません。この点は今後の重要な研究課
題であると考えます。

最後に、研究者とメディアとの関係についても感じ
たことがあります。研究者は厳密な分析を重視するた
め、データの整備や分析に長い時間を要することが少
なくありません。一方、メディアでは速報性が求めら
れます。今後は、速報性を重視した分析と、時間をか
けた精緻な分析を適切に組み合わせながら、それぞれ
の成果を社会へ発信していくことが重要ではないかと
考えています。

安田  洋祐　政策研究大学院大学教授
私はミクロ経済理論やゲーム理論を専門にしてお

り、マクロ経済学、労働経済学、所得分配研究など、
他の委員の専門分野は、いずれも自分の研究分野と近
接しながらも異なる領域であり、多くの刺激を受けま
した。それぞれの専門家が活発に議論している様子
を、少し離れた立場から大変興味深く拝見しておりま
した。私からは特に二つの観点について申し上げたい

と思います。
一つ目は、「結果の平等」と「機会の平等」につい

てです。研究会では、給与所得を中心にみた所得格差
について、日本では諸外国のような大幅な格差拡大は
確認されないことが示されました。一方で、金融所得
や資産を含めたより広い意味での経済力については、
今後さらに詳細なデータ分析が必要であることも明ら
かになりました。また、日本では格差が拡大している
という認識を持つ人が少なくない一方で、所得指標か
らみた結果の平等は比較的維持されているという状況
があります。この認識と実態との間のギャップがどの
ように生じるのかを明らかにすることも、今後の重要
な研究課題であると考えます。
「機会の平等」という観点から見ると、研究会でも

様々な課題が指摘されました。例えば、ひとり親世帯
の貧困、出産・育児後の女性の賃金低下、世代間での
資産（特に金融資産）格差の固定化などは、結果の平
等とは別に、機会の平等が十分に確保されていない可
能性を示しています。また、研究会では直接扱われま
せんでしたが、地域間格差についても同様の視点から
検討する余地があると考えます。

このように、ジニ係数などの集計指標だけでは、機
会の平等がどの程度確保されているのかは十分に把握
できません。こうした問題は、今後の経済成長や人々
のインセンティブにも大きく関わるため、より重視し
ていく必要があると思います。

二つ目は、研究者の役割についてです。研究会で
は、大学研究者が多く参加していたこともあり、現状
を客観的に分析する、いわゆる実証的な分析が中心で
した。一方で、「今後どのような制度が望ましいのか」
という規範的な議論は比較的少なかったように感じて
います。その中で印象的だったのが、第5回研究会に
おけるスズキトモ氏（早稲田大学商学学術院商学部教
授）と河野龍太郎氏（BNPパリバ証券株式会社経済
調査本部長/チーフエコノミスト）の企業内の分配に
関する講演でした。企業収益の配分について、株主還
元や賃金配分のあり方まで踏み込んだ問題提起がなさ
れ、現状分析だけでなく、政策や制度の方向性につい
ても議論が展開されました。研究者は、客観的な分析
結果を提示し、その先の判断は社会や政策担当者に委
ねるという姿勢をとることが多いのかと思います。そ
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れは学術的には重要な姿勢ですが、所得分配や格差の
ように社会的関心の高いテーマでは、専門家として一
定の規範的な示唆も期待されているのではないかと第
5回研究会の講演を通じて感じました。

また、研究会を通じて、生産性の伸びに比べて賃金
が十分に上昇していないという指摘は、私自身にとっ
ても大変印象的でした。この事実をさらに検証すると
ともに、その背景や政策的含意についても、様々な研
究分野が連携しながら議論を深めていくことが重要で
あると思います。

最後に、近藤委員のご報告にあった「年収の壁」の
分析は、制度が人々の行動に大きな影響を及ぼすこと
を改めて示したものと受け止めています。実際の行動
は、制度が想定する経済的インセンティブだけでは十
分に説明できず、制度への理解不足や認知の偏りと
いった要因も影響している可能性があります。今後
は、行動経済学の視点も取り入れながら、制度設計や
情報提供のあり方について、さらに研究を深めていく
ことが期待されます。

「財務総合政策研究所」、研究会の情報はこちらからご
覧いただけます。
https://www.mof.go.jp/pri/index.htm
https://www.mof.go.jp/pri/research/conference/
fy2025/bunpai.html

なお、本報告書の内容や意見はす
べて筆者個人の見解であり、財務省
あるいは財務総合政策研究所の公式
見解を示すものではありません。

■研究会 担当者
財務省 財務総合政策研究所 総務研究部
前総括主任研究官　伊藤  秀則
元研究員　　　　　伊藤  菜々子
研究員　　　　　　伊佐  義隆
研究員　　　　　　岸本  翔太
元研究員　　　　　福室  成彦
研究員　　　　　　松隈  拓人

	 84 ファイナンス　2026 Sep.

連
載

P
R

I O
pen 

C
am

pus

16_P74-85_PRI Open Campus_04.indd   8416_P74-85_PRI Open Campus_04.indd   84 2026/09/09   10:00:582026/09/09   10:00:58

https://www.mof.go.jp/pri/index.htm
https://www.mof.go.jp/pri/research/conference/fy2025/bunpai.html
https://www.mof.go.jp/pri/research/conference/fy2025/bunpai.html


PRI Open Campus ～財務総研の研究・交流活動紹介～　59

財務総合政策研究所
POLICY RESEARCH INSTITUTE, Ministry Of Finance, JAPAN

過去の「PRI Open Campus」については、 
財務総合政策研究所ホームページに掲載しています。
https://www.mof.go.jp/pri/research/special_report/index.html

研究会報告書

（報告書目次）※役職は2026年6月時点
はじめに　楡井　誠　　　　東京大学大学院経済学研究科教授／財務総合政策研究所特別研究官
第1章　日本の分配・再分配をめぐる実態と課題
　　　　　上田　淳二　　　財務省財務総合政策研究所副所長
第2章　世帯単位の所得分布の長期的な推移
　　　　　北尾　早霧　　　アジア開発銀行研究所シニアエコノミスト
　　　　　山田　知明　　　明治大学商学部専任教授
第3章　民間給与実態統計調査を用いた日本の賃金動向分析及び再就職市場における賃金の変化
　　　　　川田　恵介　　　東京大学社会科学研究所准教授
第4章　労働市場からみた所得分配の状況と政策的含意
　　　　　山田　久　　　　�法政大学経営大学院イノベーション・マネジメント研究科教授 /法政大学

人間環境学部教授
第5章　年収の壁と既婚女性の就業調整の分析
　　　　　近藤　絢子　　　東京大学社会科学研究所教授
第6章　NRI富裕層推計2023 ～富裕層増加のトレンドと注目セグメント～
　　　　　野口　幸司　　　株式会社野村総合研究所金融コンサルティング部シニアプリンシパル
第7章　巨大企業と高所得者はどう生まれるのか
　　　　　荒田　禎之　　　独立行政法人経済産業研究所研究員
第8章　日本企業の株式所有構造の進化
　　　　　宮島　英昭　　　早稲田大学常任理事/名誉教授
第9章　レント・シェアリングの定着を―社会契約と整合的な「埋め込まれた自由主義」の復活―
　　　　　河野　龍太郎　　�BNPパリバ証券株式会社経済調査本部長 / チーフエコノミスト／ 

東京大学先端科学技術研究センター客員教授
第10章　“When Matured”―成熟経済社会において成長投資を促進する付加価値の適正分配・投資経営
　　　　　スズキ　トモ　　早稲田大学商学学術院商学部教授
第11章 家計行動の把握と分配
　　　　　宇南山　卓　　　京都大学経済研究所教授／財務総合政策研究所特別研究官
第12章 給付付き税額控除と所得税・住民税・社会保険料の「三位一体改革」
　　　　　佐藤　主光　　　一橋大学大学院経済学研究科教授
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１．福島市の概要
福島市は、福島県の北部に位置し、西は吾妻連峰、

東は阿武隈高地に囲まれた自然豊かな県都です。
人口およそ27万人を擁し、古くは養蚕と阿武隈川

の舟運で栄えました。
夏は暑く冬は寒冷で、寒暖差が大きい盆地特有の気

候により、果物の生産が盛んで、抜群の甘さとみずみ
ずしさの桃をはじめ、サクランボ、ブドウ、梨、りん
ごなどの美味しい果物を年間通して楽しむことができ
ます。
また、東京から東北新幹線で日帰り往復できるアク

セスの良さに加え、鉄道や高速交通網が交差する交通
の結節点として重要な位置にあり、福島県の政治・経
済・文化をけん引しています。

（1）甘くておいしい自慢の桃

２．公民連携窓口「公民こねくと」
福島市では、行政の力だけでは解決できない地域課

題や行政課題に関して、民間企業等が持つ独自で多様
なノウハウを活用することで課題解決を目指す、公民
連携の取り組みに力を入れています。

民間企業等と連携する新たな取り組みを幅広く受け
付け、実現に向けて調整を図るため、公民連携のワン
ストップ窓口「公民こねくと」を設置し、窓口を明確化
するとともに、市長をトップに実施体制を確立し、実効
性のある連携のスピーディーな実現を目指しています。
ここでは、これまで成立した取り組みの中から、具
体的事例を2つ紹介します。

（2）公民連携窓口「公民こねくと」

３． 日本一の納豆愛をPRする 
新商品開発

福島市は、一世帯あたりの納豆消費額が、ここ10
年間で7回日本一に輝く「納豆のまち」です。
納豆は、市民の食卓に欠かせないもので、老若男女
問わず深く親しみのある食材です。
その“日本一の納豆愛”を広く市内外に発信し、

「納豆のまち福島」の認知度向上と地域ブランド化に
つなげるため、カルビー株式会社との共創プロジェク
トとして、新商品の開発を令和7年8月にスタートし
ました。
開発にあたっては、カルビー株式会社と福島市に加
え、納豆を愛する学生や市内で納豆料理を提供してい
る飲食店などが参加するワークショップを複数回開催
し、「なぜ福島市民は納豆好きなのか」を探りながら、
フレーバーやパッケージデザイン、PRなどを検討し
ました。

福島市政策調整部政策調整課 広域連携推進係長
森合  朋美

福島市
公民連携による課題解決
の取り組み

各地の話題各地の話題
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福島市福島市

ワークショップでの試作品の投票の結果、新商品は
「納豆＋タレ・白菜漬物風味」のポテトチップスに決
定し、令和8年7月6日から東北エリア限定で発売さ
れました。
本プロジェクトは、企業、行政、市民が一体となって

福島市の魅力を掘り下げ、地域の強みを再発見する機
会となるとともに、地域資源と企業の持つ商品開発力や
発信力を掛け合わせた官民共創の実践となりました。

（3）商品開発のワークショップ

（4）新商品完成発表会

４． 「福島市モデル」被災者支援 
システム

福島市では、東日本大震災以降、令和元年度の台風
19号、令和2年度及び3年度の福島県沖地震など、度
重なる災害に見舞われました。
これらの災害対応の経験から、災害発生時の早期生

活再建の実現を目指して、富士フイルムシステムサー
ビス株式会社と共同研究協定を締結し、新システムの
共同研究を令和6年度から開始しました。
開発にあたっては、富士フイルムシステムサービス

株式会社の技術力と福島市が過去の災害で得た知見や
業務効率化のノウハウを融合することで、自治体内部

の煩雑な事務作業を深掘りし、現場の声を反映しなが
ら効率化を図ることができるシステムの構築を目指し
ました。
令和7年8月には、発災時の自治体業務を効率化し、

被災者の支援申請プロセスの迅速化を実現する被災者
支援のための新システム「被災者支援ソリューション　
生活再建支援ナビ」として正式に製品としてリリース
されました。
製品の特長は、システム上で被災家屋と世帯情報を

ひも付けて、罹災証明の申請受付から交付までの作業
を効率化するほか、対象世帯に向けた支援メニューを
自動で一覧化し、住民へプッシュ型の通知を送ること
で、被災者がスピーディーに支援を受けられる点など
があります。
いつ起こるかわからない災害に備え、今後も事前の

仕組みづくりを強化していく予定です。
こうした公民連携による課題解決の取り組みをさら
に推進し、持続可能なまちづくりにつなげてまいります。

（5）被災者支援DXによる業務プロセス改善

官民共創で拓く持続可能なまちづくり
	 地方創生コンシェルジュ
� 東北財務局福島財務事務所長　根本  浩之

福島市の「公民こねくと」を軸とした官民共創は、
地域の強みを引き出す魅力発信と、災害に強いまちづ
くりを両立させる極めて先進的な取り組みです。企業
と行政が対等なパートナーとして市民を巻き込み、現
場の知見を形にしたポテトチップスや被災者支援シス
テムは、まさに地方創生の理想形と言えます。
このような取り組みが、諸課題の解決や、持続可
能な未来を切り拓く原動力となることを期待してい
ます。
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北陸財務局融資課 上席調査官
城光寺  えりか

令和6年（2024年）1月1日に発生した能登半島地
震から約2年半が経過しました。本地震は石川県能登
地方を中心に、住宅、道路、港湾、上下水道など、地
域社会の基盤に甚大な被害をもたらし、発災直後には
多くの住民が避難生活を余儀なくされるなど、地域の
暮らしと産業に大きな打撃となりました。
現在、石川県および関係市町では、「創造的復興」

の理念のもと、被災者の生活と生業の再生を最優先に
復旧・復興施策を推進しています。インフラについて
は、危険が高い箇所への応急対策はすでに完了するな
ど、機能回復や本格復旧が進展しています。また、復
旧の見通しが段階的に明らかになる中で、住まいの再
建や産業活動が再開するなど、地域の再生に向けた動
きが本格化しています。

１．復興まちづくりの進展
石川県が策定した「創造的復興プラン」をはじめ、

輪島市、珠洲市、能登町、穴水町、七尾市、志賀町、
中能登町、羽咋市、かほく市、内灘町の10市町にお
いて復興計画が策定・公表されるなど、被災者が将来
を見据えた生活再建を検討しやすいよう、住まい再建
の見通しやまちづくりの方向性が具体化されていま
す。さらに、地区単位での具体的な整備計画の検討や
事業の着手が進められており、特に輪島市朝市周辺に
おいては、土地区画整理事業等により、住宅や店舗の
再建を段階的に進める取組が進展しています。

２．住まいの再建
住まいの確保は復興の最重要課題の一つです。応急

仮設住宅の整備は完了し、現在は恒久的な住宅再建へ

と移行しています。復興公営住宅については、必要戸
数の用地確保にめどが立ち、市町ごとに設計、施工が
順次進められています。また、自力再建を目指す被災
者に対しては、県が「いしかわ型復興住宅」のモデル
プランを提示し、相談窓口を設置するなど、住宅再建
に向けた支援体制を構築しています。住宅金融支援機
構の融資制度とあわせ、多様な選択肢のもとで再建を
進める環境が整備されています。

３．生活インフラの復旧
上下水道については、断水が解消され、現在は耐災
害性の向上も含めた本格復旧が進められています。水
道施設は令和10年度末までの復旧完了を目標に整備
が進められています。また、断水に強い上下水道シス
テムの構築に向け、家庭や小規模コミュニティ単位で
水を循環利用する「小規模分散型水循環システム」の
技術実証が珠洲市で進められています。この取組は、
従来の集約型水道と組み合わせた新たな水インフラの
モデルを構築するもので、断水時でも生活用水を確保
できるほか、大きな施設を必要としないためコスト面
に優れているという利点があります。
道路については、能越自動車道や国道249号などの
基幹道路の通行機能が回復しつつあり、震災前と同程
度の走行性の確保に向けた取組が進められています。
今後は段差や急カーブの解消などを含めた本格復旧が
進められ、一部区間では令和9年春頃まで、全体では
令和11年春頃までの完了が見込まれています。県道
も通行止め箇所が大幅に減少し、地域の交通機能は概
ね回復しています。また、河川や砂防関連施設につい
ても応急復旧は完了し、優先度の高い箇所から本格復
旧と防災機能の強化が進められています。

各地の話題各地の話題
石川県

令和6年能登半島地震 
からの復旧・復興に 
ついて
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石川県石川県

国道２４９号（穴水町志ヶ浦）

本復旧完了発災後

（写真提供）石川県

４．産業・なりわいの再生
地域経済の再生に向けて、能登の基幹産業である農

林水産業や観光業などにおいても復旧や復興が進めら
れています。農業分野では、国、県、市町、JA等の
関係機関が一体となった「奥能登営農復旧・復興セン
ター」が設置され、復旧見通しの提示や相談対応など
を通じて営農再開を後押ししているほか、被害の程度
に応じて段階的に復旧を進めることで、地域の生産基
盤の回復が図られています。水産分野では、漁港や港
湾施設の応急復旧が完了し、漁業や物流機能の再開が
進んでいます。観光分野においても、和倉温泉などの
旅館の一部が営業を再開しているほか、国道249号な
ど能登半島沿岸部を周回する広域観光ルート「能登半
島絶景海道」を活用した創造的復興の取組が進められ
ています。この取組では、地震により隆起した海岸な
ど景観の変化を新たな観光資源として活用し、道路の
復旧とあわせて、滞在型観光の促進や道の駅の機能強
化、サイクルツーリズムの推進などにより交流の創出
を図り、能登の魅力を国内外へ発信しています。地域
住民や民間事業者、観光関係団体など多様な主体が連
携しながら進められており、復興の担い手としての関
係人口の拡大にも寄与しています。沿線地域では、復
興イベントや体験型観光の企画・実施などを通じて、
訪れる人々と地域との交流が生まれ、被災地への理解

と共感が広がっています。こうした取組は、単なる観
光振興にとどまらず、地域の誇りや活力を取り戻す契
機となるとともに、将来にわたり持続可能な地域社会
の形成につながるものと期待されています。

５．財政融資資金の活用
財政融資資金は、道路、河川、港などのインフラ施

設の復旧はもとより、学校、社会福祉施設等、建物の
復旧や災害廃棄物処理など、災害復旧に幅広く活用さ
れています。石川県内自治体への貸付額は、令和6年
度840億円（前年度比87.1%）、令和7年度992億円
（前年度比18.1%）と地震発生前に比べ大きく増加し
ました。貸付額の半分以上を災害復旧事業債が占めて
います。
北陸財務局では、令和6年能登半島地震や奥能登豪

雨等からの復旧・復興、「災害に強いまちづくり」な
ど、今後も地域のニーズを的確に把握し、引き続き地
域住民の生活を支える事業に財政融資資金の貸付けを
実施していきます。

小木港（能登町小木地内）

発災後 復旧後

小木港（能登町小木地内）

発災後 復旧後

（写真提供）石川県
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那覇市 企画財務部 企画調整課 DX推進室 主事
金城  海斗

那覇市
生成AIを活用した 
自治体DXの深化　 
那覇市の取組

１．はじめに
那覇市は沖縄県の県都であり、沖縄本島南部に位置

しています。人口は約31万人を擁し、政治・経済・
文化の中心地として発展してきました。観光都市とし
て国内外から多くの来訪者を迎える一方で、少子高齢
化や行政需要の高度化などの課題にも直面していま
す。こうした背景のもと、本市ではデジタル技術の活
用による行政サービスの高度化、いわゆるDXの推進
に取り組んでいます。

２．生成AI活用の第一歩
那覇市では、市民サービスの向上と業務効率化を目

的として、生成AIの活用を段階的に進めています。
単なる業務支援ツールとしてではなく、行政サービス
の質を高める新たな手段として、その可能性を模索し
てきました。
生成AI活用の第一歩として、本市は令和5年12月、

庁内で利用しているコミュニケーションツール
「LoGoチャット」のオプション機能である「LoGoAI
アシスタント」を導入しました。
近年、自治体を取り巻く環境は大きく変化していま

す。住民ニーズの多様化や行政手続きの複雑化が進む
一方で、限られた人員の中で質の高い行政サービスを
維持していくことが求められています。こうした課題
に対応するため、本市ではDX推進の一環として生成
AIの活用に着手しました。
生成AIは、文章作成や情報整理、アイデア出しな

どを支援する技術であり、職員の業務効率化が期待さ
れています。一方で、誤った情報を生成する可能性や
情報漏えいへの懸念もあることから、導入にあたって

は生成AI活用ガイドラインを策定し、安全な利用ルー
ルを整備しました。

３． より那覇市に特化した 
「回答」を目指して

「LoGoAIアシスタント」の活用を進める中で、新
たな課題も明らかになりました。
一般的な生成AIはインターネットや幅広い情報を

もとに回答を生成するため、自治体固有の業務や制度
に関する専門的な質問には十分に対応できない場合が
あります。
そこで本市は、RAG（検索拡張生成）機能を備えた

「exaBase 生成AI for 自治体」の検証を開始しました。
RAGは、あらかじめ登録された資料やデータを検索
し、その内容を参照しながら回答を生成する仕組みで、
庁内のデータや指定したデータベースを参照できるた
め、より本市の業務に即した「回答」が期待できます。
検証では、議会答弁書や市長あいさつ文の作成支援

を対象に評価を行い、必要な情報を迅速に抽出できるこ
とが確認されました。一方で、文章表現や構成について
は職員による確認・修正が必要であり、回答精度を高め
るためにはデータ整備やプロンプト（生成AIに入力する
指示文）の工夫が重要であることも明らかとなりました。
これらの検証結果を踏まえ、本市では「exaBase 
生成AI for 自治体」の本格導入を決定しました。

４． ガイドラインの改訂と安全な 
活用環境の整備

本サービスの導入を契機に、「LoGoAIアシスタン
ト」導入時に策定した「那覇市生成AI活用ガイドラ

各地の話題各地の話題
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那覇市那覇市

イン」を改定しました。
ガイドライン改定では、より機密性の高い情報もプロ

ンプト入力できるようにするため、取り扱うことのでき
る情報資産の分類の見直し、利用条件を設定するなど
の整備を行い、従来よりも幅広い業務で生成AIを活用
できるようにしました。これにより、安全性を確保しな
がら、より実践的な業務への活用が可能となりました。

５．AI窓口の実証

デジタルヒューマンを用いたAI窓口実証

次のステップとしてアバターを活用したコミュニ
ケーションAIによる窓口案内の実証を実施しました。
この取組は、NTTドコモビジネス株式会社（旧

NTTコミュニケーションズ株式会社）との「特化型

生成AIの共同実証による未来協創連携協定」に基づ
くものです。本協定では、（1）市民サービスの向上
と行政事務の効率化に向けた特化型生成AIモデルの
共同研究、（2）当該モデルを活用した事業創出、（3）
生成AI利活用に関する人材育成支援の三つを柱とし
ています。また、庁内業務の効率化から市民向けサー
ビスの高度化へと段階的に発展させ、最終的には窓口
対応のデジタル完結を目指すこととしています。
実証では、市民や職員から「案内が分かりやすい」

「24時間対応への期待が高まる」といった前向きな評
価が寄せられました。一方で、応答速度や回答内容の
網羅性、音声認識の聞き取り精度など、改善すべき課
題も明らかとなりました。
また、AIによる案内に慣れていない利用者も多く、

技術面だけでなく利用環境や運用面の工夫も必要であ
ることが分かりました。
今回の実証は、AIが窓口業務を補完する可能性と、

本格運用に向けた課題の両方を確認する貴重な機会と
なりました。

６．各課に特化した生成AIへ
現在、本市ではRAG機能のさらなる活用拡大を検

討しています。
各課が保有する業務資料やマニュアル業務資料を取

り込み、業務ごとに最適化された生成AIの構築を目

職員

市民

職員

・Web
・チャット
・音声（ボイス）
・デジタルヒューマン
・対面窓口など

【インターフェイス】

特化型生成AIによる
業務効率化/支援

事務効率化

コード
作成支援

企画立案
支援

特化型生成AIによる
行政サービスの
利便性向上

市民サービスの向上

24時間・
365日対応

安全・信頼性のある
特化型生成AIの活用

信頼性・包摂性

セキュリティ
対策

特化型生成AIによる
適用領域の拡大

業務の質向上

マルチ
モーダル

・業務特化型生成AIモデル実証
・生成AIのノウハウ/ナレッジの蓄積
・生成AIの高度利用、地域社会実装

那覇市をモデルとした
自治体向けの

特化型生成AI基盤構想

データ活用基盤

公開データ
(オープンデータ等)

一般公開データ

非公開データ
（住民データ等）

民間データ

【例】

【例】

【例】

【例】

＜「特化型生成AIの共同実証による未来協創連携協定」の取り組みイメージ＞

資料作成
支援

ナレッジ
蓄積

特定課題で
の高度利用

デジタル
完結型
サービス

AI
エージェント

応対品質
の向上

デジタル
インクル
ージョン

【業務】
・LGWAN環境業務
・基幹系環境業務

プライバシー
保護

流通データ

個人情報系
業務支援

付加価値
創出

❸
Ａ
Ｉ
活
用
人
材
育
成

❶
行
政
事
務
の
効
率
化

❷
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

「特化型生成AIの共同実証による未来協創連携協定」の取り組みイメージ

 ファイナンス　2026 Sep.	 91

連
載
各
地
の
話
題

17_P86-92_Kakuchi_04.indd   9117_P86-92_Kakuchi_04.indd   91 2026/09/09   10:01:582026/09/09   10:01:58



那覇市那覇市

指しています。
生成AIの活用範囲が広がることで、職員の業務効

率化だけでなく、組織全体の知識共有や業務品質の向
上にもつながるものと考えています。

７．おわりに
本市の生成AI活用は、LoGoAIアシスタントの導

入から始まり、RAG機能の活用、ガイドラインの改
訂、AI窓口の実証へと着実に発展してきました。そ
の過程では多くの成果が得られる一方、新たな課題も
明らかになっています。
今後も「まずやってみる」という姿勢のもと、生成
AIを職員の業務支援にとどまらず、市民サービス向上
につながる重要なツールとして育てながら、より便利
で質の高い行政サービスの実現を目指してまいります。

自治体DXの深化への期待
� 沖縄総合事務局財務部 地域連携調整官　外間  史宜

沖縄県の県都として、多様な市民ニーズに応えて
いる那覇市。業務の効率化や市民サービス充実に向
け、最新の技術と「まずやってみる」の精神を掛け
合わせることで、職員や多くの市民にとって、「働き
やすさ」「住みやすさ」が更に向上していくことを期
待しています。
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夏が来る度に思い出す記憶がある、という方は少なくないと思います。私にとって、唯一
無二の「The夏の記憶」というものはなく、小学生の頃の永遠に感じられた夏休みや、中高
生の頃の部活に捧げた夏から、初の海外生活での夏体験、自分が親となって迎えた初めての
夏など、時代も環境も異なる記憶が、「夏」という時期に起きたという共通点でカテゴライ
ズされています。その中から、毎年、夏の到来に喚起されて時々の心境に合ったものが思い
出されるところに、自分なりの趣深さを感じます。

今月号の巻頭言で、佐藤卓さんが触れておられる「デザイン」の本質のお話。経済学的な
意味での付加価値を追求すること自体は、経済社会の発展にはまだ必要です。他方、新たに
価値を付加するのではなく、既に存在する価値を見出し、誰かと、何かと繋ぐことこそがデ
ザインなのだという視点は、人が生きる意味を考える時に極めて重要な示唆を持ちえます。

既に存在する記憶を一つの画角で切り取り、今の心境や環境と結びつけながら、何がしか
の物語を紡ぐこともある種のデザインであり、その意味では自分も四季折々のデザインをし
ながら生きているのかな、とふと思いました。

（財務省広報室長　西畠  万季人）

財務省ホームページ
https://www.mof.go.jp ⇨

財務省X公式アカウント
@MOF_Japan ⇨

アンケートに 
ご協力ください。⇨

 ファイナンス　2026 Sep.	 93

18_P93_Kouki_02.indd   9318_P93_Kouki_02.indd   93 2026/09/09   10:02:342026/09/09   10:02:34

https://www.mof.go.jp/public_relations/finance/
mailto:finance@mof.go.jp
https://www.mof.go.jp
https://twitter.com/MOF_Japan


動画はこちら

YouTube税関チャンネル

動画はこちら

YouTube税関チャンネル

22_P94_koukoku_01_要グレー化.indd   9422_P94_koukoku_01_要グレー化.indd   94 2026/09/09   10:03:322026/09/09   10:03:32



19_2609_H3_01.indd   8219_2609_H3_01.indd   82 2026/09/09   10:11:472026/09/09   10:11:47



S
eptem

ber 2
02

6

I
S
S
N
0
4
4
8̶

6
0
7
2

第
6
2
巻
第
6
号
・
令
和
八
年
九
月
十
八
日
発
行

9
月
号 財
務
省
広
報
誌 

令
和
八
年
九
月
号 

通
巻
七
三
〇
号

定価509円（本体463円＋税10％）

1018709_[#1]B2-04

01_2609_H1-4_02.indd   101_2609_H1-4_02.indd   1 2026/09/09   10:10:382026/09/09   10:10:38

https://www.jishin-hoken.jp



